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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ペルー共和国政府からの技術協力の要請に基づき、2011 年 7 月

31 日から 2016 年 7 月 30 日までの予定で、有償勘定技術支援「カハマルカ州小規模農家生計向上

プロジェクト」を実施しています。 

今般、プロジェクトの協力期間の中間点を過ぎたことから、当機構は 2014 年 3 月 9 日から 3

月 28 日まで当機構国際協力専門員である永代成日出を団長とする中間レビュー調査団を現地に

派遣し、ペルー側の評価チームと合同でこれまでの活動実績等について総合的評価を行いました。 

これらの調査結果は、日本国・ペルー国双方の関係者による討議を経て合同評価報告書として

まとめられ、署名交換のうえ、両国の関係機関に提出されました。 

本報告書は、同調査団による協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後プロジェク

トの実施にあたり広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査実施にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を

表します。 

 

平成 26 年 5 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ペルー共和国 案件名：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェ

クト 

分野：農林水産 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：6 億 4,000 万円 

 

 

協力期間 

(R/D) 2011 年 03 月 10 日 

2011 年 7 月 31 日～ 

2016 年 7 月 30 日（5 年間） 

先方関係機関：国立農業研究所（INIA）、地域農産

物生産性向上プログラム（AGRO RURAL）、カハマ

ルカ州政府、カハバンバ郡、カハマルカ郡、サン・

ミゲル郡、サン・パブロ郡、イチョカン町（サン・

マルコス郡）、ナモラ町（カハマルカ郡）、マタラ町

（カハマルカ郡） 

 日本側協力機関： なし 

 他の関連協力：有償資金協力「山岳地域・貧困緩和

環境保全事業（I）、（II）及び（III）」及び「山岳地

域小中規模灌漑整備事業」 

１－１ 協力の背景と概要 

ペルー共和国（以下、「ペルー」と記す）のマクロ経済は安定的に成長している。反面、ジ

ニ係数は 0.481 と高く、貧富の格差が依然大きい。貧困対策は国家の重要課題であり、プロジェ

クト形成時、2006～2011 年のガルシア政権は全国平均 50％を超える貧困率を 2011 年までに

30％以下に削減することを目標としていた。ペルーの国土は、沿岸部（コスタ）、山岳部（シ

エラ）及び内陸森林地帯（セルバ）に大別され、この中でシエラの貧困率は 67.6％と最も高く、

同地域における貧困対策は喫緊の課題である。このような中、2006 年に“山岳地域の農林畜

産業等の振興を通じた貧困削減及び地域経済の活性化”をめざすことを目的に発令された｢山

岳地域輸出振興法｣など、課題克服に向けた各種施策が実施されている。 

プロジェクト対象地域のカハマルカ州はシエラに位置し、貧困率は 64.5％に達する。人口の

大半は農業に従事し、粗放な天水農法によって伝統的作物（トウモロコシ、ジャガイモ等）を、

自家消費及び近隣市場への販売向けに栽培しているが、農業収入はほとんど得られていない。

農家当たりの平均耕作面積は 0.5～3.0ha と小規模なため、農業収入の向上には、少ない作付面

積で高い収益が上げられる作物の導入など新しい営農体系の構築が求められている。 

こうした背景から、カハマルカ州内の小規模農家を対象に、“収益性の高い換金作物を中心

とした営農体系の構築による農家収入の向上”、ひいては“地域の貧困削減”を図るために、

技術協力プロジェクト「カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト」の実施が要請された。

本案件はこれまでに実施された有償資金協力「山岳地域・貧困緩和環境保全事業（I）、（II）及

び（III）」や「山岳地域小中規模灌漑整備事業」との連携を図り、換金作物の農業生産性向上

や農産物生産チェーンの構築を通じて小規模農家の生計向上を支援するモデルを確立するこ

とにより、それら事業の開発効果の増大をめざすという目的も有する。 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、プロジェクトの必要性や要請の妥当性を確認するた
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め、2010 年 10 月に詳細計画策定調査を実施し、ペルー側関係機関とプロジェクトの枠組みに

ついて合意した。その後、2011 年 3 月 10 日にペルー農業省（現、農業灌漑省）国立農業研

究所（INIA）及び地域農産物生産性向上プログラム（AGRO RURAL）と R/D に署名した。本

プロジェクトは 2011 年 7 月 31 日に開始され、2016 年 7 月 30 日までの合計 5 年間の予定で

実施されている。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標： 

１．対象地域の小規模農家の生計が向上する。 

２．啓発対象地域においてモデルが活用される。 

 

（２）プロジェクト目標： 

対象地域において小規模農家の生計向上に向けたモデルが構築される。 

 

（３）成果： 

１．モデル集落において、農民組織の活動実施体制が整備・強化される。 

２．モデル集落農家の対象作物の農業生産性及び質が向上する。 

３．モデル集落の農民組織による農産物生産チェーンが整備される。 

４．モデル集落の水土保全が促進される。 

５．啓発対象地域の啓発対象者において、モデル集落での取り組みへの理解が深化する。

 

１－３ 投入（評価時点） 

＜日本側＞ 

 専門家派遣 8 分野（合計 94.97MM）    

 機材供与  約 33,630,000 円 

 現地業務費 約 110,774,000 円（上記供与機材費を含む）   

 本邦研修  10 名 

＜相手国側＞ 

 カウンターパート配置 カウンターパート職員 43 名（常勤 17 名、非常勤 26 名） 

 土地・施設提供 INIA バーニョス・デル・インカ研究所内プロジェクト事務所及び

各種圃場 

 各対象郡・町プロジェクト・サブ事務所 

 プロジェクト運営経費 約 14,598,000 円 

２. 評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏名 職位 

団長・総括 永代 成日出 JICA 国際協力専門員 

協力企画 安達 巧 JICA 農村開発部畑作地帯課企画役 

評価分析 大橋 由紀 合同会社適材適所 

＊ペルー側合同中間レビュー委員 7 名の参加により合同評価が実施された。 

調査期間  2014 年 3 月 9 日～3 月 28 日 評価種類：中間レビュー 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）アウトプット１：モデル集落において、農民組織の活動実施体制が整備・強化される。

ベースライン調査の結果により各郡・町でモデル集落が選出され、農民組織の形成・整

備・強化の活動が実施された。4 つの郡・町のモデル集落の 5 つのグループが正式な農民

組織として承認を受けており、残りの 2 つは今後必要に応じて正式な農民組織として登録

する予定である。現時点では、いずれの組織もプロジェクト運営チームが主導するプロ

ジェクト活動への参加が主な活動であり、独自で活動計画を策定したり、活動を実施する

段階には至っていない。 

 

（２）アウトプット２：モデル集落農家の対象作物の農業生産性及び質が向上する。 

プロジェクトの対象 3 作物（紫トウモロコシ、エンドウ豆、ニンニク）について、優良

種子の生産、適正栽培技術に関する試験 、栽培技術マニュアルの作成、モデル集落の農

家に対する肥料などの必要な資材や種子の提供及び基礎栽培技術の研修や指導が行われ

た。対象作物の単収については、紫トウモロコシ栽培の第一作期（2012～2013 年）の単収

は推定基準値と比較すると平均で 195％増加した。エンドウ豆栽培の第一作期では従来の

単収と比較すると平均で 91％増加した。ニンニク栽培については、第一作期は品種適正等

の問題から病害が蔓延し多くの参加農家が収穫できなかった。質については、紫トウモロ

コシはモデル集落ではプロジェクト前はほとんど生産されておらず、第一作期の 1 級品の

割合（46％）が今後第二作期、第三作期では増加していくことが期待されている。エンド

ウ豆については、共同集出荷直接販売トライアル活動での出荷物評価データによると、通

常の栽培方法（ばら撒き栽培）での 1 級品の割合は 48％、新しい栽培方法（立体栽培）を

採用すると 81％であったことから、多くの農家が生産物の品質を改善することが期待でき

る。ニンニク栽培については、既述のとおり病害のため多くの農家が収穫できておらず、

品質の改善に至っていない。 

 

（３）アウトプット３：モデル集落の農民組織による農産物生産チェーンが整備される。 

プロジェクトでは市場調査により対象地域の農産物生産チェーンに関する調査や、農産

物付加価値化のための施設整備を進める一方、農家に対するビジネス運営能力強化のため

の研修や付加価値化のためのトライアルを行ってきた。紫トウモロコシについては、粉生

産のトライアルを実施したが、作業効率の低さや技術的な課題から収支は大幅なマイナス

となり、収益性向上には至っていない。エンドウ豆については、共同集出荷直接販売のト

ライアルを実施した結果、立体栽培による収穫時選果を取り入れた場合は収益増（1,000kg

当たり 6.6％）が想定できる結果となり、今後も事業性の分析が続けられる予定である。

ニンニクについて良質な原材料生産を実現するための栽培技術の確立が優先課題とされ

ており、アウトプット３に関する活動は実施されていない。 

 

（４）アウトプット４：モデル集落の水土保全が促進される。 

水土保全の活動として、これまでにモデル・テラス工が設置されたほか、土壌流亡防止・

窒素固定及び輪作による土壌肥沃度改善を目的とした被覆作物の普及、植林及び植林用苗

の生産が実施されている。また、土壌侵食防止のための生垣（ベチバー）の利用と土壌改

善のためのミミズ堆肥生産の活動が試験的に進められている。主な活動である被覆作物の
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栽培または植林に係る活動について、第一作期（または植林第一期）に参加した農家は延

べ 174 名で、6 郡・町の農民組織・グループの全メンバー（463 名）の 38％に当たる。第

二作期（2013～2014 年）はチョチョ豆（ルピナス）の被覆作物を導入したナモラ町の参加

農家（農民組織のメンバー以外も含む）が増えたことから 256 名を予定しているが、全体

的には水土保全活動への参加農家はまだ限られている。また、植林計画については、現時

点ではプロジェクト運営チームが植林期ごとに策定し、苗の配布や植林及び管理の指導を

実施している。今後は持続性にかんがみ、誰がどのように計画・実施していくのかが課題

となっている。 

 

（５）アウトプット５：啓発対象地域の啓発対象者において、モデル集落での取り組みへの理

解が深化する。 

啓発対象地域に向けた活動は 2015 年から開始される予定であることから、アウトプッ

ト５については達成状況の確認は時期尚早であった。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、対象地域であるシエラの農村部のニーズやペルー側国家政策、セク

ター戦略、カハマルカ州開発計画、並びに日本側の対ペルー国別援助方針政策との整合性

が引き続き高い。また本プロジェクトの 4 つのコンポーネント（農家の組織強化、生産性

向上、生産チェーンの整備、水土保全）により小規模農家の持続可能な生計向上をめざす

取り組みは、対象地域の課題に貢献する手段として適切であると判断されていることか

ら、妥当性は引き続き高いことが確認された。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトが目標としている「小規模農家の生計向上に向けたモデルの構築」につ

いては、「モデル」とは本プロジェクトの各コンポーネント（アウトプット１：農民組織

の形成・強化、アウトプット２：対象作物の生産性・質の向上、アウトプット３：農産物

生産チェーンの整備、アウトプット４：水土保全の促進）の活動を通して特定される適切

な技術や技術普及の方法を取りまとめたものである。よって、各アウトプットの達成度を

高めることにより有効性の高いモデルを構築することが可能となるため、引き続き各アウ

トプットの達成に向けた取り組みが期待される。 

 

（３）効率性 

アウトプットの達成状況については、これまでの投入や活動に見合った成果が確認され

た。重点的に活動を展開してきたアウトプット２の紫トウモロコシ及びエンドウ豆の生産

性・質の向上が達成されつつあるが、その他のアウトプットについては今後達成に向けて

必要な活動を再検討し、整理したうえで活動を展開していくことが期待される。投入につ

いては、当初計画と比較し AGRO RURAL の人員配置が不足していたが、本調査時点では

改善に向けた対策がとられている。 

 

（４）インパクト 

上位目標の達成見込みについては、上述のとおり紫トウモロコシやエンドウ豆による収

益性の向上が確認されつつあることから、今後「アウトプット３：農産物生産チェーンの
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整備」が進展することにより対象農家の安定した生計向上が期待できる。啓発対象地域で

のモデルの活用については、プロジェクト期間後半にモデル自体の具体化とともに、普及

の方法が具体化される予定である。なお、紫トウモロコシ栽培技術の導入やローカル・チー

ムにおける異なる機関による協働に関して、正の波及効果が確認された。 

 

（５）持続性 

本プロジェクトは政策上の整合性が高いことから、政策面での継続的な支援は期待でき

るが、将来的に本プロジェクトの活動を継続しモデルを普及させるためには、各関係機関

の組織体制にかんがみ各機関が担うべき役割を再確認し、プロジェクト後半ではペルー側

による持続性の検討が開始される必要性が確認された。技術面においては、プロジェクト

後半ではカウンターパートの更なる技術強化や、小規模農家の技術力・資金力にかんがみ

た適正技術の強化、啓発対象地域で各技術を導入する際に必要となる実施体制の検討など

が必要とされる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

・紫トウモロコシの導入品種である INIA601 は標高 2,400～2,900m の高地での栽培に適して

おり、収量・品質ともに高い品種であることから、適切な品種が導入できたことにより農

家の関心が高まっている。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

・一部の村落では集落間の軋轢や過去の組織化の失敗の経験などにより、組織強化が難しい

状況にある。 

・第一作期は展示圃場を利用した栽培技術の指導が行われたが、展示圃場は農家が共同で管

理する計画だったものの、適切な管理が行われなかった。 

・種子生産は主に INIA の圃場で実施されているが、適切な生産環境や労働力が確保されて

おらず、目標生産量が達成できていない。 

・栽培技術の適用において農家間で差が大きく、指導したとおりに栽培しない農家も散見さ

れている。伝統的な農法で栽培してきた農家が投入も労力も必要とする新しい技術を受け

入れて実践するようになるには時間がかかる。一方で適切な圃場管理を行った農家の第一

作期の良好な結果を目の当たりにしたことにより、多くの農家が新しい栽培方法を信頼す

るようになってきたことも報告されている。 

・モデル集落の農家の圃場は灌漑が整備されていないところも多い。第一作期にはそのよう

な圃場も対象としたため、生産性の向上に結び付かないケースがあった。 

・エンドウ豆やニンニクにおいて、病害虫の被害が生じたが、適切な対策の導入に至ってい

ない。 

・雨不足、雨期の入りの遅れ、ひょう、強風、大雨などの天候による作物への被害が一部生

じている。 

・ 水土保全に関する活動は、過去に他のプロジェクト/プログラムにおいても行われてきた

が、農家の意識を高める結果には至っておらず、本プロジェクトでも意識向上の対策が課

題となっている。 

 

３－５ 結 論 

上記の５項目評価結果から、今後各アウトプットの達成に向けた対策を再検討し、それらの
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活動を円滑に進めることでプロジェクト目標の達成は可能であると判断されるが、その前提と

して提言に示す検討や改善が求められる。また、同様に提言に示した持続性に関する対策を検

討することで、将来的な上位目標の達成を確たるものにしていくことが期待される。 

 

３－６ 提 言 

（１）協力終了後のペルー側による自立発展を念頭に置いた活動の実施 

本プロジェクトの終了後は、上位目標の達成に向けたペルー側の自助努力による他地域

への協力成果の普及が望まれる。よってプロジェクト後半においてはその普及体制の整備

や普及技術・方法も視野に入れた活動に心掛ける必要がある。具体的には、①プロジェク

ト活動に対する日本側からのインプットを徐々に削減し、ペルー側を中心とする活動実施

体制を構築すること、②ペルー側関係組織間の活動に係る役割と責任分担をより明確にす

ること、③農家が受け入れやすい技術と普及方法について更なる検討を行うこと、などが

必要である。なお、農家に受け入れられやすい技術と方法についての留意点は下記のとお

りである。 

・農民組織強化： 持続的な小規模農家の生計向上のためには農民組織の強化が必要と

なるので、それに向けた農家の意識改革を伴う各種活動を今後更に促進していくこと

が求められる。また、各集落の社会・経済環境に応じた強化案の検討も必要とされる。

・栽培技術： 現在プロジェクトで推進している栽培技術を適用するためには、平均的

な小規模農家の資金力を超えるインプットが必要となるので、今後は農家が投資可能

な営農資金を勘案した適切な技術開発などにも取り組むことが求められる。 

・農産物生産チェーン： 農産物の価値（高い質、アントシアニンの含有量など）を適

切に評価するマーケットの開発がまずは重要である。そのためには、農産物の販売だ

けではなく、販売形態やマーケットの多角化、市場のニーズに合わせた選果・加工な

どを通した付加価値化をめざす必要がある。 

・水土保全： 水土保全促進の前提は、農家がその重要性を認識することにあるので、

まずは彼らが理解しやすい教材を作成するなどその啓発方法を検討する必要がある。

また、水土保全工法の更なる普及に向けては農家が適用しやすい手法の開発やきめ細

かい指導を今後行っていくことが求められる。 

 

（２）自立発展検討委員会の設立 

協力終了後のペルー側によるプロジェクト成果の普及に向け、実施機関の代表者から成

る「自立発展検討委員会」を設立し、普及計画の策定を行うことを提言する。委員会では

以下の項目について検討することが求められる。 

・将来の事業化に向けた投資前調査 

・プロジェクトが推奨する栽培技術適用の際に必要な初期投資確保のための小規模農家

への営農資金貸付制度 

・技術普及体制 

・優良種子の生産供給体制 

・農産物生産チェーン強化に係る支援 

・カハマルカ州政府農業計画（クリスネハス及びヘケテペケ経済回廊）における紫トウ

モロコシ及びエンドウ豆生産チェーンの優先化 

・その他 
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なお、委員会には以下のメンバーの参加が望ましい。 

 

自立発展検討委員会のメンバー（仮） 

委員長 MINAGRI 農業インフラ開発副大臣 

メンバー MINAGRI の企画予算室（OPP）の代表者 

メンバー INIA の長官 

メンバー AGRO RURAL の長官 

メンバー カハマルカ州政府の代表者 

オブザーバー JICA の代表者 

オブザーバー カハマルカ州の農民組織の代表者 

 

 ＜追加説明＞ 

プロジェクト終了まで約 2 年 4 カ月となった中間レビュー時点からペルー側関係組織間

で協力終了後の自立発展に向けた各種検討を行うことが、将来的な協力成果の普及のため

には不可欠という観点からこの内容を提言のひとつとした。上表のメンバー案はあくまで

も合同調査団による提案であり、具体的な組織形態やメンバーはペルー側関係組織で協議

し決定していくこととなる。3 月 26 日に行った農業灌漑省（MINAGRI）副大臣への中間

レビュー結果の報告時（INIA 長官、AGRO RURAL 長官なども同席）にこの提言の趣旨を

調査団の方から説明し、設立に向けた基本的な了承は得られた。その場で、INIA をこの委

員会の事務局とすることも決定した。なお、この自立発展検討委員会の設立及び同会によ

る懸案事項についての協議はあくまでもペルー側関係組織による自主活動であり、プロ

ジェクト活動として取り組むものではない。 

 

（３）技術スタッフの適切な配置と活動予算の確保 

プロジェクト運営ローカル・チームの技術スタッフが適切に配置されない、必要な活動

予算が確保されないという問題が一部のペルー側関係組織にみられたが、今後のプロジェ

クト活動の円滑化に向けてはそれらの問題の改善に努めることが望まれる。 

 

（４）農産物生産チェーンの更なる強化 

農産物の生産と販売だけでは、市場価格変動の影響を回避できず農家の安定的な収入向

上には結び付きにくい。その問題に対処するため、本プロジェクトでは農民組織で運営可

能な農産物生産チェーン（生産⇒選果・加工⇒共同出荷）の強化に取り組むこととした。

しかしながら、原材料の不足や技術的な課題などもあり、その活動は遅れている。農産物

生産チェーンの更なる強化のためには、州政府の市場開発専門スタッフを中心とした数人

の専従チームの立ち上げによる、マーケットの多角化と買い手の特定、及びその買い手と

農家のマッチングを行うことを提言する。 

なお、付加価値化において、もし農産物選果・加工施設の整備が必要であれば、プロジェ

クト発足時当初の約束に従い建屋は各郡政府（カハマルカ州政府からの支援を含む）の資

金により建設し、施設建設後の必要な加工機材の導入は JICA の予算で実施するものとす

る。なお運営・操作維持管理についての技術指導の時間を確保できるよう、施設整備を行

う場合は少なくとも協力終了 1 年前までには終わらせる必要がある。 
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 ＜追加説明＞ 

ペルー側評価メンバーのカハマルカ州政府経済開発部長より、同政府市場開発専門ス

タッフの本プロジェクト参画についての申し入れがあった。その申し入れに基づき、その

スタッフを中心とした数人の専従チームの立ち上げによる、マーケット開拓などについて

の提言を行った次第である。 

 

（５）水土保全活動の更なる推進 

協力対象地域の水土資源の劣化は著しく、このままでは営農自体が今後困難となること

が懸念される。水土保全（土壌保全、植林等による流域保全）は持続的農業の基礎である。

現状では水土保全活動は行われているが、農家の関心や活動の進展度合いは低い。「水土

保全なくして将来はない」という強い認識をプロジェクト関係者間で共有し、この活動の

加速化を図る必要がある。 

 

（６）各技術コンポーネントのパッケージとしての普及 

現状では、プロジェクトの各コンポーネントが必ずしも総合パッケージとして普及され

ているとはいえず、その改善が必要とされる。小規模農家の持続的な生計向上を達成する

ためには、水土保全、栽培技術、生産チェーン技術などの各コンポーネントをパッケージ

として対象農家の状況に応じて普及することが望まれる。 

 ＜追加説明＞ 

本プロジェクトの対象であるアンデス高地農村部の小規模農家は、土壌侵食や流域荒廃

などにより生産性が低下している限られた農地（平均 1.2ha）で営農を行っている。それら

農家の生計向上を持続的な形で達成するためは、水土保全（土壌保全、植林等による流域

保護）をベースにした農業生産性の向上と農産物の付加価値化が必要となる。またその付

加価値化などのためには市場におけるスケールメリットをめざした農民組織活動も不可

欠となる。このように 4 つの活動コンポーネントがパッケージとして普及されることが当

該農家の生計向上においては重要である。 

 

（７）プロジェクト目標に示される「モデル」の内容について 

プロジェクト目標に示されるモデルに係る指標は、小規模農家の生計向上に必要とされ

る「技術論」と「方法論」の文書化である。具体的には、プロジェクトの成果と教訓を基

にそれらの文章化を行う。技術論の対象は農民組織強化、水土保全、作物栽培、選果・加

工に関するもので、方法論ではそれらの技術を効果的かつ効率的に普及できる手法につい

て言及することとなる。それらの内容をガイドラインあるいはマニュアルに取りまとめる

こととなるが、その策定は小規模農家の受容能力及び関係組織の所管業務の範囲などにつ

いても十分勘案しながら妥当性に富むものとする必要がある。なおそれらのガイドライン

やマニュアルの他地域への適用に際しては、各地の自然・社会・経済条件などに留意する

必要がある。 

 ＜追加説明＞ 

プロジェクト関係組織、関係者の共通理解を目的に「モデル」の文書化の内容について

言及したものである。なおその文書化の前提として、小規模農家の生計向上に係る現場に

おけるビジュアルな「モデルの存在」があるのはいうまでもない。 
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（８）優良種子の生産・供給体制の強化 

将来的なプロジェクト成果の普及のためには、優良種子の生産・供給システムの強化が

必要となる。よって、INIA の種子生産キャパシティを拡大するとともに、INIA に登録さ

れる種子生産農家や業者を育成していくことが望まれる。 

 

（９）州政府及び郡・町政府の支援の継続 

州政府や郡・町政府は、政権交代が生じた場合にも、プロジェクト活動の継続に向けた

措置を講じること。 

 ＜追加説明＞ 

ペルーでは今年（2014 年）10 月に地方選挙が行われる。その選挙の結果、カウンター

パート組織であるカハマルカ州政府や郡・町政府で政権交代が生じてもプロジェクト活動

に支障を来さないような措置を講じるよう、関係組織に対して要請したものである。 

 

（10）国家農業検疫庁（SENASA）の積極的な参加 

プロジェクト活動において発生している植物衛生の問題を解決するために、SENASA の

積極的な参加を要請すること。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

「カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト」（以下、「プロジェクト」と記す）は 2011

年 7 月に開始された 5 年間の技術協力プロジェクトである。今般プロジェクト開始後 2 年半が経

過し、プロジェクト期間の中間点を迎えたことから、独立行政法人国際協力機構（JICA）の中間

レビュー調査団が派遣され、ペルー側実施機関及び関係機関との合同による中間レビューが実施

された。 

本中間レビューは、以下を行うことを目的とする。 

① プロジェクトの中間時点における成果、活動実績、投入実績、計画達成度や実施プロセス

を確認する。 

② ５項目評価（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性）の観点から、プロジェ

クトの現状を評価し後半の実施に役立てる。本中間レビューにおいては、「妥当性」と「効

率性」について貢献・阻害要因とともに重点的に分析を行う。「有効性」と「インパクト」

については、アウトプットの実績や活動状況に基づいて今後の動向及び実現可能性を検証し、

「持続性」についてはその見込みについて検討する。 

③ 上記について合同評価レポートに取りまとめて関係者間で共有するとともに、この結果を

踏まえ、プロジェクトの戦略や活動計画、投入、実施体制等についてペルー側と協議し、必

要な提言を行う。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

（１）調査団構成 

  ＜日本側＞ 

担当業務 氏名 所属 

団長 永代 成日出 JICA 国際協力専門員 

協力企画 安達 巧 JICA 農村開発部畑作地帯課企画役 

評価分析 大橋 由紀 合同会社 適材適所 

 

  ＜ペルー側＞ 

担当業務 氏名 所属 

評価委員代表 Ing. Mary Antonia RIOJA NUÑEZ 国立農業研究所（INIA）計画室職員 

評価委員 Ing. Julio ZEA CACERES 農業灌漑省（MINAGRI）プロジェク

ト・アナリスト 

評価委員 Eco. Yovana MORALES OLIVERA INIA 計画室専門家 

評価委員 Ing. Eugenia REINA ZEGARRA 地域農産物生産性向上プログラム

（AGRO RURAL）事業部プロジェク

ト専門家 

評価委員 Ing. Walter ESQUIVEL MARIÑOS カハマルカ州政府経済開発部長 
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評価委員 Sra. Eugenia BELAUNDE 

VILLALON 

ペルー国際協力庁（APCI）日本担当

オブザーバー Ing. Antonieta NOLI 

HINOSTROZA 

AGRO RURAL シエラノルテプロジェ

クト主任コーディネーター 

 

（２）調査日程 

2014 年 3 月 9 日～3 月 28 日（うち、JICA 団員は 2014 年 3 月 16 日～3 月 28 日）。 

詳細については、巻末付属資料１を参照のこと。 

 

１－３ 主要面談者 

付属資料２「主要面談者リスト」を参照のこと。 

 

１－４ 対象プロジェクトの概要 

（１）プロジェクトサイト 

１）対象地域 

カハマルカ州のカハバンバ郡、サン・ミゲル郡、サン・パブロ郡、サン・マルコス郡（イ

チョカン町）、カハマルカ郡（ナモラ町、マタラ町） 

２）啓発対象地域 

対象地域のモデル集落以外の集落、カハマルカ州の対象郡以外の郡並びにアマソナス州、

アンカッシュ州、アヤクチョ州、ワンカベリカ州、ワヌコ州、フニン州 

 

（２）協力期間 

2011 年 7 月 31 日～2016 年 7 月 30 日（5 年間） 

 

（３）相手国機関名 

国立農業研究所（INIA）、地域農業生産性向上プログラム（AGRO RURAL）、カハマルカ

州政府、郡政府（カハバンバ郡、カハマルカ郡、サン・マルコス郡、サン・ミゲル郡、サン・

パブロ郡） 

 

（４）上位目標： 

  １．対象地域の小規模農家の生計が向上する。 

  ２．啓発対象地域においてモデルが活用される。 

 

（５）プロジェクト目標： 

対象地域において小規模農家の生計向上に向けたモデルが構築される。 

 

（６）成果： 

１．モデル集落において、農民組織の活動実施体制が整備・強化される。 

２．モデル集落農家の対象作物の農業生産性及び質が向上する。 

３．モデル集落の農民組織による農産物生産チェーンが整備される。 
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４．モデル集落の水土保全が促進される。 

５．啓発対象地域の啓発対象者において、モデル集落での取り組みへの理解が深化する。 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本中間レビューは「新 JICA 事業評価ガイドライン 第１版」（2010 年 6 月）に従い、プロジェ

クト・サイクル・マネジメント（PCM）手法によって実施された。基準として用いたプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（PDM）は 2013 年 6 月 10 日に改訂された PDM Ver. 2（巻末付属資

料４「中間レビュー報告書」（西文）の Anexo 2 を参照）である。主に下記の（１）から（３）に

係る評価設問を設定し、データ・情報収集が行われた。評価設問の詳細は、巻末付属資料５「評

価グリッド」を参照のこと。 

 

（１）プロジェクト実績の確認 

プロジェクトの投入実績、活動実績、アウトプット（成果）の達成状況、プロジェクト目

標の達成見込みの確認・検証。 

 

（２）プロジェクト実施プロセスの確認 

プロジェクト活動を円滑に行うための実施体制、プロジェクト関係者（日本人専門家、ペ

ルー側実施機関、各カウンターパート（C/P）職員、対象農民組織・農家など）間の連携状況、

技術移転の方法など。 

 

（３）評価５項目 

評価５項目とは 1991 年に経済協力開発機構開発援助委員会（OECD-DAC）で提唱された

開発援助の評価基準であり、以下の 5 つの項目から成る。 

 

５項目 概要 

妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方

針との整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 インプットに対するアウトプット（定性的並びに定量的）を計測する。開発

援助が期待される結果を達成ために最もコストのかからない資源を使って

いることを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認する

ため、通常、他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、

正・負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指

標にもたらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。

開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

出所：「新 JICA 事業評価ガイドライン 第１版」（2010 年 6 月） 
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２－２ データ収集方法 

必要なデータや情報の収集は、以下の方法で実施した。 

 

調査方法 情報源 

資料レビュー ・詳細計画策定調査報告書、実施合意文書（R/D）、事業進捗報告書、ベースラ

イン調査報告書、その他プロジェクト作成資料 

・その他関連資料・文書 

質問票調査 ・ペルー側実施機関（INIA、AGRO RURAL、カハマルカ州政府、カハバンバ

郡、カハマルカ郡、サン・ミゲル郡、サン・パブロ郡、イチョカン町、ナモ

ラ町、マタラ町） 

聞き取り調査 ・上記ペルー側実施機関及び C/P 職員 

・日本人専門家  

・カハバンバ郡、カハマルカ郡、サン・ミゲル郡、サン・パブロ郡、イチョカ

ン町、ナモラ町、マタラ町の対象農家代表者 

・その他関係者 

踏査調査 ・カハバンバ郡、カハマルカ郡、サン・ミゲル郡、サン・パブロ郡、イチョカ

ン町、ナモラ町、マタラ町のプロジェクトサイト 

・INIA バーニョス・デル・インカ、パンパ・グランデ、スジュスコチャ 

 

２－３ データ分析方法 

収集した情報は、上述の「評価５項目」に従って分析された。 

 

２－４ 調査の制約 

本中間レビューは、以下のような制約の下で実施された。 

① 巻末付属資料１「調査日程」に示すとおりの限られた時間の中での調査であり、情報収

集・分析が不十分な点がある可能性がある。 

② インタビューの対象はプロジェクト関係者や受益者の一部に限られたため、すべての関

係者の意見を反映しているものではない。 

③ 入手した文献・データのなかには限られた情報・標本から得た内容を取りまとめたもの

も含まれているため、分析結果に影響が生じている可能性がある。 

④ 調査団員の調査工程への参加は各団員の役割分担により異なるため、理解度や認識にあ

る程度の差が生じる可能性があり、分析結果に影響が生じている可能性がある。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績、アウトプットの実績 

３－１－１ 日本側の投入 

これまでの日本側による投入の実績は以下のとおり。なお、各項目における詳細は巻末付属

資料４「中間レビュー報告書」を参照のこと。 

 

（１）専門家派遣 

プロジェクト開始から 2014 年 2 月末までの間に、以下の 8 分野の専門家が合計 94.97 カ

月派遣された。 

 

表３－１ 専門家派遣実績 

担当 月数 

総括／啓発 8.50 

副業務主任／農産物加工／流通１ 19.10 

農地保全 8.30 

農業技術普及／農民組織 21.50 

農産物加工／流通２ 6.50 

栽培技術普及 3.70 

農業技術普及２／農民組織２／啓発補助 22.57 

組織支援・ビジネス計画／農地保全２ 4.80 

合計 94.97 

 

（２）本邦研修 

表３－２に示す 2 回の本邦研修が実施され、合計 10 名のカウンターパート（C/P）職員

が参加した。また、本プロジェクトの投入とは別に JICA が実施している持続的農業に関

する集団研修（3 カ月間）に C/P 職員 1 名が参加した。 

 

表３－２ 本邦研修実績 

研修 コース名 期間 参加人数

第一回本邦研修 農民組織化及び農産物の

生産・加工・流通 
2013 年 2 月 14 日から 
2013 年 3 月 5 日（20 日間） 

3 名 

第二回本邦研修 産物の生産・加工・流通及

び水土保全 
2013 年 11 月 23 日から 
2013 年 12 月 11 日（19 日間） 

7 名 

 

（３）機材供与 

自動車 3 台、自動二輪車 18 台、パソコンなどの事務機器、事務用家具、種子生産用機材、
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耕作用機材、農産加工用機材等、合計 384,874 米ドル（税込）（約 33,630,000 円1）相当の

機材が供与された。 

 

（４）現地業務費 

プロジェクト活動の実施において、2014 年 2 月末までに現地傭人費、ローカルコンサル

タント契約、プロジェクト事務所やの圃場の改修・整備などを含む活動経費として

1,267,729 米ドル（約 110,774,000 円2）（上記供与機材費を含む）が支出された。 

 

３－１－２ ペルー側の投入 

これまでのペルー側による投入の実績は以下に示すとおり。詳細は巻末付属資料４「中間レ

ビュー報告書」（西文）の Anexo 7, 8 を参照のこと。 

 

（１）C/P の配置 

2014 年 3 月 1 日現在、表３－３のとおり、常勤/非常勤の C/P 職員が各機関から配置さ

れている。 

 

表３－３ C/P 配置実績 

組織 
計画（人） 現況（人） 差異（人） 

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

INIA バーニョ・デ・インカ試験場 5 5 7 9 +2 +4 

INIA ドノソ試験場 0 1 0 0 ±0 -13 

AGRO RURAL 5 0 0 6 -5 +6 

カハマルカ州政府（農業局） 1 5 0 7 -14 +2 

カハマルカ郡政府 1 0 1 1 ±0 +1 

ナモラ町政府 - - 2 1 +2 +1 

マタラ町政府 - - 1 0 +1 ±0 

サン・ミゲル郡政府 1 0 2 0 +1 ±0 

サン・パブロ郡政府 1 0 2 1 +1 +1 

イチョカン町政府 1 0 1 0 ±0 ±0 

カハバンバ郡政府 1 0 1 1 0 +1 

合計 16 11 17 26 +1 +15 

総計 27 43 +16 

 

（２）施設 

以下のプロジェクト事務所、圃場等施設が提供されている。 

 

                                                        
1 2011 年 7 月から 2014 年 3 月の JICA 精算レートの平均（1 米ドル＝87.38 円）を用いて換算。 
2 2011 年 7 月から 2014 年 3 月の JICA 精算レートの平均（1 米ドル＝87.38 円）を用いて換算。 
3 現在、ニンニク栽培の活動はカハマルカでは適用技術の調査のみであるため、INIA ドノソ試験場の参加は必要とされていな
い。 

4 カハマルカ州政府からプロジェクト運営中央チームに参加している人員について、常勤ではないが、必要な活動には十分な
参加を得ている。 



－8－ 

表３－４ ペルー側提供の土地、建屋、事務所一覧 

提供者 種類 面積 

INIA バーニョス・デル・インカ研究所 プロジェクト事務所（本部） 72m2 

INIA バーニョス・デル・インカ研究所 駐車場 四輪自動車 3 台分

INIA バーニョス・デル・インカ研究所 農業資材用倉庫 400m2 

INIA バーニョス・デル・インカ研究所 事務所（加工トライアル活動用） 32m2 

INIA バーニョス・デル・インカ研究所 試験圃場 1,000m2 

INIA バーニョス・デル・インカ研究所 種子生産圃場 6,500m2 

INIA バーニョス・デル・インカ研究所 種子生産及び試験圃場 35,300m2 

INIA バーニョス・デル・インカ研究所 母樹園 500m2 

ナモラ町政府 プロジェクト・サブ事務所 20m2 

マタラ町政府 プロジェクト・サブ事務所 15m2 

サン・ミゲル郡政府 プロジェクト・サブ事務所 20m2 

サン・ミゲル郡政府エル・モリーノ集落 倉庫（加工トライアル活動用） 90m2 

サン・パブロ郡政府 プロジェクト・サブ事務所 9m2 

イチョカン町政府 プロジェクト・サブ事務所 20m2 

カハバンバ郡政府 プロジェクト・サブ事務所 9m2 

 

（３）運営経費 

ペルー側の各実施機関から、プロジェクトの運営経費として合計 167,059 米ドル（約

14,598,000 円5）相当（C/P の人件費を除く）が支出されている。 

 

３－１－３ アウトプットの実績 

各アウトプットにおける活動の実績と指標の達成状況は、以下に示すとおりである。 

 

（１）アウトプット１：モデル集落において、農民組織の活動実施体制が整備・強化される。 

ベースライン調査の結果により、表３－５に示すモデル集落が選出された。 

 

表３－５ 各郡・町のモデル集落 

郡・町 集落名 
集落

数 
組織整備状況 

メンバー

数 

サン・ミゲル郡 La Laguna, Lamaspampa, El Molino, 

Artesa, Tierra Colorada  

5 新規組織設立済

み 

83 

サン・パブロ郡 Jansoc Altos, Cuscuden  2 既存組織で活動 31 

                                                        
5 2011 年 7 月から 2014 年 3 月の JICA 精算レートの平均（1 米ドル＝87.38 円）を用いて換算。 
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ナモラ町 

（カハマルカ郡）

Cau Cau, Quelluacocha, Casa Blanca, 

Molino Laparpuquio, Chilacat, Las 

Manzanas, El Molino, Jigón, Chu Chun, 

Huayan, Samaday, El Triunfo, La Chilca, 

San Francisco, Laguna San Nicolas, Sarin, 

Ojo de Agua 

17 新規組織設立済

み 

109 

マタラ町 

（カハマルカ郡）

Dos de Mayo, Cercado de Matara,  

Ciruc, Chim Chim, Choromarca, 

Higospata, Jocos, Matarita, Pampalarga, 

San Juan, Tinajones, La Taya 

12 正式な組織は未

整備 

74 

イチョカン町 

（サン・マルコス郡）

Llanupacha, Porporito, Poroporo, La 

Victoria, Llollon  

5 正式な組織は未

整備 

54 

カハバンバ郡  Shitabate, Chanshapampa, Machacusy  3 既存組織で活動 68 

既存組織で活動 44 

合計  44  463 

 

これらの集落の住民を対象に農民組織の形成が行われ、各組織に対しプロジェクト形成

やビジネス計画に係る能力強化6や NGO との協力によるマイクロファイナンスの活動（た

だし協力 NGO の資金難により中止となった）など、組織の整備・強化が実施された。4

つの郡・町のモデル集落の 5 つのグループが正式な農民組織として承認を受けており、残

りの 2 つは今後必要に応じて正式な農民組織として登録する予定である。現時点では、い

ずれの組織もプロジェクト運営チームが主導するプロジェクト活動への参加が主な活動

であり、独自で活動計画を策定したり、活動を実施する段階には至っていない。現在は、

アウトプット２、３、４の活動で必要となるグループ作業（集団研修、肥料や種子の共同

購入、植林用苗の栽培など）が行われており、これらの活動を通して農家が結束して活動

することの必要性や効率性への理解が促進されている。しかし、組織的な活動への意欲を

もつ農家はまだ限られている。各指標に基づく達成状況は表３－６に示すとおり。 

 

表３－６ アウトプット 1 の指標の達成状況 

指標 達成状況 

1-1. 各モデル集

落において、適

切な農民組織が

形成される。 

全 6 郡・町でモデル集落が選定され、7 つ農家の組織形成が行われ

ている。4 郡・町のモデル集落で 5 つの農民組織が正式に登録され

た。残りの 2 郡・町（イチョカン町、マタラ町）については集落間

の軋轢などにより正式な組織の登録には至っていないが、プロジェ

クト活動で必要とされるグループ作業を通して組織の整備・強化が

行われている。 

                                                        
6 農業灌漑省の農業セクター支援ファンド（AGROIDEAS）の活用方法について、農民組織の管理メンバーを対象に、オン・
ザ・ジョブ形式で同ファンドに申請する活動の選定、申請書作成に係る指導が実施された。 
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1-2. すべての農

民組 織に おい

て、毎年年間計

画が策定され、

また活動報告が

行われる。 

現時点では、各郡・町のプロジェクト運営チーム主導で各活動の参

加者選定や活動の計画・実施が行われており、農民組織・グループ

はそれらの活動に参加している状況である。よって、農民組織が独

自で活動計画を策定するには至っていないが、今後は肥料や種子の

共同購入、作物の共同販売など、農民組織が独自で活動を計画・実

施するよう指導していくことが予定されている。 

1-3. 農民組織が

少なくとも月１

回の組織的活動

をする。 

現時点ではまだ活動計画が策定されておらず、組織的な活動の実施

には至っていない。1-2 の達成状況で述べたように、プロジェクト

運営チームが主導する各活動に希望者が参加する方法でアウト

プット２、３、４の活動が行われている。今後は肥料や種子の共同

購入、作物の共同販売など、農民組織が独自で活動を計画・実施す

るよう指導していくことが予定されている。 

 

（２）アウトプット２：モデル集落農家の対象作物の農業生産性及び質が向上する。 

プロジェクトの対象 3 作物について、優良種子の生産、適正栽培技術に関する試験7、栽

培技術マニュアルの作成、モデル集落の農家に対する肥料などの必要な資材や種子の提供8、

及び基礎栽培技術の研修や指導（研修実績の詳細は巻末の付属資料４「中間レビュー報告

書」（西文）の Anexo 9 参照）を行っている。 

種子生産に関する実績は表３－７に示すとおりである。紫トウモロコシについては、種

子生産第二期には一部害虫の被害が生じたものの9、INIA パンパ・グランデ支所の圃場で

の生産量が当初計画との比較では 152％に達した。エンドウ豆については、多雨期の圃場

の排水不良などによる育成不良などの問題が生じ、目標生産量の 62％であった10。ニンニ

クについては、第一作期（2012～2013 年）は品種適正や病害の問題で種子として使用でき

なかった11。開始当初は 2012～2013 年の作期からモデル農家での種子生産を開始する計画

であったが、種子生産は消費用作物の栽培より更に丁寧な管理が必要となり、まだ十分な

栽培技術を有する農家が育成されていないとの判断から、INIA 圃場のみでの種子生産が継

続されている。 

 

  

                                                        
7 紫トウモロコシのアントシアニンの含有量品種間差異、雄穂切除によるアントシアニン単収改善、エンドウ豆の液肥の効果、
支柱・網・紐の資材利用効率化、適切収穫時期、ニンニクの適正施肥、有機肥料利用、種子サイズ別生育比較、栽培密度別
生育比較、品種比較などの試験を実施している。 

8 紫トウモロコシ及びエンドウ豆については、参加農家は第一作期では収穫物の 20％、第二作期では収穫の 25％相当の現金を
プロジェクトに返納している。 

9 種子生産第二期（2012～2013 年）に圃場の一部で害虫が大発生し約 30％の植物体を処理せざるを得ないトラブルにも見舞わ
れた。 

10 種子生産第一期（2011～2012 年）は INIA パンパ・グランデ支所の圃場で生産し、第二期は主に INIA スジュスコチャ支所
及び農家から借り上げた圃場で生産を開始したが、多雨期の排水不良などによる育成不良により急遽 INIA パンパ・グラン
デ支所で栽培を再開した。 

11 種子生産第一期は INIA コチャマルカ支所の圃場で生産。排水などの問題により収穫は思わしくなかったが、一部の種子を
対象農家に配布した。第二期は圃場の条件が良いマタラ町の農家の圃場を借り上げて栽培したが、病害が拡大しほとんど収
穫できず、収穫できたものについても種子として使用できなかった。 
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表３－７ 種子生産の実績 

対象作物 品種 

種子生産第一期 

（2011～2012 年） 

種子生産第二期 

（2012～2013 年） 

目標生産量 

（農家配布用種子）
実績 

目標生産量 

（農家配布用種子） 
実績 

紫トウモロ

コシ 

INIA601 0 kg 321kg 960 kg 1,468kg

（152％）

エンドウ豆 ウスイ種 0 kg 477kg 1,750 kg 1,092kg

（62％）

ニンニク ア レ キ ペ ー

ニョ、ブラン

コ ・ ウ ア ラ

リーノ、シン

コ・メシーノ、

ナプリの 4 種 

0 kg 1,250kg 5,520 kg 
0.00 kg 

（0%） 

 

栽培技術マニュアルは技術ニーズに応えて改訂が行われており、主にプロジェクト運営

チームの技術者が活用している。農家レベルでは、マニュアルを読んだり利用することに

慣れていない農家も多く、活用は今のところ限定的である。プロジェクト運営チームは図

や写真を多く挿入し理解しやすいマニュアルづくりに取り組んでいる。 

対象 3 作物の栽培を行っている対象郡・町と参加農家数は表３－８に示すとおりである。

紫トウモロコシについては、第一作期（2012～2013 年）の平均単収は 4.433 t/ha であり、

ベースライン値を 1.5 t/ha12とした場合 2.95 倍であることから、既に指標 2-1 の「単収平均

30％増」は達成されている。本中間レビューの農家に対するインタビュー調査では、第一

作期に収穫した農家は今までよりも多くの現金収入を得たことが確認された。好調な結果

を受け、第二作期（2013～2014 年）では参加希望農家が表３－８に示すとおり大幅に増加

した。第一作期には気象や病害虫被害により収穫できなかった農家や、適切な圃場管理を

行わなかったことにより低い単収に終わった農家もいたことから、栽培場所の選定に関す

る指導や巡回指導による圃場管理の強化により、高単収の維持と参加農家間での単収の平

均化に取り組んでいる。品質については、本プロジェクトで導入している品種 INIA601 は

高地での栽培に適しており、見た目の色が濃く、大きさも十分であることから、品質は高

いとされている。 

 

  

                                                        
12 プロジェクトのモデル集落では、紫トウモロコシはほとんど生産されていなかった。INIA バーニョス・デ・インカ研究所

の技術仕様書によると、INIA601 の想定最大単収は試験場で 6.0 t/ha、農家レベルでは 3.0 t/ha（適切な種子と施肥、管理を
施した場合の想定）であり、プロジェクト対象地区内での無肥料、無管理の場合はこの半量の 1.5 t/ha 程度であることから、
1.5 t/ha を基準値と考えている。 
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表３－８ 対象 3 作物の栽培を行っている郡・町、及び参加農家数 

対象作物 対象郡・町 

参加農家数（合計面積） 

第一作期 

（2012～2013 年） 

第二作期 

（2013～2014 年）

紫トウモロコシ ナモラ町（カハマルカ郡） 28 89 

マタラ町（カハマルカ郡） 10 62 

イチョカン町（サン・マルコス郡） 17 43 

カハバンバ郡 21 39 

サン・ミゲル郡 - 8 

サン・パブロ郡 - 24 

小計 76（7.6ha） 265（29ha13） 

エンドウ豆 ナモラ町（カハマルカ郡） 22 40 

マタラ町（カハマルカ郡） 11 30 

サン・ミゲル郡 35 30 

サン・パブロ郡 13 15 

小計 81（5.5ha） 115（10.1ha14） 

ニンニク イチョカン町（サン・マルコス郡） 4 - 

カハバンバ郡 18 - 

小計 22（0.37ha） - 

合計 179（13.47ha） 380（39.1ha） 

 

エンドウ豆については、第一作期（2012～2013 年）の平均単収は 3.049 t/ha であり、ベー

スライン値を 1.6 t/ha15とした場合約 1.9 倍であることから、紫トウモロコシと同様に指標

2-1 は達成されている。また、第一作期で単収が増加したことによって農家の関心が高ま

り、エンドウ豆においても参加農家は増加した。第一作期は気象や病害虫被害で収穫でき

なかった農家や低い単収に終わった農家も多かったことから、紫トウモロコシと同様に底

上げのための技術指導が行われている。品質については、第一作期の定量的な品質の確認

は行われていないが、立体栽培で実が土に接触しないことや、また適切なタイミングで選

出して収穫できることから、品質は改善されたことが確認された。 

ニンニクについては、カハマルカ州に新たに導入された INIA ドノソ試験場生産品種（種

子）を使用したが、第一作期はほぼすべての農家実践・展示圃場において、うどん粉病な

ど病害が発生し、プロジェクト使用品種はローカル品種と比較し耐病性が低いことが明ら

かになった。第二作期（2013～2014 年）は技術指導は行わず、普及すべき適正技術の研究

を行っている。 

これらの状況から、アウトプット２の各指標に基づく達成状況は表３－９に示すとおり

である。 

                                                        
13 ①価格下落による農民所得減少リスクの軽減、②農民の圃場管理能力、③単なる資材供給支援ではなく技術支援であること

の明確化、これら 3 点を理由にプロジェクトが支援する圃場面積は参加農家当たり最大 0.25ha としている。 
14 紫トウモロコシと同様の理由から参加農家当たりの圃場面積は最大 0.10ha としている。 
15 農業灌漑省農業統計 2011 年でのカハマルカ州南部地区生鮮エンドウ豆単収 
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表３－９ アウトプット 2 の指標の達成状況 

指標 達成状況 

2-1． 対象作物の

単 収 が 平 均

30％増加する｡ 

－紫トウモロコシ栽培の第一作期の単収は推定基準値と比較すると

平均で 195％増加した。なお農家数で見れば単収 30％増を達成し

たのは 68 名（89％）であった。 

－エンドウ豆栽培の第一作期の単収は従来のものと比較すると平均

で 91％増加した。農家数でみれば単収 30％増を達成した 39 名

（48％）であった。 

－ニンニク栽培については、第一作期には 22 人の農家が参加した

が、品種適正等の問題から病害が蔓延しその多くが収穫できな

かった。 

2-2. 直接受益農

家の 30％が生

産物の品質を

改善する。 

－紫トウモロコシ栽培については、第一作期は 1 級品の割合が平均

46％であった。モデル集落では以前は紫トウモロコシをほとんど

生産していなかったため、プロジェクト前後での比較は困難であ

るが、第二作期、第三作期と 1 級品の割合が増加していくことが

期待されている。 

－エンドウ豆栽培については、第一作期の全体の 1 級品の割合は確

認されていない。一方、共同集出荷直接販売トライアル活動での

出荷物評価データによると、通常の栽培方法（ばら撒き栽培）で

の 1 級品の割合は 48％、新しい栽培方法（立体栽培）を採用する

と 81％であった。ばら撒き栽培と立体栽培では作物の生育環境、

管理の容易さが圧倒的に異なるため、多くの農家が生産物の品質

を改善することが期待できる。 

－ニンニク栽培については、指標 2-1 の達成状況で述べたとおり病

害のため多くの農家が収穫できておらず、品質の改善に至ってい

ない。 

 

（３）アウトプット３：モデル集落の農民組織による農産物生産チェーンが整備される。 

プロジェクトでは市場調査により対象地域の農産物生産チェーンに関する調査や、農産

物付加価値化のための施設整備を進める一方、農家に対するビジネス運営能力強化のため

の研修や付加価値化のためのトライアルを行ってきた。 

施設整備については、候補地が定まらないサン・パブロ郡を除く 4 郡・町で基礎設計が

完了している。5 郡・町が用地及び建設費を負担する計画で、第一作期（2012～2013 年）

途中に実施が予定されていたが、各郡・町の予算措置に困難が生じていること、施設で実

施する事業の具体化に遅れが生じていること、施設建設前に安定した原材料生産体制を確

立すべきと判断したこと、受益農家のビジネス運営能力が不足していると判断したことな

どの理由から、建設が延期されている。 

付加価値化のトライアルは紫トウモロコシとエンドウ豆において実施されている。紫ト

ウモロコシの市場は、生鮮品を必要とする一般卸売市場と、アントシアニン成分を多量に
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含む芯（または芯の粉）のみ必要とする加工業者市場の 2 つがあり、プロジェクトでは後

者をターゲットにしたトライアルを行った。プロジェクトで導入している INIA601 種は他

品種と比べアントシアニン含有量が高いと推測されている16ことから、この特徴を付加価

値化に使用し、粉末にして出荷することをめざしている。トライアルには 5 名の農家が参

加し芯や外皮の製粉を試みたが、作業効率の低さ17や技術的な課題から、収支は大幅なマ

イナスとなった。よって今後事業化に向けた対策を検討することになっている。なお、第

二作期（2013～2014 年）の収穫物は共同出荷でより高い利益を得られるよう、買い手とな

る卸売り業者の特定も進められている。 

エンドウ豆については、市場調査の結果、大量購入者はほぼ卸売り業者に限られること

が明らかとなった。粉などの加工品の市場は小規模かつ不安定であり、プロジェクトでは

目標受益者数（参加農家数）は数百人規模であることから、これら農家に便益をもたらす

には販売相手は卸売り業者に限られると判断している。卸売り業者は一般的に色の美しさ

と実入りを重要視することから、2013 年 5 月から 31 農家が参加し、エンドウ豆の選果・

共同出荷のトライアルが実施された。第一回トライアルは参加農家が原材料を持ち込み、

集出荷場で選果を行う方法で実施したが、原材料の品質が悪く選果に多大な時間と労力を

要し、1 級品の割合は 48.4％で収支は損失となった18。第二回トライアルは、農家が収穫時

選果を行い集出荷場では品質確認のみ行う方法19に変更し、合計 22 回の共同出荷が行われ

た結果、全体としては 1 級品の割合は出荷時 85.6％であった。通常販売による純所得を想

定し比較すると20、共同出荷の純所得は通常販売よりも 1,000kg 当たり約 84 ソル多い（6.6％

増）。本トライアルは第二作期も継続し事業性の分析が続けられる予定である。一方で、

栽培時期を一般的な時期とずらすことにより買い取り価格の高い時期に出荷するための

栽培試験も実施されている。 

ニンニクについては原材料供給体制（栽培技術、栽培面積、品質）が不安定なため、付

加価値化に係る活動は実施されていない。 

以上のような状況から、指標に基づく達成状況は表３－10 に示すとおりである。 

 

表３－10 アウトプット３の指標の達成状況 

指標 達成状況 

3. 付加価値化によ

り対象産品（原材

料重量当たり）の

収益性が 30％向

上する。 

－紫トウモロコシについては、粉生産のトライアルを実施した

が、実際の収益性向上には至っていない。 

－エンドウ豆については、共同集出荷直接販売のトライアルを実

施した結果、立体栽培による収穫時選果を取り入れた場合は収

益増（1,000kg 当たり 6.6％）が想定できる結果となった。 

                                                        
16 第一作期のアントシアニン含有量品種間差異に係る試験の結果では、INIA601 種は他品種の平均の約 1.5 倍の含有量がある

ことが明らかとなった。第二作期も引き続き試験が行われる予定。 
17 参加農家は加工作業の経験がなかったため、加工プロセスのトライアルと並行しオン・ザ・ジョブ形式での要員トレーニン

グと“紫トウモロコシのアントシアニン含有量に係る試験”を行ったため、労務費が大幅に増加した。 
18 選果費用は 300 ソル（原材料購入費 1,014 ソルの 30％）にのぼった一方で、1 級品の割合は 48.4％と低かったため、販売に

よる収入は低く、収支は 266.5 ソルの損失となった。 
19 立体栽培により 1 級品のみ収穫し、成長が遅れている小さなエンドウ豆は次回の収穫に残しておく方法。ばら撒き栽培では

収穫時に植物体を踏みつぶすため収穫は 1 回に限られ、収穫時選果は不可能である。 
20 通常販売（未選別個別での仲買人への販売）の場合の価格が不明確であるため２級品価格と同等と仮定された。 
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－ニンニクについて良質な原材料生産を実現するための栽培技

術の確立が優先課題とされており、アウトプット３に関する活

動は実施されていない。 

 

（４）アウトプット４：モデル集落の水土保全が促進される。 

水土保全の活動として、これまでにモデル・テラス工が設置されたほか、土壌流亡防止・

窒素固定及び輪作による土壌肥沃度改善を目的とした被覆作物の普及、植林及び植林用苗

の生産が実施されている。また、土壌侵食防止のための生垣（ベチバー）の利用と土壌改

善のためのミミズ堆肥生産の活動が試験的に進められている。主要な活動である被覆作物

栽培及び植林への参加農家数は表３－11 に示すとおりである。 

 

表３－11 被覆作物の栽培及び植林の参加農家数 

郡・町 

被覆栽培参加農家数 植林参加農家数 合計 

第一作期 

（2012～2013

年） 

第二作期 

（2013～2014

年） 

第一期 第二期 第一期 第二期

ナモラ町（カハマルカ

郡） 
29 162 2 10 31 172 

サン・ミゲル郡 16 16 18 10 34 26 

サン・パブロ郡 12 6 24 10 36 16 

イチョカン町（サン・

マルコス郡） 
8 7 24 10 32 17 

カハバンバ郡 31 15 16 10 47 25 

合計 96 206 78 50 174 256 

 

モデル・テラス工の設置では、極小規模なテラスあるいは排水網のモデルがサン・ミゲ

ル郡、ナモラ町、カハバンバ郡、及びカハマルカ郡（プロジェクト運営中央チームが直接

管理するモデル）の合計 4 カ所に設置され、苗畑、農地または果樹園として使用されてい

る。 

被覆作物の普及活動では、主にエンバクとカラスノエンドウの組み合わせを用いており
21、資材はプロジェクト側が提供し、参加農家はこの見返りとして農家は一部の収穫物（種

子）または現金を納める方法22で実施している。第一作期（2012～2013 年）には各郡・町

合計で 96 農家（7.67ha）が参加し、第二作期（2013～2014 年）には換金作物にもなるチョ

チョ豆（ルピナス）を導入したナモラ町の参加農家が大幅に増えたことから、206 農家

                                                        
21 この組み合わせは、①被覆による斜面保護、②窒素固定（マメ科）、③緑肥利用による土壌改善の効果がある。加えて、①

家畜飼料として利用可能、②多量の水を必要としない、③自家採種が可能、④INIA バーニョス・デ・インカ研究所が取り
組んでいる研究テーマである、などの長所がある。第二作期からは、ナモラ町がチョチョ豆生産のプロジェクトを実施して
きたことから、ナモラ町限定でチョチョ豆（ルピナス）が加えられた。 

22 第一作期では農家は収穫物（種子）の 20％を返納する計画であったが、作物の生育が思わしくない、採種せず牧草としてす
べて使用してしまったなどの理由から回収ができなかった。第二作期からは他の作物同様に肥料など実際に使用した投入資
材の 25％の代金を参加農民負担としている。 



－16－ 

（20.71ha）が参加する予定となっている。活動に伴い、被覆作物用のエンバクとカラスノ

エンドウの優良種子の生産を INIA スジュスコチャ支所で実施したが、エンドウ豆と同様

に多雨時の排水不良や雑草被害に見舞われ、目標生産量 2,000kg に対し 781kg（39％）の

種子の確保にとどまった。 

植林については、AGRO RURAL カハマルカ支所より材木樹種の苗（松、ユーカリ、イ

トスギ）が無償提供されたことから、当初計画よりも 1 年早い 2013 年 1 月（植林第一期）

から開始され、全郡・町で 78 農家が参加し、約 10ha に合計 10,616 本の苗木が植えられた
23。2014 年 1 月からの植林第二期では、50 農家が参加し、約 11ha に 10,135 本24が植えら

れる予定で、現在苗を配布している。第二期では水土保全に関する農家の興味を引き出す

ため、材木樹種より短期で育ち果樹販売による収入が長期にわたって得られる果樹が導入

された。苗木生産については、これまでに INIA バーニョス・デ・インカ研究所内に 2 カ

所、各郡・町の 1 カ所の合計 8 カ所に苗畑が設置され、また、将来における良質苗の供給

源として 5 カ所の母樹園が設置された。第三期用の苗からは農家が参加して生産が行われ

ており、ほぼ順調に進んでいる。 

上記の活動が進められている一方で、被覆作物利用の継続や輪作の実践、植林後の苗の

管理不足25、集落レベルで長期の植林計画を可能にするための共有地の不足、共同作業へ

の積極性の不足など、活動の持続性が課題となっている。農家の植林に対する積極性を高

めるために、今後は集落内小学校を対象に「植林キャンペーン（環境教育）」を行い、長

期的に環境保全意識を高めることも検討されている。アウトプット４の指標に基づく達成

状況は表３－12 のとおりである。 

 

表３－12 アウトプット４の指標の達成状況 

指標 達成状況 

4-1. モデル集落の小

規模農家のうち、

50％が土壌保全対

策を適用する｡ 

第一作期（または植林第一期）に被覆作物の栽培または植林に

係る活動に参加した農家は延べ 174 名で、6 郡・町の農民組織・

グループの全メンバー（463 名）の 38％に当たる（純参加者数

は若干減少）。第二作期はチョチョ豆の被覆作物を導入したナモ

ラ町の参加農家（農民組織のメンバー以外も含む）が増えたこ

とから 256 名を予定しているが、全体的には水土保全活動への

参加農家はまだ限られている。 

4-2. 各モデル集落に

おいて植林計画が

策定され、計画に

沿った植林活動が

実施される。 

現時点では、プロジェクト運営チームが植林期ごとに計画を策

定し、苗の配布や植林及び管理の指導を実施している。今後は

持続性にかんがみ、誰がどのように計画・実施していくのかが

課題となっている。 

                                                        
23 内訳は松 6,026、ユーカリ 2,800、桑 1,290、イトスギ 500。 
24 内訳はベレンヘナ（トマトの木）1,560、アボガド 1,030、リンゴ 763、桑 715、サクランボ 158、グラナディージャなどのロー

カル果樹 509、松 2,560、ハンノキ 1,150、イトスギ 500、ユーカリ 1,190。 
25 特に果樹は材木樹種よりも綿密な管理が求められるが、農家の管理が不十分で雑草に覆われ枯死する苗もみられるなど、課

題が生じている。 
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（５）アウトプット５：啓発対象地域の啓発対象者において、モデル集落での取り組みへの理

解が深化する。 

啓発対象地域に向けた活動は 2015 年から開始される予定であることから、アウトプット

５については達成状況の確認は時期尚早であった。 

 

表３－13 アウトプット 5 の指標の達成状況 

指標 達成状況 

5-1. すべての啓発対象地

域において、策定された

啓発計画が達成される。 

活動未実施 

5-2. 啓発活動対象者のう

ち 50％がモデルに高い

関心を示す。 

活動未実施 

 

３－２ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標である「対象地域において小規模農家の生計向上に向けたモデルが構築され

る。」に表されているモデルについては、アウトプット１から４の活動とその成果から得られた学

びを整理・分析し、啓発対象地域で活用可能なパッケージとして取りまとめられる予定である。 

 

表３－14 プロジェクト目標の指標の達成状況 

指標 達成状況 

1. 小規模農家の生計向

上に向けた方法論、技

術論を取りまとめた文

書が作成される。 

現時点まではモデル構築に向けたさまざまな活動がいくつかの方

法、技術を試行錯誤しながら行われてきた。今後も同様の活動を継

続しながら、2014 年、2015 年にそれらの結果を取りまとめた文章

が作成される予定である。 

 

３－３ 実施プロセスにおける特記事項 

（１）プロジェクト活動の実施 

各プロジェクト活動はプロジェクトの活動計画（PO）に従って実施されてきた。プロジェ

クト開始後に活動内容が明確化されたことで、開始当初の活動計画表（Ver. 0）の改訂が行わ

れたが、改訂版（Ver.1）の正式な承認は行われていない。計画と比較して実施時期が前後し

ているものが多いが、計画していた活動はおおむね実施されてきた。一方、「３－１－３ ア

ウトプットの実績」で述べたように、ニンニクに関する栽培技術の確立と導入、受益農家で

の種子生産、生産チェーン整備に係る活動に遅れが生じている。 

 

（２）プロジェクトの運営・実施体制 

本プロジェクトはペルー側実施機関が 10 機関と多く、1 つの中央チームと 6 つの郡・町の

ローカル・チームにより活動が実施されている。各機関間の調整に必要な労力は大きいもの

の、各関係者の尽力により活動はおおむね円滑に進められている。現在までに 4 回の合同調
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整委員会（JCC）が開催され、活動報告や計画、意思決定が行われている。 

プロジェクト運営中央チーム、及び郡・町のプロジェクト運営ローカル・チームがそれぞ

れ表３－15 のとおりの役割を担っている。各チームでは毎週金曜日に各週会議が開催され、

活動進捗・課題・対策、次週の活動内容や車両や資材、圃場管理要員スケジュールの確認な

どが行われている。また、毎月最終金曜日には中央チームとローカル・チームのリーダーが

参加し、月例会議が開催されている。月例会議では、活動進捗・課題・対策、翌月の活動が

確認されている。 

ローカル・チームは郡/町政府、州政府、AGRO RURAL、JICA の契約現地要員から成り、

農民組織との調整、農家への技術指導を行っている。主に郡・町政府の職員を中心に、チー

ム全体で活動計画の策定や活動の調整、進捗管理を行っている。異なる機関に所属する職員

から成るため、当初は必ずしもスムーズに運営されたわけではなかったが、徐々に改善し、

現時点では協力してチームとして活動に取り組んでいることが確認された。 

 

  表３－15 プロジェクト運営中央チーム、及び郡・町プロジェクト運営チームの役割 

チーム／事務所 主な役割 

プロジェクト運営中央

チーム 

（主に INIA 及び JICA 専

門家・契約現地要員） 

－プロジェクト全体調整 

－各郡・町事務所メンバー向け組織能力強化・技術普及研修の

開催 

－マニュアル等技術書類及びプロモーション書類の作成・配布

－種子生産及び試験研究圃場の管理 

－プロジェクト全体報告書の作成 

－各郡・町事務所現場作業に対する支援の実施及び活動モニタ

リング 

プロジェクト運営ロー

カル・チーム 

（各郡・町事務所付きの

AGRO RURAL、州政府、

各郡・町メンバー） 

－プロジェクト農民組織との調整 

－プロジェクト農民組織との各活動の実施・管理 

－プロジェクト農民組織向け組織能力強化・技術普及ワーク

ショップの開催 

－各活動のモニタリング 

 

（３）技術移転の方法 

農家への技術指導に必要な知識・技術について、C/P（各チームのメンバー）への技術指導

は主に活動を通じた実地研修の方法で実施されており、特に強化が必要な技術項目について

は研修・セミナーが開催されている。 

農家への技術移転については、当初展示圃場を設置し参加農家による共同管理と集団技術

研修を試みたが、適切な管理が行われなかったこと、また、1 カ所の展示圃場での集団研修

がその後の農家の技術実践に結び付かなかったことから、現在は当初の展示圃場は廃止され

ている。第二作期からは参加農家の圃場での個別巡回指導が行われている。巡回指導は 1 作

期につき 1 作物について各農家に 4～5 回行っており、モニタリング・シートを用いて各農家

の栽培状況が管理されている。紫トウモロコシやエンドウ豆の栽培への参加を希望する農家

は増加しているが、ローカル・チームが個別巡回指導できる農家数は限られているため、プ



－19－ 

ロジェクトは参加農家数を制限している状態にあり、今後、適切な技術移転方法を検討する

必要があると判断される。 

 

（４）関係者の参加・貢献 

各 C/P 職員はプロジェクト活動に積極的に従事している。しかし、一部プロジェクト活動

の実施が求められる時に所属機関の別の業務に従事しているケースがあり、改善が求められ

たが、徐々に改善されている。一方、実施機関の上位職の交代が生じた際には、プロジェク

トへの認識が不十分となることもあった。なお、2014 年 10 月に地方総選挙が実施されるこ

とから、選挙活動及び選挙結果が C/P 配置に影響を及ぼすことが懸念されている。 

プロジェクト活動に参加している農家は農民組織メンバーの一部であったが、第一作期の

紫トウモロコシ及びエンドウ豆の良好な結果を受けて第二作期は参加農家が増加しており、

参加意欲は高まりつつある。しかし、水土保全の活動など全活動に参加している農家は限ら

れている。 

 

（５）PDM の改訂 

表３－16 に示すとおり、PDM の改訂は 2 回行われ、JCC で合意を得ている。一度目の改

訂ではベースライン調査の結果に基づき指標の目標値が設定され、二度目の改訂では上位目

標及びプロジェクト目標の指標の変更が行われた。 

 

表３－16 PDM の改訂 

PDM の版 改訂日 主な改訂事項 

Ver. 0 ⇒ Ver.1 2012 年 6 月 5 日

（第３回 JCC） 

－協力期間（開始日と終了予定日）のアップデイト 

－実施機関について、サン・マルコス郡をイチョカン

町へ変更 

－各指標の目標値の設定 

Ver.1 ⇒ Ver. 2 2013 年 6 月 10 日

（第４回 JCC） 

－上位目標の指標「貧困率の改善」をより直接的な「所

得向上」に変更 

－プロジェクト目標の指標を「モデルの方法論の取り

まとめ」に変更 
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第４章 評価結果 
 

４－１ ５項目評価 

４－１－１ 妥当性 

（１）対象地域のニーズとの整合性 

カハマルカ州は貧困率が高く、貧困層の多くが小規模な農業に従事している。これらの

農家の生計向上のためには、少ない作付面積で高い収益が上げられる作物の導入など新し

い営農体系の構築が求められている。このような対象地域のニーズは中間レビューの時点

でも変化はなく、換金作物の生産性向上や付加価値化を通じて小規模農家の生計向上を支

援する本プロジェクトの目標と引き続き整合しているといえる。 

 

（２）政策との整合性 

ペルー政府は国内の貧困対策を重要な課題ととらえ、「2021 年計画」においても貧富の

差の縮小を優先課題のひとつとして挙げている。また、農業セクターの国家計画である

「2012-2016 年 農業セクター戦略計画（PESEM）」では、農業開発の 4 つの柱及び戦略目

標の中に、農村地域のサービスへのアクセスの改善及び機会の創出や持続的農業を挙げて

いる。また、カハマルカ州政府の「2021 年カハマルカ州総合開発計画（PDRC）」では、生

産チェーンの構築や貧困層の多い農村地域の経済開発を開発目標のひとつに掲げている。

よって、本プロジェクトと各政策との整合性は引き続き高いといえる。 

日本側の支援政策においては、現行の「対ペルー共和国国別援助方針（2012 年 12 月）」

の中で格差是正を支援重点分野のひとつとして挙げており、本プロジェクトの整合性は高

い。 

 

（３）手段としての適切性 

本プロジェクトは、①農民組織の形成・強化、②生産性の高い換金作物の栽培技術の導

入、③農産物の付加価値化と生産チェーンの整備、④水土保全の 4 つのコンポーネントに

より農家の持続的な生計向上のモデル構築に取り組んでいる。それぞれのコンポーネント

は持続的な小規模農家の生計向上を可能にするために必要であり、各関係機関は小規模農

家への支援として適切であると評価していることが確認された。 

 

（４）政府・ドナーによる関連事業との連携・デマケ 

地域農産物生産性向上プログラム（AGRO RURAL）は、本プロジェクトの対象地域を含

む各地で水土保全のプログラムを実施している。プロジェクトの初年度には AGRO 

RURAL から植林用の苗が提供されるなど、協力して活動を実施している。 

日本の有償資金協力｢山岳地域小中規模灌漑整備事業｣については開始準備の最終段階に

あり、プロジェクト期間中には、特に啓発対象地域へのモデルの取り組みの紹介（アウト

プット５）において連携が期待できる。 
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４－１－２ 有効性 

（１）プロジェクト目標の達成見込み 

［３－２ プロジェクト目標の達成見込み］で述べたとおり、アウトプット１から４の

活動を通して得られた成果や学びが、小規模農家の生計向上に向けた方法や技術のモデル

として取りまとめられる予定である。よって、１から４の各アウトプットの達成度を高め

ることが、モデルの有効性を高めることになる。また、モデルとしてどのような方法や技

術をどのような形で取りまとめるか、具体化が必要とされる。 

 

（２）プロジェクト目標とアウトプットの因果関係 

１から４の各アウトプットから得られる方法論や技術論をより充実させることにより、

モデルの内容をより効果的かつ実用的にすることができる。プロジェクト期間の後半で

は、モデルとしての適用性や実用性も念頭に、各アウトプットの達成に向けた対策が求め

られる。 

アウトプット５については、プロジェクト終了後に啓発対象地域でモデルが普及される

ための準備として、対象地域を選定し、モデル集落での取り組みについて紹介し理解を得

ることが期待されている。そのための具体的な方法についても、今後検討が必要とされて

いる。 

PDM のプロジェクト目標の達成に向けた外部条件として、対象作物の価格が極端に下落

しないことが挙げられている。価格の極端な下落が生じると、各アウトプットの達成に向

けて講じられたさまざまな方策が功を奏さないことになるが、現時点までは特にそのよう

な現象は生じていない。 

 

４－１－３ 効率性  

（１）アウトプットの産出状況 

各アウトプットの産出状況及び主な課題は表４－１に示すとおりである。アウトプット

２の紫トウモロコシとエンドウ豆の生産性・質の向上については達成が期待できる結果が

出ている。その他のアウトプットについては、達成に向けて具体的な方策を再検討する必

要がある。 

 

表４－１ 各アプトプットの産出状況及び主な課題 

アウトプット 産出状況 主な課題 

１．農民組織の体

制整備・強化 

各郡・町で農民組織は形成された

が、組織が独自で活動を計画し実行

するまでには至っていない。 

農民組織の強化策の検討・実

施 

２．対象作物の生

産性・質の向上 

紫トウモロコシ、エンドウ豆におい

て既に平均では生産性が向上し、質

の向上も見込まれる。ニンニクは栽

培技術・適正種の調査段階にある。

種子生産、紫トウモロコシ及

びエンドウ豆は栽培技術の定

着、ニンニクは適正な栽培技

術・品種の特定 
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３．農産物生産

チェーンの整備 

紫トウモロコシは製粉のトライア

ルを実施したが収益性に課題があ

り、まだ事業化のめどは立っていな

い。エンドウ豆は選果・共同出荷に

よる収益増が見込まれるため、事業

性の分析が継続される予定。ニンニ

クは該当する活動は未実施である。

付加価値化の事業及び生産

チェーンの具体化、対象農家

への適用 

４．水土保全の促

進 

水土保全の各種活動は実施されて

いるが、参加農家の数はまだ限られ

ている。 

農家の意識向上、土壌保全対

策を適用する農家の増加、モ

デル集落での計画的な植林の

実施 

５．啓発対象地域

での理解の深化 

2015 年から開始予定。 実施方法の具体化 

 

上述のようなアウトプットの産出状況に貢献している要因として、以下が確認された。 

・ 紫トウモロコシは INIA601 が標高 2,400～2,900m の高地での栽培に適しており、収

量・品質ともに高い品種であることから、適切な品種が導入できたことにより農家

の関心も高まっている。 

 

一方、アウトプットの産出における課題として、以下が確認された。 

・ 一部の村落では集落間の軋轢や過去の組織化の失敗の経験などにより、組織強化が

難しい状況にある。 

・ 第一作期は展示圃場を利用した栽培技術の指導が行われたが、展示圃場は農家が共

同で管理する計画だったものの、適切な管理が行われなかった。 

・ 種子生産は主に INIA の圃場で実施されているが、適切な生産環境や労働力が確保

されておらず、目標生産量が達成できていない。 

・ 栽培技術の適用において農家間で差が大きく、指導したとおりに栽培しない農家も

散見されている。伝統的な農法で栽培してきた農家が投入も労力も必要とする新し

い技術を受け入れて実践するようになるには時間がかかる。一方で適切な圃場管理

を行った農家の第一作期の良好な結果を目の当たりにしたことにより、多くの農家

が新しい栽培方法を信頼するようになってきたことも報告されている。 

・ モデル集落の農家の圃場は灌漑が整備されていないところも多い。第一作期にはそ

のような圃場も対象としたため、生産性の向上に結び付かないケースがあった。 

・ エンドウ豆やニンニクにおいて、病害虫の被害が生じたが、適切な対策の導入に

至っていない。 

・ 雨不足、雨期の入りの遅れ、ひょう、強風、大雨などの天候による作物への被害が

一部生じている。 

・ これまで水土保全に関する活動は過去に他のプロジェクト・プログラムにおいても

行われてきたが、農家の意識を高める結果には至っておらず、本プロジェクトでも

意識向上の対策が課題となっている。 
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（２）活動とアウトプット産出の因果関係 

上述のようなアウトプットの産出状況は、現在までの活動状況に直接関係している。［３

－３ 実施プロセスにおける特記事項］の（１）で述べたように、プロジェクト活動はお

おむね計画どおりに実施されているが、アウトプット２のニンニクの栽培技術向上及び種

子生産、アウトプット３の生産チェーン整備に係る作業は当初計画と比較すると遅れが生

じている。アウトプット１については、1 年目にモデル集落の選定・農民組織の形成の活

動が行われ、その後プロジェクト形成に係る能力強化などの活動が行われたが、現在はア

ウトプット２の紫トウモロコシとエンドウ豆に関する活動が重点的に行われており、組織

強化に向けた個別の活動は特に行われていない。アウトプット４については、農家の関心

が得られるよう工夫しながら各活動が実施されているが、チョチョ豆の被覆栽培の活動を

実施しているナモラ町以外では、まだ参加農家の数は少ない。 

PDM のアウトプット達成に向けた外部条件として、モデル集落で異常気象や予期せぬ病

虫害の発生などが生じないことが挙げられている。既述のとおり一部天候や病害虫の被害

が生じており、可能な範囲での対策が求められている。 

 

（３）投入のタイミング・質・量 

各種投入はおおむね計画どおりに行われ、各活動に利用されているが、ペルー側の投入

の課題として、AGRO RURAL の C/P 職員の配置不足が生じた。AGRO RURAL からは 5 名

の常勤 C/P が配置される予定であったが、5 名それぞれが週 1 日程度のプロジェクト参加

にとどまり、それにより 5 台供与した二輪車が十分に活用されない状況が生じた。常勤要

員の確保に向けた予算配置の努力がなされたものの、予算不足により継続した人員確保が

実現しなかった。AGRO RURAL は 2014 年度予算にプロジェクト常勤 C/P 5 名の雇用経費

を計上しており、近日中に配置が実現することが期待されている。 

また、18 台供与された自動二輪車については、購入後すぐに各実施機関への受け渡しが

行われたが、二輪車を使用するはずの C/P 職員の配置不足から、十分に活用されない状況

が生じた。 

 

４－１－４ インパクト  

（１）上位目標の達成見込み 

本プロジェクトでは「１．対象地域の小規模農家の生計が向上する。」及び、「２．啓発

対象地域においてモデルが活用される。」の 2 つが上位目標として掲げられている。中間

レビューの時点での達成予測は時期尚早ではあるが、前者に関しては、第一作期に紫トウ

モロコシ及びエンドウ豆の生産が良好であった農家は既に収入が増えたことが確認され

ており、今後アウトプット３の付加価値化や販路の安定が達成できれば、対象農家の生計

向上が期待できる。なお、PDM の指標の「１．直接受益農家の農業所得がプロジェクト開

始時に比較し 30％上回る。」の指標入手手段については、プロジェクト終了後 3 年程度の

時期に入手できる情報に修正する必要がある。後者については、モデル自体の内容や啓発

対象地域へのモデルの普及方法は今後具体化される予定である。 

上位目標達成のための外部条件として、①C/P 機関がモデルの成果を活用し農業促進支

援を継続して実施すること、②対象地域及び啓蒙対象地域において異常気象や予期せぬ病
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虫害などが発生しないこと、③有償資金協力｢山岳地域小中規模灌漑整備事業｣が実施され

ること、の 3 点が挙げられている。①については、各関係機関がどのような体制で活動を

継続していくか、今後具体化する必要がある。②については、モデル集落でも一部で異常

気象や病害虫による被害は生じており、対策を検討する必要がある。また、③については、

現在は同事業の開始準備の最終段階にある。 

 

（２）波及効果 

本プロジェクトの波及効果として、以下の点が挙げられている。 

・プロジェクトで支援している農地の面積は限られているが、農家が独自で栽培面積

を広げたり、別の種類のトウモロコシやエンドウ豆についてもプロジェクトで導入

した栽培方法を活用しているケースがまだ少数ではあるが確認されている。 

・対象村落の周辺地域に紫トウモロコシの栽培を希望する農家が出てきている。特に

今まで一般に知られていなかった INIA601 への関心が徐々に高まっている。 

・プロジェクト以前は、INIA、AGRO RURAL、州政府、郡・町政府が活動を共に実

施する機会は限られていたが、本プロジェクトの活動により同じ目的をもって活動

に取り組むことで、それぞれの専門性や経験を生かした活動ができ、受益者にとっ

ては良いサービスにつながるとの意見が聞かれた。 

・紫トウモロコシの対象地域の農家では、今まで家庭で炭酸飲料を多く飲んでいた代

わりにチチャモラーダ（紫トウモロコシを煮出した伝統的飲料）を飲むようになり、

健康面も意識するようになったとの声が聞かれた。 

 

４－１－５ 持続性  

（１）政策・制度面 

［４－１－１ 妥当性］でも述べたとおり、本プロジェクトの活動はペルー政府の上位

政策と整合している。また、各郡・町の政策とも整合していることが確認されており、小

規模農家の生計向上に向けた支援は今後も継続されることが期待できる。一方、本プロ

ジェクトのモデルの活用・普及においては、モデルは組織強化、栽培技術向上、生産チェー

ンの構築、水土保全のコンポーネントから成るパッケージであり、どの機関がどのような

役割を担うことでペルーの現行の制度上効果的な活動展開が可能になるか、検討が必要と

なっている。 

 

（２）組織・財政面 

INIA は作物の調査研究を行う機関であり、本プロジェクトでも INIA601 の導入や栽培方

法など、技術面で貢献している。同時に、プロジェクト運営中央チームで本プロジェクト

の運営管理に携わり、実施機関の中心的な役割を果たしている。 

AGRO RURAL は既述のとおり人員配置の問題が生じている。予算が確立した特定のプ

ログラムに対して人員が配置される体制であるため、現行のプロジェクト活動における

ローカル・チームの一員としての役割だけではなく、プロジェクト終了後の啓発対象地域

への普及にかんがみた実施体制が検討される必要がある。また AGRO RURAL は有償資金

協力｢山岳地域小中規模灌漑整備事業｣の実施機関であり、同事業との連携における役割も
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重要となる。 

カハマルカ州政府については、現在ローカル・チームの一員として週 2 日程度参加して

いる農業局の職員は、州内の農業技術普及に携わる正規職員である。州政府は活動経費の

面でも貢献している。将来的な州内でのモデル普及においては、ローカル・チームの農業

局職員がプロジェクトの経験者として他の郡でも貢献することが期待される。一方、現時

点までは、州政府のプロジェクトの運営管理面での参加は部分的であり、将来的に州内で

のモデル普及に向けて州政府が担う役割について具体化が必要とされる。近い将来では、

2014 年 10 月に地方政府の選挙があることから、プロジェクト活動の継続に影響が生じな

いよう、対策が求められる。 

各郡・町政府については、ローカル・チームの職員はほぼ全員が本プロジェクトのため

の臨時雇用である。郡・町政府の正規職員は非常に限られており、プロジェクト実施の際

には職員の臨時雇用や外部発注で実施するのが一般的である。しかし、臨時雇用の人材の

ほとんどは政府や民間企業、NGO などの農業分野活動に再度雇用される可能性が高い。一

方、受益者の最も近くに位置する郡・町政府がプロジェクト実施時に果たす役割は大きい。

そして、州政府同様、地方選挙による活動継続へのリスクは避けられない。このような条

件下で、郡・町内のモデル地域での活動継続や対象外の地域でのモデル普及活動をどのよ

うに展開していくか、検討が必要である。なお、ナモラ町政府は本プロジェクトを含む町

政府関連全プロジェクトの全要員を 2014 年 3 月末に解雇する予定である。これは、「選挙

活動に関連した動き」とのことであり、地方選挙に向けて他の実施機関も同様の事態が発

生する可能性がある。 

 

（３）技術面 

C/P 職員の技術面については、必要な技術・知識を実地訓練や研修により強化している

が、C/P からは活動を実施するにあたり、特に組織強化の能力、生産チェーン構築に関す

る知識、病害虫の防除など植物衛生の知識が不足しているとの意見があった。今後の活動

を通してそれらの能力の向上が図られることが期待される。 

農家の技術面については、既述のとおり新しい栽培技術の受け入れは農家間で差が生じ

ているが、第一作期はまだ新しい技術を信頼しない農家がいるのも当然であり、既に第一

作期の良好な結果を受けて第二作期は改善している農家も増えているとのことである。プ

ロジェクトが導入している技術は第一作期に効果が確認されているが、伝統的な農法より

労力や初期投資が必要であることから、それらを補えない農家は導入が難しいのは事実で

ある。対象農家にはプロジェクトが初期投資を支援しているが、普及の段階では小規模農

家の資金へのアクセスが課題となり得るため、対策が必要となる。 

啓発対象地域での将来的な活動においては、換金作物として有力な対象作物の選定や、

選定された作物の生産性や質の向上に向けた栽培技術の確立や導入、生産チェーンの構築

を実施することが期待されている。モデルについて理解したうえで他の作物に応用し、各

活動の実施に必要な技術・知識が関係機関から得られるような実施体制について、各地の

状況に応じて検討される必要がある。 
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４－２ 結 論 

本プロジェクトは、対象地域のニーズやペルー側日本側の政策との整合性が引き続き高く、ま

た小規模農家の生計向上に貢献する手段としても適切であると判断されていることから、妥当性

は引き続き高いことが確認された。 

有効性については、１から４の各アウトプットの達成度を高めることにより、本プロジェクト

が目標としている「小規模農家の生計向上に向けたモデル」の内容が具体化され、有効性の高い

モデルとしてまとめられることが期待される。 

効率性については、投入や活動に見合ったアウトプットの産出状況が確認されており、重点的

に活動を展開してきた紫トウモロコシやエンドウ豆の生産性・質の向上が達成されつつあること

が確認された。その他のアウトプットについては、今後達成に向けて必要な活動を再検討し、整

理したうえで活動を展開していくことが期待される。 

インパクトに関しては、上位目標の達成見込みについては、上述のとおり紫トウモロコシやエ

ンドウ豆による収益性の向上が確認されつつあることから、今後アウトプット３の生産チェーン

の構築の活動により対象農家の生計向上が期待できる。啓発対象地域でのモデルの活用について

は、プロジェクト期間後半にモデル自体の具体化とともに、普及の方法が具体化される予定であ

る。なお、紫トウモロコシ栽培技術の導入やローカル・チームにおける異なる機関による協働に

関して、正の波及効果が確認された。 

持続性については、政策面での継続的な支援は期待できるが、本プロジェクトの活動の継続や

モデルの普及のためには各関係機関の組織体制にかんがみ、今後各機関が担うべき役割を再確認

する必要性が確認された。技術面においては、今後のプロジェクト期間を通して C/P の更なる技

術強化や、啓発対象地域での普及において必要となる技術にかんがみた実施体制の検討が必要で

ある。 

上記の５項目評価結果から、今後各アウトプットの達成に向けた対策を再検討し、それらの活

動を円滑に進めることでプロジェクト目標の達成は可能であると判断されるが、その前提として

提言に示す検討や改善が求められる。また、同様に提言に示した持続性に関する対策を検討する

ことで、将来的な上位目標の達成を確たるものにしていくことが期待される。 

 

４－３ PDM の見直しについて 

今回の見直しは、プロジェクト・デザインの根本的直しは行わず、目標及び成果については変

更しなかった。変更・修正箇所は、次のとおり。 

①“対象地域”の見直し 

カハマルカ郡の対象地域として実際の活動地域であるナモラ町、マタラ町を明記した。 

②“対象地域”等の行政組織名称の見直し 

在ペルー日本大使館が作成した名称表に準拠し、“市”を“町”に見直した。これに伴い

PDM のすべての“市”を“町”に見直した。 

③“カウンターパート機関”の見直し 

これまでの合同調整委員会で正式にカウンターパート機関として認められたマタラ町、ナ

モラ町政府を明記した。 

④“上位目標”指標入手手段の見直し 

上位目標の達成度はプロジェクト完了から 3 年後の状態で評価する。このため、プロジェ
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クト完了時のエンドライン調査では評価ができないため、指標入手手段を“フォローアップ

調査”に見直した。 

⑤“アウトプット”など成果名の見直し 

成果５の“啓蒙”を、実際の作業を表現するうえでより適切な“啓発”に見直した。これ

に伴い PDM のすべての“啓蒙”を“啓発”に見直した。 

⑥“外部条件”の一部削除 

活動・投入の外部条件“農産物加工場にかかる用地取得や建設が実施される”は MD で確

認されたカウンターパート機関による活動そのもののため削除した。 

⑦“前提条件”の削除 

前提条件“対象地域及び啓蒙対象地域における経済社会状況、特に治安が安定している”

を削除した。 

 

なお、JCC の協議において、PDM Ver. 2 の新しいバージョンとして Ver. 3 に改定した。 
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第５章 提 言 
 

（１）協力終了後のペルー側による自立発展を念頭に置いた活動の実施 

本プロジェクトの終了後は、上位目標の達成に向けたペルー側の自助努力による他地域へ

の協力成果の普及が望まれる。よってプロジェクト後半部においてはその普及体制の整備や

普及技術・方法も視野に入れた活動に心掛ける必要がある。具体的には、①プロジェクト活

動に対する日本側からのインプットを徐々に削減し、ペルー側を中心とする活動実施体制を

構築すること、②ペルー側関係組織間の活動に係る役割と責任分担をより明確にすること、

③農家が受け入れやすい技術と普及方法について更なる検討を行うこと、などが必要である。

なお、農家に受け入れられやすい技術と方法についての留意点は下記のとおりである。 

・農民組織強化： 持続的な小規模農家の生計向上のためには農民組織の強化が必要とな

るので、それに向けた農家の意識改革を伴う各種活動を今後更に促進していくことが求

められる。また、各集落の社会・経済環境に応じた強化案の検討も必要とされる。 

・栽培技術： 現在プロジェクトで推進している栽培技術を適用するためには、平均的な

小規模農家の資金力を超えるインプットが必要となるので、今後は農家が投資可能な営

農資金を勘案した適切な技術開発などにも取り組むことが求められる。 

・農産物生産チェーン： 農産物の価値（高い質、アントシアニンの含有量など）を適切

に評価するマーケットの開発がまずは重要である。そのためには、農産物の販売だけで

はなく、販売形態やマーケットの多角化、市場のニーズに合わせた選果・加工などを通

した付加価値化をめざす必要がある。 

・水土保全： 水土保全促進の前提は、農家がその重要性を認識することにあるので、ま

ずは彼らが理解しやすい教材を作成するなどその啓発方法を検討する必要がある。また、

水土保全工法の更なる普及に向けては農家が適用しやすい手法の開発やきめ細かい指導

を今後行っていくことが求められる。 

 

（２）自立発展検討委員会の設立 

協力終了後のペルー側によるプロジェクト成果の普及に向け、実施機関の代表者から成る

「自立発展検討委員会」を設立し、普及計画の策定を行うことを提言する。委員会では以下

の項目について検討することが求められる。 

・将来の事業化に向けた投資前調査 

・プロジェクトが推奨する栽培技術適用の際に必要な初期投資確保のための小規模農家へ

の営農資金貸付制度 

・技術普及体制 

・優良種子の生産供給体制 

・農産物生産チェーン強化に係る支援 

・カハマルカ州政府農業計画（クリスネハス及びヘケテペケ経済回廊）における紫トウモ

ロコシ及びエンドウ豆生産チェーンの優先化 

・その他 

 

なお、委員会には以下のメンバーの参加が望ましい。 
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自立発展検討委員会のメンバー（仮） 

委員長 MINAGRI 農業インフラ開発副大臣 

メンバー MINAGRI の企画予算室（OPP）の代表者 

メンバー INIA の長官 

メンバー AGRO RURAL の長官 

メンバー カハマルカ州政府の代表者 

オブザーバー JICA の代表者 

オブザーバー カハマルカ州の農民組織の代表者 

 

＜追加説明＞ 

プロジェクト終了まで約 2 年 4 カ月となった中間レビュー時点からペルー側関係組織間

で協力終了後の自立発展に向けた各種検討を行うことが、将来的な協力成果の普及のため

には不可欠という観点からこの内容を提言のひとつとした。上表のメンバー案はあくまで

も合同調査団による提案であり、具体的な組織形態やメンバーはペルー側関係組織で協議

し決定していくこととなる。3 月 26 日に行った農業灌漑省（MINAGRI）副大臣への中間

レビュー結果の報告時〔国立農業研究所（INIA）所長、地域農産物生産性向上プログラム

（AGRO RURAL）長官なども同席〕にこの提言の趣旨を調査団の方から説明し、設立に向

けた基本的な了承は得られた。その場で、INIA をこの委員会の事務局とすることも決定し

た。なお、この自立発展検討委員会の設立及び同会による懸案事項についての協議は、あ

くまでもペルー側関係組織による自主活動でありプロジェクト活動として取り組むもの

ではない。 

 

（３）技術スタッフの適切な配置と活動予算の確保 

プロジェクト運営ローカル・チームの技術スタッフが適切に配置されない、必要な活動予

算が確保されないという問題が一部のペルー側関係組織にみられたが、今後のプロジェクト

活動の円滑化に向けてはそれらの問題の改善に努めることが望まれる。 

 

（４）農産物生産チェーンの更なる強化 

農産物の生産と販売だけでは、市場価格変動の影響を回避できず農家の安定的な収入向上

には結び付きにくい。その問題に対処するため、本プロジェクトでは農民組織で運営可能な

農産物生産チェーン（生産⇒選果・加工⇒共同出荷）の強化に取り組むこととした。しかし

ながら、原材料の不足や技術的な課題などもあり、その活動は遅れている。農産物生産チェー

ンの更なる強化のためには、州政府の市場開発専門スタッフを中心とした数人の専従チーム

の立ち上げによる、マーケットの多角化と買い手の特定、及びその買い手と農家のマッチン

グを行うことを提言する。 

なお、付加価値化において、もし農産物の選果・加工施設の整備が必要であれば、プロジェ

クト発足時当初の約束に従い建屋は各郡政府（カハマルカ州政府からの支援を含む）の資金

により建設し、施設建設後の必要な加工機材の導入は JICA の予算で実施するものとする。

なお、運営・操作維持管理についての技術指導の時間を確保できるよう、施設整備を行う場

合は少なくとも協力終了 1 年前までには終わらせる必要がある。 
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＜追加説明＞ 

ペルー側評価メンバーのカハマルカ州政府経済開発部長より、同政府市場開発専門ス

タッフの本プロジェクト参画についての申し入れがあった。その申し入れに基づき、その

スタッフを中心とした数人の専従チームの立ち上げによる、マーケット開拓などについて

の提言を行った次第である。 

 

（５）水土保全活動の更なる推進 

協力対象地域の水土資源の劣化は著しく、このままでは営農自体が今後困難となることが

懸念される。水土保全（土壌保全、植林等による流域保全）は持続的農業の基礎である。現

状では水土保全活動は行われているが、農家の関心や活動の進展度合いは低い。「水土保全な

くして将来はない」という強い認識をプロジェクト関係者間で共有し、この活動の加速化を

図る必要がある。 

 

（６）各技術コンポーネントのパッケージとしての普及 

現状では、プロジェクトの各コンポーネントが必ずしも総合パッケージとして普及されて

いるとはいえず、その改善が必要とされる。小規模農家の持続的な生計向上を達成するため

には、水土保全、栽培技術、生産チェーン技術などの各コンポーネントをパッケージとして

対象農家の状況に応じて普及することが望まれる。 

＜追加説明＞ 

本プロジェクトの対象であるアンデス高地農村部の小規模農家は、土壌侵食や流域荒廃

などにより生産性が低下している限られた農地（平均 1.2ha）で営農を行っている。それら

農家の生計向上を持続的なかたちで達成するためは、水土保全（土壌保全、植林等による

流域保護）をベースにした農業生産性の向上と農産物の付加価値化が必要となる。また、

その付加価値化などのためには、市場におけるスケールメリットをめざした農民組織活動

も不可欠となる。このように 4 つの活動コンポーネントがパッケージとして普及されるこ

とが当該農家の生計向上においては重要である。 

 

（７）プロジェクト目標に示される「モデル」の内容について 

プロジェクト目標に示されるモデルに係る指標は、小規模農家の生計向上に必要とされる

「技術論」と「方法論」の文書化である。具体的には、プロジェクトの成果と教訓を基にそ

れらの文章化を行う。技術論の対象は農民組織強化、水土保全、作物栽培、選果・加工に係

るもので、方法論ではそれらの技術を効果的かつ効率的に普及できる手法について言及する

こととなる。それらの内容をガイドラインあるいはマニュアルに取りまとめることとなるが、

その策定にあたっては小規模農家の受容能力及び関係組織の所管業務の範囲などについても

十分勘案し、妥当性に富むものとする必要がある。なお、それらのガイドラインやマニュア

ルの他地域への適用に際しては、各地の自然・社会・経済条件などに留意する必要がある。 

＜追加説明＞ 

プロジェクト関係組織、関係者の共通理解を目的に「モデル」の文書化の内容について

言及したものである。なお、その文書化の前提として、小規模農家の生計向上に係る現場

におけるビジュアルな「モデルの存在」があるのはいうまでもない。 
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（８）優良種子の生産・供給体制の強化 

将来的なプロジェクト成果の普及のためには、優良種子の生産・供給システムの強化が必

要となる。よって、INIA の種子生産キャパシティを拡大するとともに、INIA に登録される

種子生産農家や業者を育成していくことが望まれる。 

 

（９）州政府及び郡・町政府の支援の継続 

州政府や郡・町政府は、政権交代が生じた場合にも、プロジェクト活動の継続に向けた措

置を講じること。 

＜追加説明＞ 

ペルーでは今年（2014 年）10 月に地方選挙が行われる。その選挙の結果、C/P 組織であ

るカハマルカ州政府や郡・町政府で政権交代が生じてもプロジェクト活動に支障を来さな

いような措置を講じるよう、関係組織に対して要請したものである。 

 

（10）国家農業検疫庁（SENASA）の積極的な参加 

プロジェクト活動において発生している植物衛生の問題を解決するために、SENASA の積

極的な参加を要請すること。 
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第６章 団長所感 
 

本プロジェクトはカハマルカ州内 5 郡の小規模農家の生計向上を上位目標のひとつとして 2011

年 7 月に開始された。当該地域の農家は、土壌浸食で肥沃度が低下している限られた面積（平均

1.2ha）で生産性が低い傾斜地農業を営んでいる。そのような状況のため農家の年間農業粗収入は

平均で約 1,900 ソル（約 680 米ドル）と低く、収入不足は出稼ぎなどで補われている（年間総所

得は約 4,000 ソル）。 

以上のような現状下、上位目標の達成に向け、プロジェクトでは農民組織強化、換金作物であ

る紫トウモロコシ、エンドウ豆、ニンニクの生産性向上（優良種子供給、栽培技術改善による）、

農産物生産チェーンの構築（生産⇒選果／加工⇒共同出荷）、並びに水土保全から成る体系的な活

動を展開してきている。なお、C/P 組織である INIA、AGRO RURAL、カハマルカ州政府及び 5

郡政府などから常勤 17 名、非常勤 26 名の C/P が配置されている。 

 

活動を通して既に具体的なインパクトも発現しており、第一作期（2012～2013 年）おける紫ト

ウモロコシの平均単収は約 4.4 t/ha と当初の予想を上回る成績となった。当該地域では紫トウモ

ロコシはほとんど栽培されていなかったため比較する適切な基準値がないが、INIA バーニョス・

デ・インカでの想定値では適切インプットがある場合は 3 t/ha、無肥料、無管理の場合は 1.5 t/ha

で、一般的なトウモロコシの平均単収は 1.0 t/ha 以下となっている。なおエンドウ豆の第一作期

の平均単収は約 3.05 t/ha と従来の単収 1.6 t/ha と比較すると約 2 倍弱の増加となった。 

これらの高単収による収入向上で農家の関心が一挙に高まり、現在行っている第二作期（2013

～2014 年）の参加農家数は紫トウモロコシの場合で約 3.5 倍（76 人⇒265 人）、エンドウ豆の場

合で約 1.4 倍（81 人⇒115 人）とかなりの増加をみせている。なお、ニンニクは、栽培希望農家

が非常に少ないことや病害発生の問題などにより農家への普及は行わず、基礎的な試験研究だけ

を継続することとなった。 

 

今回の調査で、対象地域の「粗放的農業」がプロジェクトの指導で適切な肥培管理を伴う「集

約的農業」へと少しずつ変わってきている状況が確認された。また、集約的農業の実践で農産物

の質も向上し、より高い単価での販売が可能になったという効果も生まれている。なお、プロジェ

クトで導入している紫トウモロコシ（INIA が開発した品種 INIA601）は糖尿病、大腸ガン及び肥

満などに対する抑制効果があるといわれるアントシニアンの含有量が高く、その点の優位性を生

かしたマーケット開拓なども今後期待される。 

 

プロジェクトで推進している「集約的農業」の課題はその初期投資にある。紫トウモロコシの

場合、0.25ha の栽培に必要な投資は約 800 ソルであり、年間平均農業粗収入が約 1,900 ペソの農

家にとってはかなりの負担となる。初期投資の問題さえクリアできれば第二作期以降の営農資金

は初回収益からの調達で基本的には賄うことが可能となる。よって将来的な集約的農業の更なる

普及に向けては、ペルー側組織による営農資金貸付制度などの検討が望まれる。また小規模農家

の経済的体力に対応した低インプット栽培技術ついての検討も必要だと思われる。 

 

農産物生産チェーン構築面では、農民組織によるエンドウ豆の選果／共同出荷のトライアルや
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紫トウモロコシの試験的加工（製粉）などがこれまで実施されてきた。今後はそれらの経験と成

果を基に、現地に適する生産チェーン構築に取り組む計画となっている。当該地域における農産

物市場価格の変動は大きく、生産と販売だけでは農家の安定的な収入向上には結び付きにくい。

よって今後の課題のひとつは、農産物の価値（高い質、アントシアニンの含有量など）を適切に

評価する市場開発にあるといえる。 

 

水土保全は持続的農業への前提条件であるが農家の関心は低く、現状ではその点が技術普及の

支障のひとつとなっている。当該地域の土壌浸食と流域荒廃はかなり深刻で、このまま劣化が進

行すれば、将来的には営農自体が困難となることが懸念される。できるだけ早期の対策が望まれ

るので、農家への啓発活動も行いつつ水土保全活動を大きく前進させるように努めていく必要が

ある。 

 

なお、各協力対象郡に既に農民組織は設立されているが、本格的な活動の実施はこれからとなっ

ている。個々の小規模農家の力は弱く独自による営農改善には自ずと限界があるので、農業資機

材共同購入や農産物共同販売などスケールメリットを生かせる農民組織活動に向けたプロジェク

トからの指導・助言が求められる。 

 

本プロジェクトの残期間は約 2 年 4 カ月である。よって今後は協力終了後の「ペルー側による

自立発展」も視野に入れた活動の展開を必要とする。この観点から評価レポートで、プロジェク

ト成果の普及に向けた実施機関の代表者から成る「自立発展検討委員会」の設置を提言した。こ

の検討委員会で、活動成果の他地域への普及に必要な措置などが検討されることが望まれる。ま

た自立発展に向けて、今後は日本側のインプットを段階的に削減し、ペルー側が中心となる活動

実施体制を築いていくことも肝要である。 

 

上記のように農業生産性向上については具体的なインパクトが既に発現しているが、他の活動

については今後本格的な取り組みが行われる。その点を勘案すると、日本人専門家ができるだけ

長期間現場に張り付き、C/P や農家への継続的な指導・助言を行える体制を敷くことがプロジェ

クトの成功に向け必要だと判断される。 

 

アンデス高地農村部の貧困問題は古くて新しい課題である。これまでも当該地域で多くの援助

がさまざまな組織により行われてはきたが、その大半はいわゆる“ばらまき型”であり、小規模

農家の貧困緩和に結び付いたとは言い難い。そのような状況下、営農改善に主眼を置いた小規模

農家の生計向上への取り組みは、本プロジェクトが初めてといっても過言ではない。初めての取

り組みであるがゆえに課題は尽きないが、その成果は普及可能な“小規模農家生計向上へのモデ

ル”となる可能性が高い。 
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１．調査日程

コンサルタント プロジェクト専門家

③評価分析 ④業務副主任/農産物加工/流通

1 3月9日 日
成田発（DL296）→アトランタ着
アトランタ発（DL151）→リマ着

機中泊

JICAペルー事務所打合せ

合同評価員との打合せ

リマ発（LA2294）→カハマルカ着

7 3月15日 土 資料整理 ③と同じ（翻訳） カハマルカ

8 3月16日 日 資料整理 ③と同じ（翻訳）
①、②リマ

③～⑤カハマルカ

③④と同じ（通訳、翻訳）

14 3月22日 土 ①～③と同じ（通訳、翻訳） カハマルカ

15 3月23日 日 ①～③と同じ（通訳、翻訳） カハマルカ

16 3月24日 月 ①～④と同じ（通訳、翻訳） カハマルカ

19 3月27日 木 機中泊

20 3月28日 金
　
→成田着（DL295）

サン・ミゲル郡現場集落視察

プロジェクトチーム（サン・パブロ郡）へのインタビュー

③及び④と同じ（通訳、翻訳）

INIAバーニョス・デル・インカへのインタビュー
AGRO RURALカハマルカ支所へのインタビュー

カハマルカ郡・マタラ町・カハマルカ州政府へのインタビュー

プロジェクトチーム（本部）との打合せ
①～④と同じ（通訳）

①～④と同じ（通訳）

合同評価委員との打合せ

ナモラ町政府へのインタビュー

ナモラ町現場集落視察

マタラ町現場集落視察

カハバンバ郡政府へのインタビュー

INIAパンパ・グランデ（種子生産圃場）視察

JICAペルー事務所報告

大使館報告

合同評価チームによる中間レビュー報告書内容協議
①～④と同じ（通訳、翻訳）

合同評価チームによる中間レビュー報告書内容協議
中間レビューレポート署名

　
合同調整委員会（中間レビュー結果の関係者への説明、ミニッツ署名）

成田発（DL296）→アトランタ着
アトランタ発（DL151）→リマ着

リマ発（DL150）→アトランタ着
アトランタ発（DL295）

10

3月19日

3月18日 火

2 3月10日 月

6

3 3月11日 火

3月13日

3月14日 金

4 3月12日 水

5 木

月

17

18 3月26日 水

3月25日 火

農業灌漑省報告

木

水

12 3月20日

13 3月21日 金

11 カハマルカ

カハマルカ

カハマルカ

リマ（④以外）

リマ（④以外）

カハマルカ

JICAペルー事務所打合せ

INIA本部への表敬・協議

AGRO RURAL本部への表敬・協議

リマ発（LA2294Z）→カハマルカ着

プロジェクトチーム（カハバンバ郡）へのインタビュー

カハバンバ郡現場集落視察

INIAパンパ・グランデ（種子生産圃場）視察

③及び④と同じ（通訳、翻訳）

①～④と同じ（通訳、翻訳）

イチョカン町政府へのインタビュー

プロジェクトチーム（イチョカン町）へのインタビュー

イチョカン町現場集落視察

①～④と同じ（通訳）

資料整理（合同評価チームによる中間レビュー報告書内容協議）

資料整理

カハマルカ発→リマ着（LA2295）

サン・ミゲル郡政府へのインタビュー

サン・パブロ郡政府へのインタビュー
資料整理（翻訳）

INIA・AGRO RURAL技術チーム、プロジェクトチームとの打合せ

③と同じ（通訳）

③及び④と同じ（通訳、翻訳）

③及び④と同じ（通訳、翻訳）

プロジェクトチーム（サン・ミゲル郡）へのインタビュー

日時 宿泊地

資料整理 ③と同じ（翻訳）

カハマルカ

カハマルカ

カハバンバ

カハマルカ

カハマルカ

①、②リマ
③～⑤カハマルカ

プロジェクトチーム（本部）との打合せ

プロジェクトチーム（ナモラ町・マタラ町）へのインタビュー

ナモラ町・マタラ町現場集落視察

9 3月17日

⑤通訳①総括 ②協力企画
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２．主要面談者リスト

氏　名 役　職

農業省灌漑省(MINAGRI)
Luis R. Zavaleta Remy 副大臣

Ing. William Jesus Cuba Arana 計画・予算局長

Guillermo Rebosio Arana 副大臣アドバイザー

Jorge Tello 副大臣アドバイザー
馬場　範雪 農業灌漑省JICA専門家

国立農業研究所(INIA)本部
Dr. Juan Arturo Florez Martinez 長官
Sra. Yoranda Morales 計画部研究員
Sra. Mary Rioja 計画部研究員
国立農業研究所(INIA)バーニョス・デル・インカ試験場
Dr. Amarante Nicolas Florian Alcantara 試験場長
Ing. Alicia Elithabez Medina Hoyos 研究員
Ing. Carlos Garcia 研究員
Ing. Tulio Velásquez Camacho 研究員
Ing. Alipio Briones Vásquez 研究員
Ing. Silvia Vigo Salazar 研究員
Ing. William Carrasco Chilón 研究員
Ing. Fernando Escobal Valencia 研究員
Ing. Humberto León Malón 研究員
Ing. Juan Chaupe Cabrera 研究員
Ing. Toribio Tejada Campos 研究員

国立農業研究所(INIA)パンパ・グランデ種子生産圃場
Sr. Juan Sanchez アシスタント技術者
Sr. Jorge Percy Orbegoso 作業員
Sr. Alberto Tello Zelada 作業員

地域農業生産性向上プログラム(AGRORURAL)本部
Ing. Luis Delfin Saez Guillen 投資管理・国際技術協力課長
Econ. María Elena Rojas Junes 計画課長

地域農業生産性向上プログラム(AGRORURAL)カハマルカ支所
Ing. Luis Mario Ramos Mamani 支所長

Ing. Carlos Aurazo Diaz 技術者

Ing. Evel Paredes Gonzales カハバンバ、サンマルコス郡地域長

Dr. Humberto Ramírez 技術者（サン・パブロ郡）

Ing. Edmundo Vasquez 技術者（イチョカン町）

Ing. Rogelio Calderon アシスタント技術者（カハバンバ郡）

Sr. Leoncio Sánchez Canchari アシスタント技術者（サン・ミゲル郡）

Ing. Hugo Briones 技術者（ナモラ町）

Ing.. Guilmer Ramirez Palomino サンパブロ郡地域長

カハマルカ州政府
Sr. Cesar Aliaga 副知事
Sr. Walter Esquivel 経済開発部長
Ing. Pedro Dias Mantilla 機関間調整員
カハマルカ州農業部(DARC)
Ing. Carlos Rodolfo Quiroz 技術者（ナモラ町）
Ing. Marino del Campo 技術者（マタラ町）

Ing. Antonio Roncal 技術者（サン・ミゲル郡）

Ing. Nelson Litto Quispe 技術者（サン・パブロ郡）

Ing. Julio Melendez Vargas 技術者（イチョカン町）

Sr. Juan Monzon アシスタント技術者（カハバンバ郡）

Ing. Gilmer Ramon Villar Velasquez カハバンバ郡支局長

Sr. Miner Alarcon Julca サン・ミゲル郡支局長

Sr. Juisel Cortez 技術者（カハバンバ郡）

カハマルカ郡政府
Ing. Víctor Gonzalo Llerena Sánchez 経済開発部長
Ing. Roger Balarezo 技術者（マタラ町）
サン・ミゲル郡政府およびプロジェクト参加農家
Sr. Guillermo Espinoza 郡長
Sr. Angel Quiros 郡議員
Sr. Cesar Dias Guerrero 経済開発副部長
Ing. Jose Manuel Roque Cojal 技術者
Sr. Angel Marino Perez アシスタント技術者（サン・ミゲル郡）
Sr. Joselito Espinoza Vasquez プロジェクト参加農民組織（APA)代表
Sr. Elmo Malca プロジェクト参加農家
Sr. Bartolomé　Mendoza プロジェクト参加農家
Sra. María Gliceria プロジェクト参加農家
Sra. Rosa Quiroz プロジェクト参加農家
Sra. Elsa Chingay プロジェクト参加農家
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Sra. Susana Guzmán プロジェクト参加農家
Sr. Bartolomé Garro プロジェクト参加農家
サン・パブロ郡政府およびプロジェクト参加農家
Ing. Juan Morales 経済開発部長
Ing. Alex Marcos Ventura Teran 技術者（サン・パブロ郡）
Sr. Robinson Rojas アシスタント技術者（サン・パブロ郡）
カハバンバ郡政府およびプロジェクト参加農家
Sra. Ayde Rebaza 郡議員
Eco. Julio Javier Rodriguez Ibañez 経済開発部長
Sr. Luis Alberto Becerro Diaz 農業センター担当
Sr. Jose Luis Villanueva Lopez アシスタント技術者
Sr. Angel Jaime Bartolo Rodriquez プロジェクト参加農民組織（APAMAC) 代表
Sr. Roberto Casana Santos プロジェクト参加農民組織（APACSUR) 代表
Sra. Francisca Salvador プロジェクト参加農家（APAMAC)
Sra. Sixta Iparraguirre プロジェクト参加農家（APAMAC)
Sr. Clemente Toribio プロジェクト参加農家（APAMAC)
Sr. Isidro Briceño プロジェクト参加農家（APAMAC)
Sr. Elmer Polo Luis プロジェクト参加農家（APAMAC)
Sr. Luis Francisco Fernandez Fabian プロジェクト参加農家（APAMAC)
Sr. Carmen Jimenez Juarez プロジェクト参加農家（APAMAC)
Sr. Carmen Jimenez Juarez プロジェクト参加農家（APACSUR)
ナモラ町政府およびプロジェクト参加農家
Sr. José Santos Roncal Briones 副町長
Sr. Juan Rafael Leon ナモラ町政府自然資源部長
Ing. Wilson Tello 技術者（ナモラ町）
Ing. Ever Diaz Gutierrez 技術者（ナモラ町）
Sr. Elver Idrigo Solano アシスタント技術者（ナモラ町）
Sr. Edilberto Roncal プロジェクト参加農民組織代表
マタラ町政府およびプロジェクト参加農家
Sr. Elmer Enrique Muñoz Pablo 町長
Sr. Alvaro Alegria Agùero 町政府助役
Sra. Alicia Gallardo Bueno 町議員
Sr. Martin Muñoz アシスタント技術者（マタラ町）
Sr. Modesto Felismer Marin Arias アシスタント技術者（マタラ町）
イチョカン町政府およびプロジェクト参加農家
Bach. Fèlix W. Castañeda Izquierdo 町長
Ing. Wilder Mesias Quiroz Tirado 技術者
Sra.Carlota Pinedo プロジェクト参加農家
Sr. Manuel Rodríguez プロジェクト参加農家
Sr.José Isidro Acosta プロジェクト参加農家
Sr.Simón Lezama プロジェクト参加農家
Sr.Juan Domingo Acosta Tirado プロジェクト参加農家
Sr.José Sousa Soto プロジェクト参加農家
Sr. Francisco Araujo Tamayo プロジェクト参加農家
Sr.Pacífico Honorio Sánchez プロジェクト参加農家
Sr.Eufemiano Ramos Mendoza プロジェクト参加農家
Sr.José Manuel Abanto Izquierdo プロジェクト参加農家
在ペルー日本大使館
高木　昌弘 参事官
鳩野　弘毅 二等書記官
JICAペルー事務所
阪倉　章冶 所長
近藤　貴之 次長
金川　誠 所員
Yolanda Campos 所員
JICAプロジェクトチーム
吉野　倫典 JICA専門家（業務主任/農産物加工/流通1）
丸山　英樹 JICA専門家（農業技術普及2/農民組織2/啓蒙補助）
田所　朋子 JICA専門家（組織支援・ビジネス計画/農地保全2）
Yanett Suarez Motarvo 技術者（ナモラ町支援担当／商業化担当）

Fidel Sanchez 技術者（サン・パブロ郡支援担当／栽培技術普及・
研究担当）

Miguel Varderrama 技術者（ナモラ町支援担当／栽培技術研究・種子生
産担当）

Mirtha Orozco 技術者（カハバンバ郡支援担当／水土保全担当）
Juan Santos 技術者（マタラ町支援担当／商業化担当）
Cesar Taira 専門家（イチョカン町支援担当）
Crescencio Parades アシスタント技術者（カハバンバ郡）
Fredy Ronal Chávez Quispe アシスタント技術者（ナモラ町）
Oscar Roberto Ruiz Chacon アシスタント技術者（パンパ・グランデ支所）
Pascual Mostacero アシスタント技術者（サン・ミゲル郡）
Moisés Saucedo アシスタント技術者（マタラ町）
Percy Cueva アシスタント技術者（サン・パブロ郡）
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３．ミニッツ（西文・仮和訳）
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協議議事録 

（仮和訳） 
「カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト」中間レビュー調査に係る 

独立行政法人国際協力機構及びペルー共和国政府実施機関間での協議 

 

 

独立行政法人国際協力機構（以下、JICA）はペルー共和国カハマルカ州規模農家生計向上プロジェク

ト（以下、プロジェクト）に係る中間レビューを行うために、永代成日出を団長とした中間レビュー調

査団（以下、調査団）をペルー共和国（以下、ペルー）に 2014 年 3 月 9 日から 3 月 28 日まで派遣した。 

中間レビューは、調査団とペルー関係機関により任命されたメンバーで構成された合同調査チームに

より、現場調査やプロジェクト関係組織や関係者への聞き取りなどを通じて実施された。 

調査の結果は、評価報告書に取りまとめられ、2014 年 3 月 25 日にカハマルカ市で開催された合同調整

委員会において発表された。 

合同調整委員会において合意された事項は付属文書に示すとおりである。 

 

 

カハマルカ, 2014 年 3 月 25 日 

 

 

 

 

 

 

                                        

日本国国際協力機構 ペルー共和国 

中間レビュー調査団団長 国立農業研究所長官 

永代 成日出 Dr. Juan Arturo Florez Martínez 

 

 

 

                                         

ペルー共和国 ペルー共和国 

地域農産物生産性向上プログラム長官 カハマルカ州知事 

Eco. César Sotomayor Calderón  Prof. Gregorio Santos Guerrero 
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ペルー共和国 ペルー共和国 

カハバンバ郡 郡長 カハマルカ郡 郡長 

Prof. Wilson Elmer Pesantes Alayo Crl(r). Ramiro A. Bardales Vigo 

 

 

 

                       _______________________________ 

ペルー共和国 ペルー共和国 

カハマルカ郡ナモラ町 町長 サン・マルコス郡イチョカン町 町長 

Sr. Segundo Carlos Quiroz Romero Bach. Félix W. Castañeda Izquierdo 

 

 

 

                                 

ペルー共和国 ペルー共和国  

サン・パブロ郡 郡長 サン・ミゲル郡 郡長 

Ing. Manuel Jesús Castrejón Terán  Ing. Gillermo Espinoza Rodas 

 

 

 

                     

ペルー共和国  

カハマルカ郡マタラ町 町長 

Sr. Elmer Enrique Muñoz Pablo   
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2014 年 3 月 25 日 

付属文書 

1. 合同調整委員会は、プロジェクトより提案されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

のバージョン 3（別紙Ⅰ）を承認した。 

2. 合同調整委員会は、合同中間レビューチームにより発表された中間レビュー報告書（別紙Ⅱ）を承

認し、同報告書に盛り込まれた提言を満足させるべく必要な対応を取ることに合意した。提言の内

容は以下のとおりである。 

 

提言 

 

1. 協力終了後のペルー側による自立発展を念頭に置いた活動の実施 

本プロジェクトの終了後は、上位目標の達成に向けたペルー側の自助努力による他地域への協力成果の

普及が望まれる。よってプロジェクト後半部においてはその普及体制の整備や普及技術・方法にも視座に置いた

活動に心掛ける必要がある。具体的には、①プロジェクト活動に対する日本側からのインプットを徐々に削減し、

ペルー側を中心とする活動実施体制を構築すること、②ペルー側関係組織間の活動に係る役割と責任分担をよ

り明確にすること、③農家が受け入れやすい技術と普及方法について更なる検討を行うこと、などが必要である。

なお、農家に受け入れられやすい技術と方法についての留意点は下記のとおりである。 

 農民組織強化：持続的な小規模農家の生計向上のためには農民組織の強化が必要となるので、それ

に向けた農家の意識改革を伴う各種活動を今後更に促進していくことが求められる。また、各集落の社

会・経済環境に応じた強化案の検討も必要とされる。 

 栽培技術：現在プロジェクトで推進している栽培技術を適用するためには、平均的な小規模農家の資

金力を超えるインプットが必要となるので、今後は農家が投資可能な営農資金を勘案した適切な技術

開発などにも取り組むことが求められる。 

 農産物生産チェーン：農産物の価値（高い質、アントシアニンの含有量等）を適切に評価するマーケット

の開発がまずは重要である。そのためには、農産物の販売だけではなく、販売形態やマーケットの多角

化、市場のニーズに合わせた選果・加工等を通した付加価値化をめざす必要がある。 

 水土保全：水土保全促進の前提は、農家がその重要性を認識することにあるので、まずは彼らが理解

しやすい教材を作成するなどその啓発方法を検討する必要がある。また、水土保全工法の更なる普及

に向けては農家が適用しやすい手法の開発やきめ細かい指導を今後行っていくことが求められる。 

 

2. 自立発展検討委員会の設立 

協力終了後のペルー側によるプロジェクト成果の普及に向け、実施機関の代表者から成る「自立発展検討

委員会」を設立し、普及計画の策定を行うことを提言する。委員会では以下の項目について検討することが求め

られる。 

 将来の事業化に向けた投資前調査 
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 プロジェクトが推奨する栽培技術適用の際に必要な初期投資確保のための小規模農家への営農資金

貸付制度 

 技術普及体制 

 優良種子の生産供給体制 

 農産物生産チェーン強化に関わる支援 

 カハマルカ州政府農業計画（クリスネハス及びヘケテペケ経済回廊）における紫トウモロコシ及びエンド

ウ豆生産チェーンの優先化 

 その他 

なお、委員会には以下のメンバーの参加が望ましい。 

 

表 18：自立発展検討委員会のメンバー（仮） 

委員長 MINAGRI 農業インフラ開発副大臣 

メンバー MINAGRI の企画予算室（OPP）の代表者 

メンバー INIA の長官 

メンバー AGRO RURAL の長官 

メンバー カハマルカ州政府の代表者 

オブザーバー JICA の代表者 

オブザーバー カハマルカ州の農民組織の代表者 

 

3. 技術スタッフの適切な配置と活動予算の確保 

プロジェクト運営ローカル・チームの技術スタッフが適切に配置されない、必要な活動予算が確保されないと

いう問題が一部のペルー側関係組織にみられたが、今後のプロジェクト活動の円滑化に向けてはそれらの問題

の改善に努めることが望まれる。 

 

4. 農産物生産チェーンの更なる強化 

農産物の生産と販売だけでは、市場価格変動の影響を回避できず農家の安定的な収入向上には結び付き

にくい。その問題に対処するため、本プロジェクトでは農民組織で運営可能な農産物生産チェーン（生産⇒選

果・加工⇒共同出荷）の強化に取り組むこととした。しかしながら、原材料の不足や技術的な課題等もありその活

動は遅れている。農産物生産チェーンの更なる強化のためには、州政府の市場開発専門スタッフを中心とした数

人の専従チームの立ち上げによる、マーケットの多角化と買い手の特定、及びその買い手と農家のマッチングを

行うことを提言する。 

なお、付加価値化において、もし農産物選果・加工施設の整備が必要であれば、プロジェクト発足時当初の

約束に従い建屋は各郡政府（カハマルカ州政府からの支援を含む）の資金により建設し、施設建設後の必要な

加工機材の導入は JICA の予算で実施するものとする。なお運営・操作維持管理についての技術指導の時間を

確保できるよう、施設整備を行う場合は少なくとも協力終了 1 年前までには終わらせる必要がある。 

 

5. 水土保全活動の更なる推進 

協力対象地域の水土資源の劣化は著しく、このままでは営農自体が今後困難となることが懸念される。水土
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保全（土壌保全、植林等による流域保全）は持続的農業の基礎である。現状では水土保全活動は行われている

が、農家の関心や活動の進展度合いは低い。「水土保全なくして将来はない」という強い認識をプロジェクト関係

者間で共有し、この活動の加速化を図る必要がある。 

 

6. 各技術コンポーネントのパッケージとしての普及 

現状では、プロジェクトの各コンポーネントが必ずしも総合パッケージとして普及されているとはいえず、その

改善が必要とされる。小規模農家の持続的な生計向上を達成するためには、水土保全、栽培技術、生産チェー

ン技術などの各コンポーネントをパッケージとして対象農家の状況に応じて普及することが望まれる。 

 

7. プロジェクト目標に示される「モデル」の内容について 

プロジェクト目標に示されるモデルに係る指標は、小規模農家の生計向上に必要とされる「技術論」と「方法

論」の文書化である。具体的には、プロジェクトの成果と教訓を基にそれらの文章化を行う。技術論の対象は農民

組織強化、水土保全、作物栽培、選果・加工に係るもので、方法論ではそれらの技術を効果的かつ効率的に普

及できる手法について言及することとなる。それらの内容をガイドラインあるいはマニュアルに取りまとめることとな

るが、その策定は小規模農家の受容能力及び関係組織の所管業務の範囲などについても十分勘案しながら妥

当性に富むものとする必要がある。なおそれらのガイドラインやマニュアルの他地域への適用に際しては、各地の

自然・社会・経済条件などに留意する必要がある。 

 

8. 優良種子の生産・供給体制の強化 

将来的なプロジェクト成果の普及のためには、優良種子の生産・供給システムの強化が必要となる。よって、

INIA の種子生産キャパシティーを拡大するとともに、INIA に登録される種子生産農家や業者を形成していくこと

が望まれる。 

 

9. 州政府及び郡・町政府の支援の継続 

州政府や郡・町政府は、政権交代が生じた場合にも現行の各機関の法規に従い、体制面及び資金面にお

いてプロジェクト活動の継続に向けた措置を講じること。 

 

10. 国家農業検疫庁（SENASA）の積極的な参加 

プロジェクト活動において発生している植物衛生の問題を解決するために、SENASA の積極的な参加を要

請すること。 

 

別添Ⅰ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）Version 3 

別添Ⅱ 中間レビュー報告書 
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第１章 中間レビュー調査の概要 

１－１ 中間レビュー調査の目的 

「カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト」（以下、プロジェクト）は2011年7月に開始された

5 年間の技術協力プロジェクトである。今般プロジェクト開始後 2 年半が経過し、プロジェクト期間の

中間時点を迎えたことから、国際協力機構（JICA）の中間レビュー調査団が派遣され、ペルー側実

施機関及び関係機関との合同による中間レビューが実施された。本中間レビューは、プロジェクト

の進捗状況や実施プロセスを確認し、達成度の検証を行い、さらに評価 5 項目による分析の結果

から、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について検討し、合同評価報告書に取りま

とめ、ペルー側・日本側の関係者間で合意することを目的として実施された。 

 

１－２中間レビュー合同評価団メンバー 

(1) 日本側評価メンバー 

担当業務 氏名 所属 

団長 永代 成日出 JICA 国際協力専門員 

協力企画 安達 巧 JICA 農村開発部畑作地帯課企画役 

評価分析 大橋 由紀 合同会社 適材適所 

 

(2) ペルー側評価メンバー 

担当業務 氏名 所属 

評価委員代表 Ing. Mary Antonia RIOJA NUÑEZ 国立農業研究所(INIA）計画室職員 

評価委員 Ing. Julio ZEA CACERES 農業灌漑省（MINAGRI）プロジェクト・ア

ナリスト 

評価委員 Eco. Yovana MORALES OLIVERA 国立農業研究所（INIA)計画室専門家 

評価委員 Ing. Eugenia REINA ZEGARRA 地 域 農 産 物 生 産 性 向 上 プ ロ グ ラ ム

（AGRO RURAL）事業部プロジェクト専門

家 

評価委員 Ing. Walter ESQUIVEL MARIÑOS カハマルカ州政府経済開発部長 

評価委員 Sra. Eugenia BELAUNDE 

VILLALON 

ペルー国際協力庁（APCI）日本担当 

オブザーバー Ing. Antonieta NOLI 

HINOSTROZA 

地 域 農 産 物 生 産 性 向 上 プ ロ グ ラ ム

（AGRO RURAL）シエラノルテプロジェク

ト主任コーディネーター 

 
１－３ 調査日程 

本調査は 2014 年 3 月 10 日から 3 月 26 日までの期間で行われた。調査スケジュールの詳細は

添付資料 1：調査日程を参照のこと。 
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１－４ 中間レビューの方法 

本中間レビューは JICA の事業評価ガイドラインに従い、プロジェクト・サイクル・マネジメント

（PCM）手法によって実施された。基準として用いたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は

2013 年 6 月 10 日に改訂された PDM 第二版（添付資料 2：PDM を参照）である。中間レビューのプ

ロセスは以下に示すとおりである。 

 

1) 関係者による評価のデザインの確認・合意 

2) 必要なデータ・情報の収集 

3) プロジェクトの進捗状況及び実施プロセスの確認 

4) 評価 5 項目による分析 

5) 分析結果から得られた課題や今後の方向性について検討 

6) 合同中間レビュー報告書の取りまとめ、及びペルー・日本の双方で合意 

 

必要なデータや情報の収集は以下の方法で実施した。 
 

調査方法 情報源 

資料レビュー  詳細計画策定調査報告書、実施合意文書（R/D）、事業進捗報告書、ベー

スライン調査報告書、その他プロジェクト作成資料 

 その他関連資料・文書 

質問票調査  ペルー側実施機関（INIA、AGRO RURAL、カハマルカ州政府、カハバン

バ郡、カハマルカ郡、サン・ミゲル郡、サン・パブロ郡、イチョカン町、ナモラ

町、マタラ町） 

聴取調査  上記ペルー側実施機関及びカウンターパート職員 

 日本人専門家  

 カハバンバ郡、カハマルカ郡、サン・ミゲル郡、サン・パブロ郡、イチョカン

町、ナモラ町、マタラ町の対象農家代表者 

 その他関係者 

踏査調査  カハバンバ郡、カハマルカ郡、サン・ミゲル郡、サン・パブロ郡、イチョカン

町、ナモラ町、マタラ町のプロジェクトサイト 

 INIA バニョス・デル・インカ、パンパ・グランデ、スジュスコチャ 

 
収集した情報は「評価 5 項目」により分析された。評価 5 項目とは 1991 年に経済協力開発

機構開発援助委員会（OECD-DAC）で提唱された開発援助の評価基準であり、以下の 5 つの項

目から成る。 

 

5 項目 概要 

妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針と

の整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発援助が期

待される結果を達成ために最もコストのかからない資源を使っていることを示す

経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するため、通常、他の
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アプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標に

もたらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開

発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

出所： 新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月） 

 

第２章 プロジェクトの概要 

２－１ プロジェクトの背景 

ペルー国のマクロ経済は安定的に成長している。反面、GINI 係数は 48.11と高く、貧富の格差

が依然大きい。貧困対策は国家の重要課題であり、プロジェクト形成時、2006～2011 年のガルシ

ア政権は全国平均 50％を超える貧困率を、2011 年までに 30％以下に削減することを目標として

いた。ペルーの国土は、沿岸部(コスタ)、山岳部(シエラ)及び内陸森林地帯(セルバ)に大別され、

この中で、シエラの貧困率は 67.6％と最も高く、同地域における貧困対策は喫緊の課題である。こ

のような中、2006 年に“山岳地域の農林畜産業等の振興を通じた貧困削減及び地域経済の活性

化”をめざすことを目的に発令された｢山岳地域輸出振興法｣など、課題克服に向けた各種施策が

実施されている。 

プロジェクト対象地域のカハマルカ州はシエラに位置し、貧困率は 64.5％2に達する。人口の大

半は農業に従事し、粗放な天水農法によって伝統的作物(トウモロコシ、ジャガイモ等)を、自家消

費及び近隣市場への販売向けに栽培しているが、農業収入はほとんど得られていない。農家当た

りの平均耕作面積は 0.5～3.0ha と小規模なため、農業収入の向上には、少ない作付面積で高い

収益が上げられる作物の導入など新しい営農体系の構築が求められている。 

こうした背景から、カハマルカ州内の小規模農家を対象に、“収益性の高い換金作物を中心とし

た営農体系の構築による農家収入の向上”、ひいては“地域の貧困削減”を図るために、技術協力

プロジェクト「カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト」の実施が要請された。本案件は換金

作物の農業生産性向上や農産物生産チェーンの構築を通じて小規模農家の生計向上を支援す

るモデルを確立することにより、これまでに実施された有償資金協力「山岳地域・貧困緩和環境保

全事業（I）、（II）及び（III）」や、今後実施される予定である「山岳地域小中規模灌漑整備事業」の

開発効果の増大をめざすという目的も有する。 

JICA は、プロジェクトの必要性や要請の妥当性を確認するため、2010 年 10 月に詳細計画策

定調査を実施した。この結果、プロジェクトの枠組みについて合意し、2011 年 3 月 10 日にペ

ルー農業省（現、農業灌漑省）国立農業研究所(INIA)及び地域農産物生産性向上プログラム

(AGRO RURAL)と R/D に署名した。本プロジェクトは 2011 年 7 月に開始され 2016 年 6 月まで

合計 5 年間にわたり実施されている。 

 

 

                                                      
1 2010 年 世界銀行 http://datos.bancomundial.org/indicador/SI.POV.GINI 
2 2007 年 INEI http://desa.inei.gob.pe/Censos2007/Pobreza/ 
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２－２ プロジェクトの要約 

本プロジェクトの概要は以下のとおりである。 

 

協力期間 2011 年 7 月 31 日～2016 年 7 月 30 日（5 年間） 

実施機関 INIA、AGRO RURAL、カハマルカ州政府、カハバンバ郡、カハマルカ郡、サ

ン・ミゲル郡、サン・パブロ郡、イチョカン町（サン・マルコス郡）、ナモラ町（カハ

マルカ郡）、マタラ町（カハマルカ郡） 

対象地域 カハマルカ州のカハバンバ郡、カハマルカ郡、サン・ミゲル郡、サン・パブロ郡、

イチョカン町（サン・マルコス郡）、ナモラ町（カハマルカ郡）、マタラ町（カハマル

カ郡） 

啓発対象地域 対象地域のモデル集落以外の集落、カハマルカ州の対象郡以外の郡、並び

にアマソナス州、アンカシュ州、アヤクチョ州、ワンカベリカ州、ワヌコ州、フニン

州、ラ・リベルタッド州の 8 州 

対象作物 ニンニク、エンドウ豆、紫トウモロコシ、その他 

上位目標 1. 対象地域の小規模農家の生計が向上する。 

2. 啓発対象地域においてモデルが活用される。 

プロジェクト目標 対象地域において小規模農家の生計向上に向けたモデルが構築される。 

アウトプット 1. モデル集落において、農民組織の活動実施体制が整備・強化される。 

2. モデル集落農家の対象作物の農業生産性及び質が向上する。 

3. モデル集落の農民組織による農産物生産チェーンが整備される。 

4. モデル集落の水土保全が促進される。 

5. 啓発対象地域の啓蒙対象者において、モデル集落での取り組みへの理

解が深化する。 

 

第３章 プロジェクトの実績 

 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側の投入 

(1) 専門家派遣 

プロジェクト開始から 2014 年 2 月末まで以下の 8 分野の専門家が合計 94.97 カ月派遣された。

詳細は添付資料 3：JICA 専門家派遣実績を参照のこと。 

 

表 1：専門家派遣実績 

担当 ヶ月 
総括／啓発 8.50 
副業務主任／農産物加工／流通 1 19.10 
農地保全 8.30 
農業技術普及／農民組織 21.50 
農産物加工/流通 2 6.50 
栽培技術普及 3.70 
農業技術普及 2／農民組織 2／啓発補助 22.57 
組織支援・ビジネス計画／農地保全 2  4.80 

合計 94.97 
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(2) 本邦研修 

下表に示す 2 回の本邦研修が実施され、合計 10 名のカウンターパート職員が参加した。また、

本プロジェクトの投入とは別途 JICA が実施している持続的農業に関する集団研修（3 カ月間）にカ

ウンターパート職員 1 名が参加した。詳細は添付資料 4：本邦研修実績を参照のこと。 

 

表 2：本邦研修実績 

研修 コース名 期間 参加人数 

第一回本邦研修 農民組織化及び農産物の
生産・加工・流通 

2013 年 2 月 14 日から 
2013 年 3 月 5 日（20 日間） 

3 名 

第二回本邦研修 産物の生産・加工・流通及
び水土保全 

2013 年 11 月 23 日から 
2013 年 12 月 11 日（19 日間） 

7 名 

 

(3) 機材供与 

自動車 3 台、自動二輪車 18 台、パソコン等の事務機器、事務用家具、種子生産用機材、耕作

用機材、農産加工用機材等、合計 384,874 米ドル（税込）相当の機材が供与された。詳細は添付

資料 5：供与機材を参照のこと。 

 

(4) 現地業務費  

プロジェクト活動の実施において、2014 年 2 月末までに現地傭人費、ローカルコンサルタント契

約、プロジェクト事務所やの圃場の改修・整備などを含む活動経費として 1,267,729 米ドル（上記供

与機材を含む）が支出された。詳細は添付資料 6：日本側負担現地経費を参照のこと。 

 

３－１－２ ペルー側の投入 

(1) カウンターパートの配置 

2014 年 3 月 1 日現在、下表のとおりの常勤、非常勤のカウンターパート職員が各機関から配置

されている。詳細は添付資料 7：ペルー側カウンターパート配置実績を参照のこと。 

 

表 3：カウンターパート配置実績 

組織 
計画（人） 現況（人） 差異（人） 

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 

INIA バーニョ・デ・インカ試験場 5 5 7 9 +2 +4 

INIA ドノソ試験場 0 1 0 0 ±0 -13 

AGRO RURAL 5 0 0 6 -5 +6 

カハマルカ州政府（農業局） 1 5 0 7 -14 +2 

カハマルカ郡政府 1 0 1 1 ±0 +1 

ナモラ町政府 - - 2 1 +2 +1 

マタラ町政府 - - 1 0 +1 ±0 

サン・ミゲル郡政府 1 0 2 0 +1 ±0 

                                                      
3 現在はニンニク栽培の活動がカハマルカでの適用技術の調査のみであるため、INIA ドノソ試験場の参加は必要

とされていない。 
4 カハマルカ州政府からプロジェクト運営中央チームに参加している人員について、常勤ではないが、必要な活動

には十分な参加を得ている。 
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組織 
計画（人） 現況（人） 差異（人） 

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 

サン・パブロ郡政府 1 0 2 1 +1 +1 

イチョカン町政府 1 0 1 0 ±0 ±0 

カハバンバ郡政府 1 0 1 1 0 +1 

合計 16 11 17 26 +1 +15 

総計 27 43 +16 

 

(2) 施設 

  以下のプロジェクト事務所、圃場等施設が提供されている。 

 

表４：ペルー側提供の土地、建屋、事務所一覧 

提供者 種類 面積 

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 プロジェクト事務所（本部） 72m2 

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 駐車場 4 輪自動車 3 台分 

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 農業資材用倉庫 400ｍ2 

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 事務所（加工トライアル活動用） 32m2 

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 試験圃場 1,000m2 

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 

スジュスコチャ支所 

種子生産圃場 6,500m2 

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 

パンパ・グランデ支所 

種子生産及び試験圃場 35,300m2 

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 

コチャマルカ支所 

母樹園 500m2 

ナモラ町政府 プロジェクト・サブ事務所 20m2 

マタラ町政府 プロジェクト・サブ事務所 15m2 

サン・ミゲル郡政府 プロジェクト・サブ事務所 20m2 

サン・ミゲル郡政府エル・モリーノ集落 倉庫（加工トライアル活動用） 90m2 

サン・パブロ郡政府 プロジェクト・サブ事務所 9m2 

イチョカン町政府 プロジェクト・サブ事務所 20m2 

カハバンバ郡政府 プロジェクト・サブ事務所 9m2 

 

(3) 運営経費 

ペルー側の各実施機関からはプロジェクトの運営経費として合計 167,059 米ドル相当（カウン

ターパートの人件費を除く）が支出されている。詳細は、添付資料 8:ペルー側負担経費を参照のこ

と。 

 
３－２ アウトプットの実績 

(1) アウトプット 1：モデル集落において、農民組織の活動実施体制が整備・強化される 

ベースライン調査の結果により、表 5 に示すモデル集落が選出された。これらの集落の住民を対

象に農民組織の形成が行われ、各組織に対しプロジェクト形成やビジネス計画に係る能力強化5

や NGO との協力によるマイクロファイナンスの活動（ただし協力 NGO の資金難により中止となっ

た）等、組織の整備・強化が実施された。4 つの郡・町のモデル集落の 5 つのグループが正式な農

                                                      
5 農業灌漑省の農業セクター支援ファンド(AGROIDEAS)の活用方法について、農民組織の管理メンバーを対象に

オン・ザ・ジョブ形式で同ファンドに申請する活動の選定、申請書作成に係る指導が実施された。 
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民組織として承認を受けており、残りの 2 つは今後必要に応じて正式な農民組織として登録する予

定である。現時点では、いずれの組織もプロジェクト運営チームが主導するプロジェクト活動への

参加が主な活動であり、独自で活動計画を策定したり、活動を実施する段階には至っていない。

現在は、アウトプット2、3、4の活動で必要となるグループ作業（集団研修、肥料や種子の共同購入、

植林用苗の栽培等）が行われており、これらの活動により農家が結束して活動することの必要性や

効率性への理解が促進されている。しかし、組織的な活動への意欲をもつ農家はまだ限られてい

る。各指標に基づく達成状況は表 6 に示すとおり。 

 

表 5：各郡・町のモデル集落 

郡・町  集落（数） 組織整備状況  メンバー数 

サン・ミゲル郡 La Laguna, Lamaspampa, El Molino, Artesa, Tierra 

Colorada  

5 新規組織設立済

み 

83 

サン・パブロ郡  Jansoc Altos, Cuscuden  2 既存組織で活動 31 

ナモラ町（カハ

マルカ郡） 

Cau Cau, Quelluacocha, Casa Blanca, Molino 

Laparpuquio, Chilacat, Las Manzanas, El Molino, 

Jigón, Chu Chun, Huayan, Samaday, El Triunfo, La 

Chilca, San Francisco, Laguna San Nicolas, Sarin, 

Ojo de Agua. 

17 新規組織設立済

み 

109 

マタラ町（カハマ

ルカ郡） 

Dos de Mayo, Cercado de Matara,  

Ciruc, Chim Chim, Choromarca, Higospata, Jocos, 

Matarita, Pampalarga, San Juan, Tinajones, La 

Taya 

12 正式な組織は未

整備 

74 

イチョカン町（サ

ン・マルコス郡） 

Llanupacha, Porporito, Poroporo, La Victoria, 

Llollon  

5 正式な組織は未

整備 

54 

カハバンバ郡  Shitabate, Chanshapampa、Machacusy  3 既存組織で活動 68 

既存組織で活動 44 

合計  44  463 

 
表 6：アウトプット 1 の指標の達成状況 

指標 達成状況 

1-1. 各モデル集落にお

いて、適切な農民組織が

形成される。 

全 6 郡・町でモデル集落が選定され、7 つ農家の組織形成が行わ

れている。4 郡・町のモデル集落で 5 つの農民組織が正式に登録

された。残りの 2 郡・町（イチョカン町、マタラ町）については集落間

の軋轢等により正式な組織の登録には至っていないが、プロジェ

クト活動で必要とされるグループ作業を通して組織の整備・強化が

行われている。 

1-2. すべての農民組織

において、毎年年間計画

が策定され、また活動報告

が行われる。 

現時点では、各郡・町のプロジェクト運営チーム主導で各活動の

参加者選定や活動の計画・実施が行われており、農民組織・グ

ループはそれらの活動に参加している状況である。よって、農民

組織が独自で活動計画を策定するには至っていないが、今後は

肥料や種子の共同購入、作物の共同販売等、農民組織が独自で

活動を計画・実施するよう指導していくことが予定されている。 

1-3. 農民組織が少なくと

も月１回の組織的活動を

する。 

まだ現時点では活動計画が策定されておらず、組織的な活動の

実施には至っていない。1-2．の達成状況で述べたように、プロ

ジェクト運営チームが主導する各活動に希望者が参加する方法で

アウトプット 2、3、4 の活動が行われている。今後は肥料や種子の



－125－

10 
 

共同購入、作物の共同販売等、農民組織が独自で活動を計画・

実施するよう指導していくことが予定されている。 

 

(2) アウトプット 2：モデル集落農家の対象作物の農業生産性及び質が向上する 

プロジェクトの対象 3 作物について、優良種子の生産、適正栽培技術に関する試験6、栽培技術

マニュアルの作成、モデル集落の農家に対する肥料等必要な資材や種子の提供7、及び基礎栽

培技術の指導（添付資料 9：研修実績参照）を行っている。 

種子生産に関する実績は表 7 に示すとおりである。紫トウモロコシについては、種子生産第二期

には一部害虫の被害が生じたものの8、INIAパンパ・グランデ支所の圃場での生産量が当初計画と

の比較では 152％に達した。エンドウ豆については、多雨期の圃場の排水不良等による育成不良

などの問題が生じ、目標生産量の 62％であった9。ニンニクは第二期は品種適正や病害の問題で

収穫できなかった10。開始当初は2012-2013年の作期からモデル農家での種子生産を開始する計

画であったが、種子生産は消費用作物の栽培より更に丁寧な管理が必要となり、まだ十分な栽培

技術を有する農家が育成されていないとの判断から、INIA圃場のみでの種子生産が継続されてい

る。 

 

表 7：種子生産の実績 

対象作物 品種 

種子生産第一期 

（2011-2012 年） 

種子生産第二期 

（2012-2013 年） 

目標生産量 

(農家配布用種子)
実績 

目標生産量 

(農家配布用種子) 
実績 

紫トウモロコシ INIA601 0 ㎏ 321kg 960 kg 1,468kg（152％）

エンドウ豆 ウスイ種 0 ㎏ 477kg 1,750 kg 1,092kg（62％） 

ニンニク アレキペーニョ、ブラ

ンコ・ウアラリーノ、シ

ンコ・メシーノ、ナプリ

の 4 種 

0 ㎏ 1250kg 5,520 kg 0.00 kg (0%) 

 

栽培技術マニュアルは技術ニーズに応えて改定が行われており、主にプロジェクト運営チーム

の技術者が活用している。農家レベルでは、マニュアルを読んだり利用することに慣れていない農

家も多く、活用は今のところ限定的である。プロジェクト運営チームは図や写真を多く挿入し理解し

やすいマニュアルづくりに取り組んでいる。 

                                                      
6 紫トウモロコシのアントシアニンの含有量品種間差異、雄穂切除によるアントシアニン単収改善、エンドウ豆の液

肥の効果、支柱・網・紐の資材利用効率化、適切収穫時期、ニンニクの適正施肥、有機肥料利用、種子サイズ別生

育比較、栽培密度別生育比較、品種比較等の試験を実施している。 
7 紫トウモロコシ及びエンドウ豆については、参加農家は第一作期では収穫物の 20％、第二作期では収穫の 25％

相当の現金をプロジェクトに返納している。 
8 種子生産第二期（2012-2013 年）に圃場の一部で害虫が大発生し約 30％の植物体を処理せざるを得ないトラブ

ルにも見舞われた。 
9 種子生産第一期は INIA パンパ・グランデ支所の圃場で生産し、第二期は主に INIA スジュスコチャ支所及び農家

から借り上げた圃場で生産を開始したが、多雨期の排水不良等による育成不良により急遽 INIA パンパ・グランデ支

所で栽培を再開した。 
10 種子生産第一期は INIA コチャマルカ支所の圃場で生産。排水等の問題により収穫は思わしくなかったが、一部

の種子を対象農家に配布した。第二期は圃場の条件が良いマタラ町の農家の圃場を借り上げて栽培したが、病害

が拡大しほとんど収穫できなかった。 
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対象 3 作物の栽培を行っている対象郡・町と参加農家数は表 8 に示すとおりである。 

 

表 8：対象 3 作物の栽培を行っている郡・町、及び参加農家数 

対象作物 対象郡・町 

参加農家数（合計面積） 

第一作期 

(2012-2013 年)

第二作期 

（2013-2014 年） 

紫トウモロコシ ナモラ町（カハマルカ郡） 28 89 

マタラ町（カハマルカ郡） 10 62 

イチョカン町（サン・マルコス郡） 17 43 

カハバンバ郡 21 39 

サン・ミゲル郡 - 8 

サン・パブロ郡 - 24 

小計 76（7.6ha） 265(29ha11) 

エンドウ豆 ナモラ町（カハマルカ郡） 22 40 

マタラ町（カハマルカ郡） 11 30 

サン・ミゲル郡 35 30 

サン・パブロ郡 13 15 

小計 81（5.5ha） 115(10.1ha12) 

ニンニク イチョカン町（サン・マルコス郡） 4 - 

カハバンバ郡 18 - 

小計 22(0.37ha) - 

合計 179(13.47ha) 380(39.1ha) 

 

紫トウモロコシについては、第一作期（2012-2013 年）の平均単収は 4.433 t/ha であり、ベースラ

イン値を 1.5t/ha13とした場合 2.95 倍であることから、既に指標 2-1 の「単収平均 30％増」は達成さ

れている。一方、プロジェクトが導入した栽培方法では肥料の投入を要することから、生産費が増

加するため、プロジェクトでは単収が 3.7 倍（5.5t/ha）になることを目標としている14。第一作期にそ

れを達成したのは 22 名（29％）であった。本中間レビューの農家に対するインタビュー調査では、

第一作期に収穫した農家は今までよりも多くの現金収入を得たことが確認された。好調な結果を受

け、第二作期（2013-2014 年）では参加希望農家が表 8 に示すとおり大幅に増加した。第一作期に

は気象や病害虫被害により収穫できなかった農家や、適切な圃場管理を行わなかったことにより

低い単収に終わった農家もいたことから、栽培場所の選定に関する指導や巡回指導による圃場管

理の強化により、高単収の維持と参加農家間での単収の平均化に取り組んでいる。品質について

は、本プロジェクトで導入している品種 INIA601 は高地での栽培に適しており、見た目の色が濃く、

大きさも十分であることから、品質は高いとされている。 

                                                      
11 ①価格下落による農民所得減少リスクの軽減、②農民の圃場管理能力、③単なる資材供給支援ではなく技術支

援であることの明確化、これら 3 点を理由にプロジェクトが支援する圃場面積は参加農家当たり最大 0.25ha として

いる。 
12 紫トウモロコシと同様の理由から参加農家当たりの圃場面積は最大 0.10ha としている。 
13 プロジェクトのモデル集落では、紫トウモロコシはほとんど生産されていなかった。INIA バーニョス・デ・インカ研

究所の技術仕様書によると、INIA601 の想定最大単収は試験場で 6.0t/ha、農家レベルでは 3.0t/ha （適切な種子

と施肥、管理を施した場合の想定）であり、プロジェクト対象地区内での無肥料、無管理の場合はこの半量の

1.5t/ha 程度であることから、1.5t/ha を基準値と考えている。 
14 1.5t/ha を一般栽培方法の単収として採用し純所得を比較すると、5.5t/ha の場合の純所得は一般的栽培方法

の約 3.35 倍になる（家族労働は加味せず）。 
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エンドウ豆については、第一作期の平均単収は 3.049t/ha であり、ベースライン値を 1.6t/ha15と

した場合約 1.9 倍であることから、紫トウモロコシと同様に指標 2-1 は達成されている。一方、プロ

ジェクトで推奨する栽培方法は肥料や支柱などが必要なため生産費が増加する。紫トウモロコシと

同様に、生産費増に対応するため単収が 3.7 倍（6.0t/ha）となることをめざしており16、それを達成

したのは 13 名（16％）であった。エンドウ豆においても第二作期の参加農家は増加した。第一作期

は気象や病害虫被害で収穫できなかった農家や低い単収に終わった農家も多かったことから、紫

トウモロコシと同様に底上げのための技術指導が行われている。品質については、第一作期の定

量的な品質の確認は行われていないが、立体栽培で実が土に接触しないことや、また適切なタイミ

ングで選出して収穫できることから、品質は改善されたことが確認された。 

ニンニクについては、カハマルカ州に新たに導入された INIA ドノソ試験場生産品種（種子）を

使用したが、第一作期はほぼすべての農家実践・展示圃場でうどん粉病など病害が発生し、プロ

ジェクト使用品種はローカル品種と比較し対病性が低いことが明らかになった。第二作期は技術指

導は行わず、普及すべき適正技術の研究を行っている。 

 

表 9：アウトプット 2 の指標の達成状況 

指標 達成状況 

2-1．対象作物の

単収が平均 30％

増加する｡ 

 紫トウモロコシ栽培の第一作期の単収は推定基準値と比較すると平

均で 195％増加した。なお農家数で見れば単収 30％増を達成したの

は 68 名（89％）であった。 

 エンドウ豆栽培の第一作期の単収は従来のものと比較すると平均で

91％増加した。農家数で見れば単収 30％増を達成した 39 名（48％）

であった。 

 ニンニク栽培については、第一作期には 22 人の農家が参加したが、

品種適正等の問題から病害が蔓延しその多くが収穫できなかった。 

2-2. 直接受益農

家の 30％が生産

物 の 品 質 を 改 善

する。 

 紫トウモロコシ栽培については、第一作期は 1 級品の割合が平均

46％であった。モデル集落では以前は紫トウモロコシをほとんど生産

していなかったため、プロジェクト前後での比較は困難であるが、第二

作期、第三作期と 1 級品の割合が増加していくことが期待されてい

る。 

 エンドウ豆栽培については、第一作期の全体の 1 級品の割合は確認

されていない。一方、共同集出荷直接販売トライアル活動での出荷物

評価データによると、通常の栽培方法（ばら撒き栽培）での 1 級品の

割合は 48％、新しい栽培方法（立体栽培）を採用すると 81％であっ

た。ばら撒き栽培と立体栽培では作物の生育環境、管理の容易さが

圧倒的に異なるため、多くの農家が生産物の品質を改善することが

期待できる。 

 ニンニク栽培については、２-１の達成状況で述べたとおり病害のため

多くの農家が収穫できておらず、品質の改善に至っていない。 

 

 

 

                                                      
15 農業灌漑省農業統計 2011 年でのカハマルカ州南部地区生鮮エンドウ豆単収 
16 単収 5.0t/ha の場合は純所得が従来の約 1.8 倍、6.0t/ha の場合は約 3.0 倍になると試算している。 
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(3) アウトプット 3：モデル集落の農民組織による農産物生産チェーンが整備される 

プロジェクトでは市場調査により対象地域の農産物生産チェーンに関する調査や、農産物付加

価値化のための施設整備を進める一方、農家に対するビジネス運営能力強化のための研修（添

付資料 9：研修実績参照）や付加価値化のためのトライアルを行ってきた。 

施設整備については、候補地が定まらないサン・パブロ郡を除く 4 郡・町で基礎設計が完了して

いる。5 郡・町が用地及び建設費を負担する計画で、第一作期（2012-2013 年）途中に実施が予定

されていたが、各郡・町の予算措置に困難が生じていること、施設で実施する事業の具体化に遅

れが生じていること、施設建設前に安定した原材料生産体制を確立すべきと判断したこと、受益農

家のビジネス運営能力が不足していると判断したことなどの理由から、建設が延期されている。 

付加価値化のトライアルは紫トウモロコシとエンドウ豆において実施されている。紫トウモロコシの

市場は、生鮮品を必要とする一般卸売市場と、アントシアニン成分を多量に含む芯（または芯の

粉）のみ必要とする加工業者市場の 2 つがあり、プロジェクトでは後者をターゲットにしたトライアル

を行った。プロジェクトで導入している INIA601 種は他品種と比べアントシアニン含有量が高いと推

測されている17ことから、この特徴を付加価値化に使用し、粉末にして出荷することをめざしている。

トライアルには 5 名の農家が参加し芯や外皮の製粉を試みたが、作業効率の低さ18や技術的な課

題から、収支は大幅なマイナスとなった。よって今後事業化に向けた対策を検討することになって

いる。なお第二作期（2013-2014 年）の収穫物は共同出荷でより高い利益を得られるよう、買い手と

なる卸売り業者の特定も進められている。 

エンドウ豆については、市場調査の結果、大量購入者はほぼ卸売り業者に限られることが明ら

かとなった。粉などの加工品の市場は小規模かつ不安定であり、プロジェクトでは目標受益者数

（参加農家数）は数百人規模であることから、これら農家に便益をもたらすには販売相手は卸売り

業者に限られると判断している。卸売り業者は一般的に色の美しさと実入りを重要視することから、

2013 年 5 月から 31 農家が参加し、エンドウ豆の選果・共同出荷のトライアルが実施された。第一回

トライアルは参加農家が原材料を持ち込み集出荷場で選果を行う方法で実施したが、原材料の品

質が悪く選果に多大な時間と労力を要し、1級品の割合は48.4％で収支は損失となった19。第二回

トライアルは、農家が収穫時に選果を行い集出荷場では品質確認のみ行う方法20に変更し、合計

22 回の共同出荷が行われた結果、全体としては 1 級品の割合は出荷時 85.6％であった。通常販

売による純所得を想定し比較すると21、共同出荷の純所得は通常販売よりも 1,000kg 当たり約 84 ソ

ル多い（6.6％増）。本トライアルは第二作期も継続し事業性の分析が続けられる予定である。一方

で、栽培時期を一般的な時期とずらすことにより買い取り価格の高い時期に出荷するための栽培

試験も実施されている。 

                                                      
17 第一作期のアントシアニン含有量品種間差異に係る試験の結果では、INIA601 種は他品種の平均の約 1.5 倍の

含有量があることが明らかとなった。第二作期も引き続き試験が行われる予定。 
18 参加農家は加工作業の経験がなかったため、加工プロセスのトライアルと並行しオン・ザ・ジョブ形式で要員ト

レーニングと“紫トウモロコシのアントシアニン含有量に係る試験”を行ったため、労務費が大幅に拡大した。 
19 選果費用は 300 ソル（原材料購入費 1,014 ソルの 30％）にのぼった一方で、1 級品の割合は 48.4％と低かった

ため、販売による収入は低く、収支は 266.5 ソルの損失となった。 
20 立体栽培により 1 級品のみ収穫し、成長が遅れている小さなエンドウ豆は次回収穫に残しておく方法。ばら撒き

栽培では収穫時に植物体を踏みつぶすため収穫は 1 回に限られ、収穫時選果は不可能である。 
21 通常販売（未選別個別での仲買人への販売）の場合の価格が不明確であるため 2 級品価格と同等と仮定され

た。 
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ニンニクについては原材料供給体制（栽培技術、栽培面積、品質）が不安定なため、付加価値

化に係る活動は実施されていない。 

 

表 10：アウトプット 3 の指標の達成状況 

指標 達成状況 

3. 付加価値化

により対象産品

（原材料重量当

たり）の収益性が

30％向上する。 

 紫トウモロコシについては、粉生産のトライアルを実施したが、実際の収

益性向上には至っていない。 

 エンドウ豆については、共同集出荷直接販売のトライアルを実施した結

果、立体栽培による収穫時選果を取り入れた場合は収益増（1,000kg

当たり 6.6％）が想定できる結果となった。 

 ニンニクについて良質な原材料生産を実現するための栽培技術の確

立が優先課題とされており、成果 3 に関する活動は実施されていない。

 

(4) アウトプット 4：モデル集落の水土保全が促進される 

水土保全の活動として、これまでにモデル・テラス工の設置、土壌流亡防止・窒素固定及び輪作

による土壌肥沃度改善を目的とした被覆作物の普及、植林及び植林用苗の生産が実施されてい

る。また、土壌侵食防止のための生垣（ベチバー）の利用と土壌改善のためのミミズ堆肥生産の活

動が試験的に進められている。 

モデル・テラス工の設置では、極小規模なテラスあるいは排水網のモデルがサン・ミゲル郡、ナ

モラ町、カハバンバ郡、及びカハマルカ郡（プロジェクト運営中央チームが直接管理するモデル）

の合計 4 カ所に設置され、苗畑、農地または果樹園として使用されている。 

被覆作物の普及活動では、主に燕麦とカラスノエンドウの組み合わせを用いており22、資材はプ

ロジェクト側が提供し、参加農家はこの見返りとして農家は一部の収穫物（種子）または現金を納め

る方法23で実施している。第一作期（2012-2013 年）には各郡・町合計で 96 農家（7.67ha）が参加し、

第二作期（2013-2014 年）には換金作物にもなるチョチョ豆（ルピナス）を導入したナモラ町の参加

農家が大幅に増えたことから 206 農家（20.71ha）が参加予定となっている。活動に伴い、被覆作物

用の燕麦とカラスノエンドウの優良種子の生産をINIAスジュスコチャ支所で実施したが、エンドウ豆

と同様に多雨時の排水不良や雑草被害に見舞われ、目標生産量 2,000kg に対し 781kg（39％）の

種子の確保にとどまった。 

 

 

 

 

 

 

                                                      
22 この組み合わせは、①被覆による斜面保護、②窒素固定（マメ科）や③緑肥利用による土壌改善の効果がある。

加えて、①家畜飼料として利用可能、②多量の水を必要としない、③自家採種が可能、④INIA バーニョス・デ・イン

カ研究所が取り組んでいる研究テーマである、などの長所がある。第二作期からは、ナモラ町がチョチョ豆生産のプ

ロジェクトを実施してきたことから、ナモラ町限定でチョチョ豆（ルピナス）が加えられた。 
23 第一作期では農家は収穫物（種子）の 20％を返納する計画であったが、作物の生育が思わしくない、種子を採

種せず牧草としてすべて使用してしまったなどの理由から回収ができなかった。第二作期からは他作物同様に肥

料など実際に使用した投入資材の 25％の代金を参加農民負担としている。 
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表 11：被覆作物の栽培及び植林の参加農家数 

郡・町 

被覆栽培参加農家数 植林参加農家数 合計 

第一作期 
(2012-13

年) 

第二作期
（2013-14

年） 

第一期 第二期 第一期 第二期 

ナモラ町（カハマルカ郡） 29 162 2 10 31 172 

サン・ミゲル郡 16 16 18 10 34 26 

サン・パブロ郡 12 6 24 10 36 16 

イチョカン町（サン・マルコ
ス郡） 

8 7 24 10 32 17 

カハバンバ郡 31 15 16 10 47 25 

合計 96 206 78 50 174 256 

 

植林については、AGRO RURAL カハマルカ支所より材木樹種の苗（松、ユーカリ、イトスギ）が

無償提供されたことから、当初計画よりも 1 年早い 2013 年 1 月（植林第一期）から開始され、全郡・

町で 78 農家が参加し、約 10ha に合計 10,616 本の苗木が植えられた24。2014 年 1 月からの植林

第二期では、50 農家が参加し、約 11ha に 10,135 本25が植えられる予定で、現在苗を配布している。

第二期では水土保全に関する農家の興味を引き出すため、材木樹種より短期で育ち果樹販売に

よる収入が長期にわたって得られる果樹が導入された。苗木生産については、これまでに INIA

バーニョス・デ・インカ研究所内に2カ所、各郡・町の1カ所の合計8カ所に苗畑が設置され、また、

将来における良質苗の供給源として 5 カ所の母樹園が設置された。第三期用の苗からは農家が参

加して生産が行われており、ほぼ順調に進んでいる。 

上記の活動が進められている一方で、被覆作物利用の継続や輪作の実践、植林後苗の管理不

足26、集落レベルで長期の植林計画を可能にするための共有地の不足、共同作業への積極性の

不足など、活動の持続性が課題となっている。農家の植林に対する積極性を高めるために、今後

は集落内小学校を対象に「植林キャンペーン（環境教育）」を行い、長期的に環境保全意識を高め

ることも検討されている。 

 

表 12：アウトプット 4 の指標の達成状況 

指標 達成状況 

4-1. モデル集落の小規

模農家のうち 50％が土

壌保全対策を適用する｡ 

第一作期（または植林第一期）に被覆作物の栽培または植林に係

る活動に参加した農家は延べ 174 名で、6 郡・町の農民組織・グ

ループの全メンバー（463 名）の 38％に当たる（純参加者数は若干

減る）。第二期はチョチョ豆の被覆作物を導入したナモラ町の参加

農家（農民組織のメンバー以外も含む）が増えたことから 256 名を予

定しているが、全体的には水土保全活動への参加農家はまだ限ら

れている。 

4-2. 各モデル集落にお 現時点では、プロジェクト運営チームが植林期毎に計画を策定し、

                                                      
24 内訳は松 6,026、ユーカリ 2,800、桑 1,290、イトスギ 500。 
25 内訳はベレンヘナ（トマトの木）1,560、アボガド 1,030、リンゴ 763、桑 715、サクランボ 158、グラナディージャなど

のローカル果樹 509、松 2,560、ハンノキ 1,150、イトスギ 500、ユーカリ 1,190。 
26 特に果樹は材木樹種よりも綿密な管理が求められるが、農家の管理が不十分で雑草に覆われ枯死する苗もみら

れるなど、課題が生じている。 
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いて植林計画が策定さ

れ、計画に沿った植林活

動が実施される。 

苗の配布や植林及び管理の指導を実施している。今後は持続性に

かんがみ、誰がどのように計画・実施していくのかが課題となってい

る。 

 

(5) アウトプット 5：啓発対象地域の啓発対象者において、モデル集落での取り組みへの理解が深

化する 

啓発対象地域に向けた活動は、2015 年から開始される予定である。 

 

表 13：アウトプット 5 の指標の達成状況 

指標 達成状況 

5-1. すべての啓発対象地域におい

て、策定された啓発計画が達成される。

活動未実施 

5-2. 啓発活動対象者のうち 50％がモ

デルに高い関心を示す。 

活動未実施 

 

３－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標である「対象地域において小規模農家の生計向上に向けたモデルが構築され

る」に表されているモデルについては、アウトプット 1 から 4 の活動とその成果から得られた学びを

整理・分析し、啓発対象地域で活用可能なパッケージとして取りまとめられる予定である。 

 

表 14：プロジェクト目標の指標の達成状況 

指標 達成状況 

1. 小規模農家の生計向

上に向けた方法論、技術

論を取りまとめた文書が作

成される。 

現時点まではモデル構築に向けたさまざまな活動がいくつかの方

法、技術を試行錯誤しながら行われてきた。今後も同様の活動を

継続しながら、2014 年、2015 年にそれらの結果を取りまとめた文

章が作成される予定である。 

 
３－４ 実施プロセスの検証 

(1) プロジェクト活動の実施 

各プロジェクト活動はプロジェクトの活動計画表（PO）に従って実施されてきた。プロジェクト開

始後に活動内容が明確化されたことで、開始当初の活動計画表（ver.0）の改訂が行われたが、改

訂版（ver.1）の正式な承認は行われていない。計画と比較して実施時期が前後しているものが多

いが、計画していた活動はおおむね実施されてきた。一方、「3-2 アウトプットの実績」で述べたよう

に、ニンニクに関する栽培技術の確立と導入、受益農家での種子生産、生産チェーン整備に係る

活動に遅れが生じている。 

 

(2) プロジェクトの運営・実施体制 

本プロジェクトはペルー側実施機関が 10 機関と多く、1 つの中央チームと 6 つの郡・町のロー

カル・チームにより活動が実施されている。各機関間の調整に必要な労力は大きいものの、各関係

者の尽力により活動はおおむね円滑に進められている。現在までに4回の合同調整委員会（JCC）

が開催され、活動報告や計画、意思決定が行われている。 
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プロジェクト運営中央チーム、及び郡・町のプロジェクト運営ローカル・チームがそれぞれ表 15

のとおりの役割を担っている。各チームでは毎週金曜日に各週会議が開催され、活動進捗・課題・

対策、次週の活動内容や車両や資材、圃場管理要員スケジュールの確認等が行われている。ま

た、毎月最終金曜日には中央チームとローカル・チームのリーダーが参加し、月例会議が開催さ

れている。月例会議では、活動進捗・課題・対策、翌月の活動が確認されている。 

ローカル・チームは郡・町政府、州政府、AGRO RURAL、JICA の契約現地要員から成り、農

民組織との調整、農家への技術指導を行っている。主に郡・町政府の職員を中心に、チーム全体

で活動計画の策定や活動の調整、進捗管理を行っている。異なる機関に所属する職員から成るた

め、当初は必ずしもスムーズに運営されたわけではなかったが、徐々に改善し、現時点では協力し

てチームとして活動に取り組んでいることが確認された。 

 

表 15：プロジェクト運営中央チーム、及び郡・町プロジェクト運営チームの役割 

チーム／事務所 主な役割 

プロジェクト運営中央

チーム 

（主に INIA 及び JICA

専門家・契約現地要

員） 

­ プロジェクト全体調整 

­ 各郡・町事務所メンバー向け組織能力強化・技術普及研修の開催 

­ マニュアル等技術書類及びプロモーション書類の作成・配布 

­ 種子生産及び試験研究圃場の管理 

­ プロジェクト全体報告書の作成 

­ 各郡・町事務所現場作業に対する支援の実施及び活動モニタリング 

プロジェクト運営ロー

カル・チーム 

（各郡・町事務所付きの

AGRO RURAL、州政

府、各郡・町メンバー） 

­ プロジェクト農民組織との調整 

­ プロジェクト農民組織との各活動の実施・管理 

­ プロジェクト農民組織向け組織能力強化・技術普及ワークショップの開催

­ 各活動のモニタリング 

 

(3) 技術移転の方法 

農家への技術指導に必要な知識・技術について、カウンターパート（各チームのメンバー）へ

の技術指導は主に活動を通じたオンザジョブ・トレーニング（OJT）で実施されており、特に強化が

必要な技術項目については研修・セミナーが開催されている。 

農家への技術移転については、当初展示圃場を設置し参加農家による共同管理と集団技術

研修を試みたが、適切な管理が行われなかったこと、また、1 カ所の展示圃場での集団研修がその

後の農家の技術実践に結び付かなかったことから、現在は当初の展示圃場は廃止されている。第

二作期（2013-2014 年）からは参加農家の圃場での個別巡回指導が行われている。巡回指導は 1

作期に1作物について各農家に4～5回行っており、モニタリング・シートを用いて各農家の栽培状

況が管理されている。紫トウモロコシやエンドウ豆の栽培への参加を希望する農家は増加している

が、ローカル・チームが個別巡回指導できる農家数が限られているため、プロジェクトは参加農家

数を制限している状態にあり、今後、適切な技術移転方法を検討する必要があると判断される。 

 

(4) 関係者の参加・貢献 

各カウンターパート職員はプロジェクト活動に積極的に従事している。しかし、一部プロジェク

ト活動の実施が求められる時に所属機関の別の業務に従事しているケースがあり、改善が求めら
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れたが、徐々に改善されている。一方、実施機関の上位職の交代が生じた際には、プロジェクトへ

の認識が不十分となることもあった。なお、2014 年 10 月に地方総選挙が実施されることから、選挙

活動及び選挙結果がカウンターパート配置に影響を及ぼすことが懸念されている。 

プロジェクト活動に参加している農家は農民組織メンバーの一部であったが、第一作期

（2012-2013 年）の紫トウモロコシ・エンドウ豆の良い結果を受けて第二作期（2013-2014 年）は参加

農家が増加しており、参加は高まりつつある。しかし水土保全の活動など全活動に参加している農

家は限られている。 

 

(5) PDM の改訂 

表 16 に示すとおり、PDM の改訂は二度行われ、JCC で合意を得ている。一度目の改訂では

ベースライン調査の結果に基づき指標の目標値が設定され、二度目の改訂では上位目標及びプ

ロジェクト目標の指標の変更が行われた。 

 

表 16：PDM の改訂 

PDM の版 改訂日 主な改訂事項 

Ver.0 ⇒ Ver.1  2012 年 6 月 5 日 

（第 3 回 JCC） 

 協力期間（開始日と終了予定日）のアップデイト 

 実施機関について、サン・マルコス郡をイチョカン町へ

変更 

 各指標の目標値の設定 

Ver.1 ⇒ Ver.2 2013 年 6 月 10 日

（第 4 回 JCC） 

 上位目標の指標「貧困率の改善」をより直接的な「所得

向上」に変更 

 プロジェクト目標の指標を「モデルの方法論の取りまと

め」に変更 

 

第４章 評価結果 

４－１ 妥当性 

(1) 対象地域のニーズとの整合性 

「2-1 プロジェクトの背景」で述べたように、カハマルカ州は貧困率が高く、貧困層の多くが小

規模な農業に従事している。これらの農家の生計向上のためには、少ない作付面積で高い収益が

上げられる作物の導入など新しい営農体系の構築が求められている。このような対象地域のニー

ズは中間レビューの時点でも変化はなく、換金作物の生産性向上や付加価値化を通じて小規模

農家の生計向上を支援する本プロジェクトの目標と引き続き整合しているといえる。 

 

(2) 政策との整合性 

ペルー政府は国内の貧困対策を重要な課題ととらえ、「2021 年計画」においても貧富の差の

縮小を優先課題のひとつとして掲げている。農業セクターの国家計画である「2012-2016 年農業セ

クター戦略計画（PESEM）」では、農業開発の4つの柱及び戦略目標の中に、農村地域のサービス

へのアクセスの改善及び機会の創出や持続的農業を挙げている。また、カハマルカ州政府の

「2021 年カハマルカ州総合開発計画（PDRC）」では、生産チェーンの構築や貧困層の多い農村地

域の経済開発を開発目標のひとつに掲げている。よって、本プロジェクトと各政策との整合性は引

き続き高いといえる。 
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日本側の支援政策においては、現行の「対ペルー共和国国別援助方針（2012 年 12 月）」の

中で格差是正を支援重点分野のひとつとして挙げており、本プロジェクトの整合性は高い。 

 

(3) 手段としての適切性 

本プロジェクトは、1）農民組織の形成・強化、2）生産性の高い換金作物の栽培技術の導入、

3）農産物の付加価値化と生産チェーンの整備、4）水土保全の 4 つのコンポーネントにより農家の

持続的な生計向上のモデル構築に取り組んでいる。それぞれのコンポーネントは持続的な小規模

農家の生計向上を可能にするために必要であり、各関係機関は小規模農家への支援として適切

であると評価していることが確認された。 

 

(4) 政府・ドナーによる関連事業との連携・デマケ 

AGRO RURAL は本プロジェクトの対象地域を含む各地で水土保全のプログラムを実施してい

る。プロジェクトの初年度には AGRO RURAL から植林用の苗が提供されるなど、協力して活動を

実施している。 

日本の有償資金協力｢山岳地域小中規模灌漑整備事業｣については開始準備の最終段階

にあり、プロジェクト期間中には、特に啓発対象地域へのモデルの取り組みの紹介（アウトプット 5）

において連携が期待できる。 

 
４－２ 有効性 
(1) プロジェクト目標の達成見込み 

「3-3 プロジェクト目標の達成見込み」で述べたとおり、アウトプット 1 から 4 の活動を通して得ら

れた成果や学びが、小規模農家の生計向上に向けた方法や技術のモデルとして取りまとめられる

予定である。よって、1 から 4 の各アウトプットの達成度を高めることが、モデルの有効性を高めるこ

とになる。また、モデルとしてどのような方法や技術をどのような形で取りまとめるか、具体化が必要

とされる。 

 

(2) プロジェクト目標とアウトプットの因果関係 

1 から 4 の各アウトプットから得られる方法論や技術論をより充実させることにより、モデルの内

容をより効果的かつ実用的にすることができる。プロジェクト期間の後半では、モデルとしての適用

性や実用性も念頭に、各アウトプットの達成に向けた対策が求められる。 

アウトプット 5 については、プロジェクト終了後に啓発対象地域でモデルが普及されるための

準備として、対象地域を選定し、モデル集落での取り組みについて紹介し理解を得ることが期待さ

れている。そのための具体的な方法についても、今後検討が必要とされている。 

PDM のプロジェクト目標の達成に向けた外部条件として、対象作物の価格が極端に下落しな

いことが挙げられている。価格の極端な下落が生じると、各アウトプットの達成に向けて講じられた

さまざまな方策が功を奏さないことになるが、現時点までは特にそのような現象は生じていない。 
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４－３ 効率性 
(1) アウトプットの産出状況 

各アウトプットの産出状況及び主な課題は表 1７に示すとおりである。アウトプット 2 の紫トウモ

ロコシとエンドウ豆の生産性・質の向上については達成が期待できる結果が出ている。その他のア

ウトプットについては、達成に向けて具体的な方策を再検討する必要がある。 

 

表 1７：各アプトプットの産出状況及び主な課題 

アウトプット 産出状況 主な課題 

1：農民組織の体制

整備・強化 

各郡・町で農民組織は形成されたが、組織

が独自で活動を計画し実行するまでには

至っていない。 

農民組織の強化策の検討・実施 

2：対象作物の生産

性・質の向上 

紫トウモロコシ、エンドウ豆において既に平

均では生産性が向上し、質の向上も見込ま

れる。ニンニクは栽培技術・適正種の調査

段階にある。 

種子生産、紫トウモロコシ及びエ

ンドウ豆は栽培技術の定着、ニン

ニクは適正な栽培技術・品種の特

定 

3：農産物生産

チェーンの整備 

紫トウモロコシは製粉のトライアルを実施し

たが収益性に課題があり、まだ事業化のめ

どは立っていない。エンドウ豆は選果・共同

出荷による収益増が見込まれるため、事業

性の分析が継続される予定。ニンニクは該

当する活動は未実施である。 

付 加 価 値 化 の 事 業 及 び 生 産

チェーンの具体化、対象農家への

適用 

4：水土保全の促進 水土保全の各種活動は実施されているが、

参加農家の数はまだ限られている。 

農家の意識向上、土壌保全対策

を適用する農家の増加、モデル集

落での計画的な植林の実施 

5：啓発対象地域で

の理解の深化 

2015 年から開始予定。 実施方法の具体化 

 

上述のようなアウトプットの産出状況に貢献している要因として、以下が確認された。 

 紫トウモロコシは INIA601 が標高 2,400～2,900m の高地に適応し、収量・品質共に高い

品種であることから、適切な品種が導入できたことにより農家の関心も高まっている。 

 

一方、アウトプットの産出における課題として、以下が確認された。 

 一部の村落では集落間の軋轢や過去の組織化の失敗の経験等により、組織強化が難し

い状況にある。 

 第一作期（2012-2013年）は展示圃場を利用した栽培技術の指導が行われたが、展示圃

場は農家が共同で管理する計画だったものの、適切な管理が行われなかった。 

 主に INIA の圃場で種子生産が実施されているが、適切な生産環境や労働力が確保さ

れていないことから、目標生産量が達成できていない。 

 栽培技術の適用において農家間で差が大きく、指導したとおりに栽培しない農家も散見

されている。伝統的な農法で栽培してきた農家が投入も労力も必要とする新しい技術を

受け入れて実践するようになるには時間がかかる。一方で適切な圃場管理を行った農家

の第一作期の良好な結果を目の当たりにしたことにより、多くの農家が新しい栽培方法を
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信頼するようになってきたことも報告されている。 

 モデル集落の農家の圃場は灌漑が整備されていないところも多い。第一作期にはそのよ

うな圃場も対象としたため、生産性の向上に結び付かないケースがあった。 

 エンドウ豆やニンニクにおいて、病害虫の被害が生じたが、適切な対策の導入に至って

いない。 

 雨不足、雨期の入りの遅れ、ひょう、強風、大雨などの天候による作物への被害が一部

生じている。 

 これまで水土保全に関する活動は過去に他のプロジェクト・プログラムにおいても行われ

てきたが、農家の意識を高める結果には至っておらず、本プロジェクトでも意識向上の対

策が課題となっている。 

 

(2) 活動とアウトプット産出の因果関係 

上述のようなアウトプットの産出状況は、現在までの活動状況に直接関係している。「3-4 実施

プロセスの検証 （1）プロジェクト活動の実施」で述べたように、プロジェクト活動はおおむね計画ど

おりに実施されているが、アウトプット 2 のニンニクの栽培技術向上及び種子生産、アウトプット 3 の

生産チェーン整備に係る作業は当初計画と比較すると遅れが生じている。アウトプット 1 について

は、1 年目にモデル集落の選定・農民組織の形成の活動が行われ、その後プロジェクト形成に係る

能力強化等の活動が行われたが、現在はアウトプット 2 の紫トウモロコシとエンドウ豆に関する活動

が重点的に行われており、組織強化に向けた個別の活動は特に行われていない。アウトプット 4 に

ついては、農家の関心が得られるよう工夫しながら各活動が実施されているが、チョチョ豆の被覆

栽培の活動を実施しているナモラ町以外では、まだ参加農家は少ない。 

PDM のアウトプット達成に向けた外部条件として、モデル集落で異常気象や予期せぬ病虫害

の発生等が生じないことが挙げられている。既述のとおり一部天候や病害虫の被害が生じており、

可能な範囲での対策が求められている。 

 

(3) 投入のタイミング・質・量 

各種投入はおおむね計画どおりに行われ、各活動に利用されているが、ペルー側の投入の

課題として、AGRO RURAL のカウンターパート職員の配置不足が生じた。AGRO RURAL からは 5

名の常勤カウンターパートが配置される予定であったが、5名それぞれが週1日程度のプロジェクト

参加にとどまり、それにより 5 台供与した二輪車が十分に活用されない状況が生じた。常勤要員の

確保に向けた予算配置の努力がなされたものの、予算不足により継続した人員確保が実現しな

かった。AGRO RURAL は 2014 年度予算にプロジェクト常勤カウンターパート 5 名の雇用経費を計

上しており、近日中に配置が実現することが期待されている。 

また、18 台供与された自動二輪車については、購入後すぐに各実施機関への受渡しが行わ

れたが、二輪車を使用するはずのカウンターパート職員の配置不足から、十分に活用されない状

況が生じた。 
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４－４ インパクト 
(1) 上位目標の達成見込み 

本プロジェクトでは「1．対象地域の小規模農家の生計が向上する」及び、「2．啓発対象地域に

おいてモデルが活用される」の 2 つが上位目標として掲げられている。中間レビューの時点での達

成予測は時期尚早ではあるが、前者に関しては、第一作期（2012-2013 年）に紫トウモロコシ及び

エンドウ豆の生産が良好であった農家は既に収入が増えたことが確認されており、今後アウトプット

3 の付加価値化や販路の安定が達成できれば、対象農家の生計向上が期待できる。なお、PDM

の指標の「1．直接受益農家の農業所得がプロジェクト開始時に比較し 30％上回る」の指標入手手

段については、プロジェクト終了後 3 年程度の時期に入手できる情報に修正する必要がある。後者

については、モデル自体の内容や啓発対象地域へのモデルの普及方法は今後具体化される予

定である。 

上位目標達成のための外部条件として、1）C/P 機関がモデルの成果を活用し農業促進支援を

継続して実施すること、2）対象地域及び啓蒙対象地域において異常気象や予期せぬ病虫害など

が発生しないこと、3）有償資金協力｢山岳地域小中規模灌漑整備事業｣が実施されることの 3 点が

挙げられている。1）については、各関係機関がどのような体制で活動を継続していくか、今後具体

化する必要がある。2）については、モデル集落でも一部気象や病害虫の被害は生じており、対策

を検討する必要がある。また、3）については、現在は同事業の開始準備の最終段階にある。 

 

(2) 波及効果 

本プロジェクトの波及効果として、以下の点が挙げられている。 

 プロジェクトで支援している農地の面積は限られているが、農家が独自で栽培面積を広

げたり、別の種類のトウモロコシやエンドウ豆についてもプロジェクトで導入した栽培方法

を活用しているケースがまだ少数ではあるが確認されている。 

 対象村落の周辺地域に紫トウモロコシの栽培を希望する農家が出てきている。特に今ま

で一般に知られていなかった INIA601 への関心が徐々に高まっている。 

 プロジェクト以前は、INIA、AGRO RURAL、州政府、郡・町政府が活動を共に実施する機

会は限られていたが、本プロジェクトの活動により同じ目的をもって活動に取り組むことで、

それぞれの専門性や経験を生かした活動ができ、受益者にとっては良いサービスにつな

がるとの意見が聞かれた。 

 紫トウモロコシの対象地域の農家では、今まで家庭で炭酸飲料を多く飲んでいた代わり

にチチャモラーダ（紫トウモロコシを煮出した伝統的飲料）を飲むようになり、健康面も意

識するようになったとの声が聞かれた。 

 
４－５ 持続性 
(1) 政策・制度面 

「4-1 妥当性」でも述べたとおり、本プロジェクトの活動はペルー政府の上位政策と整合してい

る。また、各郡・町の政策とも整合していることが確認されており、小規模農家の生計向上に向けた

支援は今後も継続されることが期待できる。一方、本プロジェクトのモデルの活用・普及においては、

モデルは組織強化、栽培技術向上、生産チェーンの構築、水土保全のコンポーネントから成る
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パッケージであり、どの機関がどのような役割を担うことでペルーの現行の制度上効果的な活動展

開が可能になるか、検討が必要となっている。 

 

(2) 組織・財政面 

INIA は作物の調査研究を行う機関であり、本プロジェクトでも INIA601 の導入や栽培方法等、技

術面で貢献している。同時に、プロジェクト運営中央チームで本プロジェクトの運営管理に携わり、

実施機関の中心的な役割を果たしている。 

AGRO RURAL は既述のとおり人員配置の問題が生じている。予算が確立した特定のプログラム

に対して人員が配置される体制であるため、現行のプロジェクト活動におけるローカル・チームの

一員としての役割だけではなく、プロジェクト終了後の啓発対象地域への普及にかんがみた実施

体制が検討される必要がある。また AGRO RURAL は有償資金協力｢山岳地域小中規模灌漑整備

事業｣の実施機関であり、同事業との連携における役割も重要となる。 

カハマルカ州政府については、現在ローカル・チームの一員として週に 2 日程度参加している

農業局の職員は、州内の農業技術普及に携わる正規職員である。州政府は活動経費の面でも貢

献している。将来的な州内でのモデル普及においては、ローカル・チームの農業局職員がプロ

ジェクトの経験者として他の郡でも貢献することが期待される。一方、現時点までは、州政府のプロ

ジェクトの運営管理面での参加は部分的であり、将来的に州内でのモデル普及に向けて州政府が

担う役割について具体化が必要とされる。近い将来では、2014年10月に地方政府の選挙があるこ

とから、プロジェクト活動の継続に影響が生じないよう、対策が求められる。 

各郡・町政府については、ローカル・チームの職員はほぼ全員が本プロジェクトのための臨時雇

用である。郡・町政府の正規職員は非常に限られており、プロジェクト実施の際には職員の臨時雇

用や外部発注で実施するのが一般的である。しかし、臨時雇用の人材のほとんどは政府や民間企

業、NGO などの農業分野活動に再度雇用される可能性が高い。一方、受益者の最も近くに位置

する郡・町政府がプロジェクト実施時に果たす役割は大きい。そして、州政府同様、地方選挙によ

る活動継続へのリスクは避けられない。このような条件下で、郡・町内のモデル地域での活動継続

や対象外の地域でのモデル普及活動をどのように展開していくか、検討が必要である。なお、ナモ

ラ町政府は本プロジェクトを含む町政府関連全プロジェクトの全要員を 2014 年 3 月末に解雇する

予定である。これは、「選挙活動に関連した動き」とのことであり、地方選挙に向けて他の実施機関

も同様の事態が発生する可能性がある。 

 

(3) 技術面 

カウンターパート職員の技術面については、必要な技術・知識を OJT や研修により強化して

いるが、カウンターパートからは活動を実施するにあたり、特に組織強化の能力、生産チェーン構

築に関する知識、病害虫の防除など植物衛生の知識が不足しているとの意見があった。今後の活

動を通してそれらの能力の向上が図られることが期待される。 

農家の技術面については、既述のとおり新しい栽培技術の受け入れは農家間で差が生じて

いるが、第一作期（2012-2013 年）はまだ新しい技術を信頼しない農家がいるのも当然であり、既に

第一作期の良好な結果を受けて第二作期（2013-2014 年）は改善している農家も増えているとのこ

とである。プロジェクトが導入している技術は第一作期に効果が確認されているが、伝統的な農法
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より労力や初期投資が必要であることから、それらを補えない農家は導入が難しいのは事実である。

対象農家にはプロジェクトが初期投資を支援しているが、普及の段階では小規模農家の資金への

アクセスが課題となり得るため、対策が必要となる。 

啓発対象地域での将来的な活動においては、換金作物として有力な対象作物の選定や、選定

された作物の生産性や質の向上に向けた栽培技術の確立や導入、生産チェーンの構築を実施す

ることが期待されている。モデルについて理解した上で他の作物に応用し、各活動の実施に必要

な技術・知識が関係機関から得られるような実施体制について、各地の状況に応じて検討される必

要がある。 

 

４－６ 結論 
本プロジェクトは、対象地域のニーズやペルー側日本側の政策との整合性が引き続き高く、また

小規模農家の生計向上に貢献する手段としても適切であると判断されていることから、妥当性は引

き続き高いことが確認された。 

有効性については、1 から 4 の各アウトプットの達成度を高めることにより、本プロジェクトが目標

としている「小規模農家の生計向上に向けたモデル」の内容が具体化され、有効性の高いモデル

としてまとめられることが期待される。 

効率性については、投入や活動に見合ったアウトプットの産出状況が確認されており、重点的に

活動を展開してきた紫トウモロコシやエンドウ豆の生産性・質の向上が達成されつつあることが確

認された。その他のアウトプットについては、今後達成に向けて必要な活動を再検討し、整理した

上で活動を展開していくことが期待される。 

インパクトに関しては、上位目標の達成見込みについては、上述のとおり紫トウモロコシやエンド

ウ豆による収益性の向上が確認されつつあることから、今後アウトプット 3 の生産チェーンの構築の

活動により対象農家の生計向上が期待できる。啓発対象地域でのモデルの活用については、プロ

ジェクト期間後半にモデル自体の具体化とともに、普及の方法が具体化される予定である。なお、

紫トウモロコシ栽培技術の導入やローカル・チームにおける異なる機関による協働に関して、正の

波及効果が確認された。 

持続性については、政策面での継続的な支援は期待できるが、本プロジェクトの活動の継続や

モデルの普及のためには各関係機関の組織体制にかんがみ、今後各機関が担うべき役割を再確

認する必要性が確認された。技術面においては、今後のプロジェクト期間を通してカウンターパー

トの更なる技術強化や、啓発対象地域での普及において必要となる技術にかんがみた実施体制

の検討が必要である。 

なお今後プロジェクト活動が円滑に進捗すればプロジェクト目標と上位目標の達成は可能であ

ると判断されるが、その前提として下記の提言に示す検討や改善が求められる。 
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第５章 提言 

1. 協力終了後のペルー側による自立発展を念頭に置いた活動の実施 

本プロジェクトの終了後は、上位目標の達成に向けたペルー側の自助努力による他地域への

協力成果の普及が望まれる。よってプロジェクト後半部においてはその普及体制の整備や普及技

術・方法にも視座を置いた活動に心掛ける必要がある。具体的には、①プロジェクト活動に対する

日本側からのインプットを徐々に削減し、ペルー側を中心とする活動実施体制を構築すること、②

ペルー側関係組織間の活動に係る役割と責任分担をより明確にすること、③農家が受け入れやす

い技術と普及方法について更なる検討を行うこと、などが必要である。なお、農家に受け入れられ

やすい技術と方法についての留意点は下記のとおりである。 

 農民組織強化：持続的な小規模農家の生計向上のためには農民組織の強化が必要と

なるので、それに向けた農家の意識改革を伴う各種活動を今後更に促進していくことが

求められる。また、各集落の社会・経済環境に応じた強化案の検討も必要とされる。 

 栽培技術：現在プロジェクトで推進している栽培技術を適用するためには、平均的な小

規模農家の資金力を超えるインプットが必要となるので、今後は農家が投資可能な営農

資金を勘案した適切な技術開発などにも取り組むことが求められる。 

 農産物生産チェーン：農産物の価値（高い質、アントシアニンの含有量等）を適切に評価

するマーケットの開発がまずは重要である。そのためには、農産物の販売だけではなく、

販売形態やマーケットの多角化、市場のニーズに合わせた選果・加工等を通した付加価

値化をめざす必要がある。 

 水土保全：水土保全促進の前提は、農家がその重要性を認識することにあるので、まず

は彼らが理解しやすい教材を作成するなどその啓発方法を検討する必要がある。また、

水土保全工法の更なる普及に向けては農家が適用しやすい手法の開発やきめ細かい

指導を今後行っていくことが求められる。 

 

2. 自立発展検討委員会の設立 

協力終了後のペルー側によるプロジェクト成果の普及に向け、実施機関の代表者から成る

「自立発展検討委員会」を設立し、普及計画の策定を行うことを提言する。委員会では以下の項目

について検討することが求められる。 

 将来の事業化に向けた投資前調査 

 プロジェクトが推奨する栽培技術適用の際に必要な初期投資確保のための小規模農家

への営農資金貸付制度 

 技術普及体制 

 優良種子の生産供給体制 

 農産物生産チェーン強化に関わる支援 

 カハマルカ州政府農業計画（クリスネハス及びヘケテペケ経済回廊）における紫トウモロコ

シ及びエンドウ豆生産チェーンの優先化 

 その他 

なお、委員会には以下のメンバーの参加が望ましい。 
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表 18：自立発展検討委員会のメンバー（仮） 

委員長 MINAGRI 農業インフラ開発副大臣 

メンバー MINAGRI の企画予算室（OPP）の代表者 

メンバー INIA の長官 

メンバー AGRO RURAL の長官 

メンバー カハマルカ州政府の代表者 

オブザーバー JICA の代表者 

オブザーバー カハマルカ州の農民組織の代表者 

 

3. 技術スタッフの適切な配置と活動予算の確保 

プロジェクト運営ローカル・チームの技術スタッフが適切に配置されない、必要な活動予算が

確保されないという問題が一部のペルー側関係組織にみられたが、今後のプロジェクト活動の円

滑化に向けてはそれらの問題の改善に努めることが望まれる。 

 

4. 農産物生産チェーンの更なる強化 

農産物の生産と販売だけでは、市場価格変動の影響を回避できず農家の安定的な収入向上

には結び付きにくい。その問題に対処するため、本プロジェクトでは農民組織で運営可能な農産

物生産チェーン（生産⇒選果・加工⇒共同出荷）の強化に取り組むこととした。しかしながら、原材

料の不足や技術的な課題などもあり、その活動は遅れている。農産物生産チェーンの更なる強化

のためには、州政府の市場開発専門スタッフを中心とした数人の専従チームの立ち上げによる、

マーケットの多角化と買い手の特定、及びその買い手と農家のマッチングを行うことを提言する。 

なお、付加価値化において、もし農産物選果・加工施設の整備が必要であれば、プロジェクト

発足時当初の約束に従い建屋は各郡政府（カハマルカ州政府からの支援を含む）の資金により建

設し、施設建設後の必要な加工機材の導入はJICAの予算で実施するものとする。なお運営・操作

維持管理についての技術指導の時間を確保できるよう、施設整備を行う場合は少なくとも協力終

了 1 年前までには終わらせる必要がある。 

 

5. 水土保全活動の更なる推進 

協力対象地域の水土資源の劣化は著しく、このままでは営農自体が今後困難となることが懸

念される。水土保全（土壌保全、植林等による流域保全）は持続的農業の基礎である。現状では

水土保全活動は行われているが、農家の関心や活動の進展度合いは低い。「水土保全なくして将

来はない」という強い認識をプロジェクト関係者間で共有し、この活動の加速化を図る必要がある。 

 

6. 各技術コンポーネントのパッケージとしての普及 

現状では、プロジェクトの各コンポーネントが必ずしも総合パッケージとして普及されていると

はいえず、その改善が必要とされる。小規模農家の持続的な生計向上を達成するためには、水土

保全、栽培技術、生産チェーン技術などの各コンポーネントをパッケージとして対象農家の状況に

応じて普及することが望まれる。 
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7. プロジェクト目標に示される「モデル」の内容について 

プロジェクト目標に示されるモデルに係る指標は、小規模農家の生計向上に必要とされる「技

術論」と「方法論」の文書化である。具体的には、プロジェクトの成果と教訓を基にそれらの文章化

を行う。技術論の対象は農民組織強化、水土保全、作物栽培、選果・加工に係るもので、方法論

ではそれらの技術を効果的かつ効率的に普及できる手法について言及することとなる。それらの

内容をガイドラインあるいはマニュアルに取りまとめることとなるが、その策定は小規模農家の受容

能力及び関係組織の所管業務の範囲などについても十分勘案しながら妥当性に富むものとする

必要がある。なお、それらのガイドラインやマニュアルの他地域への適用に際しては、各地の自然・

社会・経済条件などに留意する必要がある。 

 

8. 優良種子の生産・供給体制の強化 

将来的なプロジェクト成果の普及のためには、優良種子の生産・供給システムの強化が必要

となる。よって、INIA の種子生産キャパシティーを拡大するとともに、INIA に登録される種子生産農

家や業者を形成していくことが望まれる。 

 

9. 州政府及び郡・町政府の支援の継続 

州政府や郡・町政府は、政権交代が生じた場合にも、プロジェクト活動の継続に向けた措置を

講じること。 

 

10. 国家農業検疫庁（SENASA）の積極的な参加 

プロジェクト活動において発生している植物衛生の問題を解決するために、SENASA の積極

的な参加を要請すること。 
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ペルー国カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト 

1．実績の検証 

評価設問 
指標 指標の入手手段・情報源 データ収集方法 

大項目 小項目 

プロジェクト

目 標 の 達

成見込み 

対象地域において小規模

農家の生計向上に向けた

モデルが構築される。 

小規模農家の生計向上に向けた方法論、

技術論を取り纏めた文書が作成される。 

 

プロジェクト報告書、中間レビ

ュー事前資料、専門家作成

資料 

文献・聴取 

アウトプット

の 達 成 状

況 

1. モデル集落において、農

民組織の活動実施体制

が整備・強化される。 

1-1. 各モデル集落において、適切な農民

組織が形成される。 

1-1．プロジェクト進捗報告

書、農民組織定款 

文献・聴取 

1-2. すべての農民組織において、毎年年

間計画が策定され、また活動報告が

行われる。 

1-2. 農民組織活動関連書

類（会議議事録等） 

 

文献・聴取 

1-3. 農民組織が少なくとも月１回の組織的

活動をする。 

1-3. 農民組織活動関連書

類（会議議事録等） 

文献・聴取 

2. モデル集落農家の対象

作物の農業生産性及び

質が向上する。 

2-1. 対象作物の単収が平均 30%増加す

る｡ 

2-1. ベースライン及びエンド

ライン調査結果 

文献・聴取 

2-2. 直接受益農家の 30％が生産物の品

質を改善する。 

2-2. ベースライン及びエンド

ライン調査結果 

文献・聴取 

3. モデル集落の農民組織

による農産物生産チェー

ンが整備される。 

3. 付加価値化により対象産品（原材料

重量当たり）の収益性が 30％向上す

る。 

3. ベースライン及びエンドラ

イン調査結果 

文献・聴取 

4. モデル集落の水土保全

が促進される。 

4-1. モデル集落の小規模農家の内 50％

が土壌保全対策を適用する｡ 

4-1. ベースライン及びエンド

ライン調査結果 

文献・聴取 

4-2. 各モデル集落において植林計画が

策定され、計画に沿った植林活動が

実施される。 

4-2. プロジェクト進捗報告書 文献・聴取 

5. 啓蒙対象地域の啓蒙対

象者において、モデル集

落での取組みへの理解

が深化する。 

5-1. すべての啓蒙対象地域において、策

定された啓蒙計画が達成される。 

5-1. プロジェクト進捗報告書 文献・聴取 

5-2. 啓蒙活動対象者のうち 50％がモデル

に高い関心を示す。 

5-2. アンケート調査 文献・聴取 

上 位 目 標

達 成 の 見

込み 

1. 対象地域の小規模農家

の生計が向上する。 

 

1. 直接受益農家の農業所得がプロジェ

クト開始時と比較し 30％上回る。 

ベースライン及ぶエンドライン

調査結果 

 

文献・聴取 

2. 啓蒙対象地域において

モデルが活用される。 

2. 啓蒙対象地域の 27 集落がモデル事

業を行う。 

INIA 及び AGRORURAL 報

告書 

文献・聴取 

日 本 側 の

投入実績 

1. 専門家 1) チーフアドバイザー/啓蒙 

2) 副チーフアドバイザー/農産物加工/

流通 

3) 農業技術普及/農民組織 

4) 農産物加工/流通 

5) 農地保全（水度保全） 

6) 業務調整/研修 

7) 短期専門家 

R/D、事業進捗報告書、中間

レビュー事前資料、専門家、

C/P 

文献・聴取 

2. C/P の技術研修 本邦研修、第三国研修等 

 

R/D、事業進捗報告書、中間

レビュー事前資料、専門家 

文献・聴取 

3. 供与機材 機材・車両等 

 

R/D、事業進捗報告書、中間

レビュー事前資料、専門家 

文献・聴取 

4. 在外事業強化費 現地業務費 R/D、事業進捗報告書、中間

レビュー事前資料、専門家 

文献・聴取 

ペ ル ー 側

の 投 入 実

績 

1. C/P の配置 各機関の C/P 配置実績 

 

R/D、事業進捗報告書、中間

レビュー事前資料、C/P リス

ト、専門家、各 C/P 機関 

文献・聴取 

2. 施設 建物、施設、展示圃場，事務所、機材の設

置保管場所、その他プロジェクト実施に必

要な場所 

R/D、事業進捗報告書、中間

レビュー事前資料、専門家、

各 C/P 機関 

文献・聴取 

3. 電気、水道、通信設備  R/D、事業進捗報告書、中間 文献・聴取 
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レビュー事前資料、専門家、

各 C/P 機関 

4. 運営経費 電気、水道、通信、燃料の他、施設の維持

にかかる経費、職員の人件費及び旅費

等、調査及び普及活動のための予算を含

む 

R/D、事業進捗報告書、中間

レビュー事前資料、専門家、

各 C/P 機関 

文献・聴取 

5. その他 何かあれば 専門家、C/P 聴取 

 

2．実施プロセス 

評価設問 
必要な情報・データ 情報源 

データ収集

方法 大項目 小項目 

活 動 実 施 状

況 

活動は計画通りに実施され

たか 

各活動の実施時期、達成度、進捗状況、

進捗に影響を与えた問題等 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、PO、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取・

質問票 

プ ロ ジ ェ ク ト

の実施体制 

マネジメント体制は適切に

機能しているか 

プロジェクト運営に係る意思決定の方法

（必要な関係者が含まれているか、適切

なタイミングで行われているか等）、指示

系統が機能しているか 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員 

文献・聴取・

質問票 

プロジェクト関係者の責任や役割分担が

明確か 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員 

文献・聴取調

査 

関係者間のコミュニケーシ

ョンは適切にとられている

か 

関係者間の情報交換/コミュニケーション

の方法・頻度（JCC、進捗報告、定例会議

等各種会合の開催実績）、共有されてい

る情報 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員 

文献・聴取・

質問票 

実施機関や C/P 職員のオ

ーナーシップは十分か 

C/P の参加度、投入実績、ペルー側担当

事項の実施状況 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関 

文献・聴取 

プロジェクトの進捗モニタリ

ングは適切に行われている

か 

モニタリングの方法・頻度、モニタリング結

果が関係者間で共有され次の活動に活

かされているか 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関 

文献・聴取・

質問票 

技 術 移 転 の

方法 

技術移転の達成目標・手

法が明確か、方法に問題

はないか 

実施機関・C/P 職員に対する技術移転の

達成目標、手法、達成状況、満足度、課

題 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員 

文献・聴取 

農家に対する技術移転の達成目標、手

法、達成状況、満足度、課題 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員、農民グループ 

文献・聴取・

質問票 

人 材 の 配 置

状況 

配置されている専門家は適

切な人材か、十分に活動に

従事しているか 

専門家人材の専門性等の適切性、プロジ

ェクト活動への参加方法・頻度、専門家間

での役割分担 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関 

文献・聴取・

質問票 

配置されているC/P職員は

適切な人材か、十分に活

動に従事しているか 

C/P職員の職制(所属先、専門性等）の適

切性、プロジェクト活動への参加方法・頻

度 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員 

文献・聴取・

質問票 

ターゲットグ

ル ー プ や 関

係 組 織 の 参

加度・認識 

農民グループはプロジェク

トの活動に十分に参加して

いるか 

各対象地域の農民グループの活動への

参加方法・頻度、参加実績 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員 

文献・聴取・

質問票 

PDM の改訂 PDM の改訂は適切なプロ

セスで行われたか 

PDM 改訂のプロセス、改訂内容、関係者

の理解度 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

JCC の協議議事録 

文献・聴取 

当初の目的や現状に鑑み

た適切な内容の修正がなさ

れたか 

現行の PDM のプロ目の指標、成果の指

標(目標値を含む）、活動など内容は適切

か 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関 

文献・聴取 

その他、実施

過 程 で 生 じ

ている問題、

効 果 発 現 に

影 響 を 与 え

た要因等 

プロジェクト開始後、現時

点までに何らかの課題が生

じているか、生じた課題に

対してどのように対処して

いるか 

活動の実施状況、課題の現状、課題への

対処状況、今後の見通し 

 

事業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員 

文献・聴取・

質問票 
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3．評価 5 項目 

評

価

項

目 

評価設問 

必要な情報・データ 情報源 
データ収集

方法 大項目 小項目 

妥
当
性 

必要性 プロジェクトはペルーの社

会や対象地域のニーズに

合致しているか、事前評

価で確認された必要性の

状況に変更はないか 

シエラの小規模農家の生計向上に関す

るニーズ、取り組み等最新の動向、対象

地域の現況・課題 

詳細計画策定調査報告書、事

業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員 

文献・聴取・

質問票 

優先度 ペルーの開発政策との整

合性はあるか 

ペルーの国家開発計画、農業計画等 

との整合性に変化がないか 

詳細計画策定調査報告書、事

業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関 

文献・聴取・

質問票 

対象地域の政策との整合

性はあるか 

カハマルカ州及び対象郡の開発計画と

の整合性に変化がないか 

詳細計画策定調査報告書、事

業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関 

文献・聴取・

質問票 

日本の ODA 政策との整

合性はあるか 

日本の援助政策、国別援助計画との整

合性 

現行の対ペルー国別援助計画、

JICA ペルー事務所 

文献・聴取 

手 段 と し て

の適切性 

プロジェクトの内容・デザ

イン・アプローチは開発課

題に効果を生む手段とし

て現時点でも適切か 

プロジェクトの内容・デザイン・アプロー

チの適切性、当初計画からの変更の有

無(変更があればその適切性）、実績の

検証結果 

詳細計画策定調査報告書、事

業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員 

文献・聴取・

質問票 

ターゲットグループの選

定は適切かつ十分であっ

たか 

対象村落・農民グループにおける活動

の展開状況、当初計画からの変更の有

無、実績の検証結果 

詳細計画策定調査報告書、事

業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関 

文献・聴取 

その他 政府による関連事業、他

ドナーによるプロジェクト、

他の JICA 事業等との連

携・デマケは明確に示さ

れているか、相乗効果が

生じているか 

関連事業の有無、内容、進捗状況、連

携の有無等 

詳細計画策定調査報告書、事

業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

JICA ペルー事務所、該当する

政府・他ドナー・JICA 事業の関

連文書 

文 献 ・ 聴 取

調査 

プロジェクト開始後、プロ

ジェクトを取り巻く環境（制

度・政策面、社会・経済動

向等）の変化はないか 

実施機関の組織変革、プロジェクトの位

置付けの変化、他ドナーによる類似プロ

ジェクトの開始の有無、社会・経済状況

の変化等 

詳細計画策定調査報告書、事

業進捗報告書、中間レビュー事

前資料、専門家、各 C/P 機関、

C/P 職員 

文 献 ・ 聴 取

調査 

有
効
性 

プロジェクト

目標の達成

見込み 

プロジェクト目標は達成が

見込まれるか 

実績の検証結果 実績の検証結果   

プロジェクト目標達成の貢

献要因は何か 

アウトプットに関する要因以外にもプロ

ジェクト目標の達成に貢献している要因

があるか 

実績の検証結果、事業進捗報

告書、中間レビュー事前資料、

専門家、C/P 

文献・聴取 

プロジェクト目標達成を阻

害する要因は何か 

アウトプットに関する要因以外にプロジ

ェクト目標の達成を阻害している、悪影

響を与えている要因があるか 

実績の検証結果、事業進捗報

告書、中間レビュー事前資料、

専門家、各 C/P 機関、C/P 職員

文献・聴取・

質問票 

アウトプット

とプロジェク

ト目標達成

の因果関係 

アウトプットはプロジェクト

目標を達成するために十

分か 

実績の検証結果 実績の検証結果   

アウトプットからプロジェク

ト目標に至るまでの外部

条件は現時点でも正しい

か、外部条件の影響がみ

られるか 

対象作物の価格が極端に下落していな

いか、現時点でも対象作物の価格の下

落が生じないことは外部条件として正し

いか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取 

プロジェクト目標達成のた

めの新たな外部条件があ

るか 

新たな外部条件の有無 事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取 

効
率
性 

アウトプット

の産出 

アウトプットの産出状況は

適切か 

実績の検証結果 実績の検証結果   

アウトプットの産出に貢献 プロジェクト活動以外にもアウトプットの 事業進捗報告書、中間レビュー 文献・聴取 
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した要因は何か 発現に貢献している要因があるか 事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

アウトプットの産出を阻害

した要因は何か 

プロジェクト活動以外の要因でアウトプ

ットの発現を阻害している要因がるか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取 

活動とアウト

プ ッ ト 産 出

の因果関係 

アウトプットを産出するた

めに十分な活動であった

か 

実績の検証及び実施プロセスの分析結

果 

実績の検証及び実施プロセスの

分析結果 

  

活動からアウトプットに至

るまでの外部条件は現時

点においても正しいか、

外部条件の影響はあった

か 

モデル集落で異常気象や予期せぬ病

虫害の発生等が生じていないか 
事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、C/P 職員 

文献・聴取 

農産物加工場に係る用地取得や建設

が実施されているか 
事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取 

アウトプット達成のための

新たな外部条件があるか 

新たな外部条件の有無 事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文 献 ・ 聴 取

調査 

投入のタイ

ミング・質・

量 

活動を行うために過不足

ない量・質の投入が、適

切なタイミングで供給され

たか 

投入の実績及び実施プロセスの分析結

果、投入の過不足やタイミングによる活

動への影響 

投入の実績及び実施プロセスの

分析結果、事業進捗報告書、中

間レビュー事前資料、専門家、

各 C/P 機関、C/P 職員 

文 献 ・ 聴 取

質問票 

費用対効果 コストに見合うアウトプット

が産出されているか 

主な投入がアウトプットの産出に直接結

びついているか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取 

イ
ン
パ
ク
ト 

上位目標達

成の見込み 

プロジェクトの効果として

上位目標の発現が見込ま

れるか 

実績の検証結果 実績の検証結果   

上位目標の達成を阻害

する要因があるか 

上位目標の達成を阻害する要因の有無 事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取・

質問票 

上位目標と

プロジェクト

目標の因果

関係 

上位目標とプロジェクト目

標は乖離していないか 

プロジェクトの成果を活用した上位目標

達成までの道筋が明確になっているか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機関

文献・聴取 

プロジェクトの成果を活用するための必

要な体制（人材・技術・制度・予算 etc）

の確保が見込まれるか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機関

文献・聴取・

質問票 

プロジェクト目標から上位

目標に至るまでの外部条

件は現時点においても正

しいか、外部条件の影響

はあったか 

C/P 機関がモデルの成果を活用し、農

業促進支援を継続して実施することが

見込まれるか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機関

文献・聴取・

質問票 

対象地域及び啓蒙対象地域において

異常気象や予期せぬ病虫害の発生等

生じていないか、それらを予期する兆候

等が確認されていないか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員、対象農民グルー

プ 

文献・聴取 

有償資金協力｢山岳地域小中規模灌漑

整備事業｣が実施されているか、継続し

て実施が見込まれるか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、該当事業の

JICA 担当者 

文献・聴取 

プロジェクト目標から上位

目標に至るまでの新たな

外部条件があるか 

新たな外部条件の有無 事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取 

波及効果 上位目標以外の正負のイ

ンパクトが見込まれるか 

政策の策定や法律・制度・基準などの

整備への影響の有無 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員、対象農民グルー

プ 

文献・聴取・

質問票 

対象地域やターゲットグループ全体へ

の影響の有無 

自然環境、ジェンダー、人権、貧富など

社会・文化的側面への影響の有無 

自
立
発
展
性 

効果の持続

性 

プロジェクトが目指してい

る効果はプロジェクト終了

後も持続することが見込

めるか 

総合的な要因分析の結果 総合的な要因分析の結果  

C/P 、 タ ー 組織体制：活動を円滑に 各 CP 機関の組織体制は整備されてい 事業進捗報告書、中間レビュー 文献・聴取・
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ゲ ッ ト グ ル

ープの持続

性 

実施できる組織体制・人

材配置があるか 

るか（今後整備が見込まれるか） 事前資料、専門家、各 C/P 機関 質問票 

対象の農民グループの組織体制は整

備されているか（今後整備が見込まれる

か） 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、C/P 職員、

農民グループ 

文献・聴取 

財政面：活動を円滑に実

施するに足る予算が確保

されているか 

各 CP 機関で予算の確保が見込まれる

か 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機関

文献・聴取・

質問票 

対象の農民グループは活動継続に必

要な経費を確保することが見込まれるか

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員、農民グループ 

文献・聴取 

意思決定プロセス：活動

を円滑に実施するに足る

意思決定のプロセスは機

能しているか 

各 CP 機関の活動継続に必要な意思決

定は機能しているか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機関

文献・聴取 

対象の農民グループが活動を継続する

ための意思決定プロセスは整備されて

いるか（今後整備が見込まれるか） 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員、農民グループ 

文献・聴取 

技術面：プロジェクト実施

に必要な技術を有してい

るか 

各 CP 機関は活動継続に必要な技術を

有しているか（今後整備が見込まれる

か） 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取・

質問票 

対象の農民グループが活動を継続する

ために必要な技術を有しているか（今後

整備が見込まれるか） 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員、農民グループ 

文献・聴取 

資機材：必要な資機材は

適切に維持管理されてい

るか 

各 CP 機関は活動継続に必要な資機材

を適切に維持管理しているか（今後も維

持管理が見込まれるか） 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取 

対象の農民グループは活動を継続する

ために必要な資機材を適切に維持管理

しているか（今後も維持管理が見込まれ

るか） 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、C/P 職員、

農民グループ 

文献・聴取 

オーナーシップは確保さ

れたか 

各 CP 機関は活動継続に必要なオーナ

ーシップを有しているか（今後整備が見

込まれるか） 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取 

対象農民グループはオーナーシップを

もって活動に従事しているか（今後整備

が見込まれるか） 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、C/P 職員、

農民グループ 

文献・聴取・

質問票 

政 策 ・ 制 度

面からみた

持続性 

政策持続性 各 CP 機関において、プロジェクト終了

後も対象地域での活動や他地域へのモ

デルの普及を推進するための政策支援

が継続するか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機関

文献・聴取 

規制・法制度整備 対象地域での活動の継続や他地域へ

のモデルの普及に必要な規制・法制度

は整備されているか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機関

文献・聴取 

モデル普及性 モデルは啓蒙対象地域での汎用性が

十分に考慮されたものになっているか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員 

文献・聴取 

モデルは啓蒙対象地域の関係者にとっ

て関心が高いものになっているか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機関

文献・聴取 

環境社会配

慮からみた

持続性 

社会・文化的側面 社会・文化的側面への負の影響が活動

継続に支障をきしていないか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員、農民グループ 

文献・聴取・

質問票 

社会的弱者への配慮 女性、貧困層、社会的弱者への配慮不

足が持続的効果を妨げていないか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員、農民グループ 

文献・聴取・

質問票 

環境面 環境への負の影響は活動を継続するう

えで支障とならないか 

事業進捗報告書、中間レビュー

事前資料、専門家、各 C/P 機

関、C/P 職員、農民グループ 

文献・聴取・

質問票 
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3 
L

as
 

or
ga

ni
za

ci
on

es
 

de
 

pr
od

uc
to

re
s 

re
al

iz
an

 
ac

ti
vi

da
de

s 
co

nj
un

ta
s 

al
 m

en
os

 1
 v

ez
 a

l m
es

. 
 2-

1 
S

e 
in

cr
em

en
ta

 e
l 

re
nd

im
ie

nt
o 

de
 b

en
ef

ic
ia

ri
os

 d
ir

ec
to

s 
en

 
la

s 
co

m
un

id
ad

es
 o

bj
et

o 
en

 3
0 

%
. 

2-
2 

 3
0%

 d
e 

pr
od

uc
to

re
s 

be
ne

fi
ci

ar
io

s 
m

ej
or

an
 c

al
id

ad
 d

e 
lo

s 
pr

od
uc

to
s 

 

  1-
1 

In
fo

rm
es

 d
e 

A
va

nc
e 

de
l P

ro
ye

ct
o,

 E
st

at
ut

o 
de

 
la

s 
or

ga
ni

za
ci

on
es

 d
e 

lo
s 

pr
od

uc
to

re
s 

1-
2 

A
rc

hi
vo

 
de

 
la

s 
or

ga
ni

za
ci

on
es

 
de

 
lo

s 
pr

od
uc

to
re

s 
(a

ct
as

 d
e 

re
un

ió
n 

et
c.

).
 

1-
3 

A
rc

hi
vo

 
de

 
la

s 
or

ga
ni

za
ci

on
es

 
de

 
lo

s 
pr

od
uc

to
re

s 
(a

ct
as

 d
e 

re
un

ió
n 

et
c.

).
 

 2-
1 

R
es

ul
ta

do
s 

de
l 

es
tu

di
o 

lí
ne

a 
ba

se
 y

 d
e 

lí
ne

a 
fi

na
l d

el
 P

ro
ye

ct
o 

2-
2 

 R
es

ul
ta

do
s 

de
l 

es
tu

di
o 

lí
ne

a 
ba

se
 y

 d
e 

lí
ne

a 
fi

na
l d

el
 P

ro
ye

ct
o 

 

  1.
 

N
o 

ha
y 

gr
an

 c
aí

da
 d

e 
pr

ec
io

s 
de

 lo
s 

cu
lt

iv
os

 
ob

je
to

. 
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 3.

  
S

e 
es

ta
bl

ec
e 

la
 c

ad
en

a 
pr

od
uc

ti
va

 d
e 

pr
od

uc
to

s 
ag

rí
co

la
s 

po
r 

pa
rt

e 
de

 l
as

 o
rg

an
iz

ac
io

ne
s 

de
 p

ro
du

ct
or

es
 d

e 
la

s 
co

m
un

id
ad

es
 m

od
el

o.
 

 4.
  

S
e 

pr
om

ue
ve

 la
 c

on
se

rv
ac

ió
n 

de
 s

ue
lo

 y
 a

gu
a 

de
 la

s 
co

m
un

id
ad

es
 m

od
el

o.
 

    5.
  

S
e 

pr
of

un
di

za
 

el
 

en
te

nd
im

ie
nt

o 
de

 
la

s 
ac

ti
vi

da
de

s 
de

l 
pr

oy
ec

to
 

pa
ra

 
la

s 
pe

rs
on

as
 

in
te

re
sa

da
s 

co
m

o 
pr

od
uc

to
re

s 
de

 
la

s 
co

m
un

id
ad

es
 

m
od

el
o 

en
 

el
 

ár
ea

 
ob

je
to

 
de

 
se

ns
ib

il
iz

ac
ió

n.
 

 3.
 

 S
e 

in
cr

em
en

ta
 l

a 
re

nt
ab

ili
da

d 
de

 l
os

 p
ro

du
ct

os
 o

bj
et

os
  

en
 

30
 %

 (
re

nt
ab

il
id

ad
 / 

kg
) 

, p
or

 v
al

or
 a

gr
eg

ad
o 

 
 

 
4-

1.
  

E
l 

50
 %

 d
e 

be
ne

fi
ci

ar
io

s 
di

re
ct

os
 d

e 
la

s 
co

m
un

id
ad

es
 

m
od

el
o 

ap
li

ca
n 

la
s 

pr
ác

ti
ca

s 
de

 c
on

se
rv

ac
ió

n 
de

 s
ue

lo
  

4-
2.

  
S

e 
el

ab
or

a 
y 

ej
ec

ut
a 

el
 p

la
n 

de
 p

la
nt

ac
ió

n 
fo

re
st

al
 e

n 
ca

da
 

co
m

un
id

ad
 m

od
el

o 
 

 
 

5-
1.

  
E

n 
to

da
s 

ár
ea

s 
de

 s
en

si
bi

li
za

ci
ón

, 
se

 e
la

bo
ra

 y
 e

je
cu

ta
 

pl
an

 d
e 

se
ns

ib
il

iz
ac

ió
n 

5-
2.

 
D

en
tr

o 
de

 
pa

rt
ic

ip
an

te
s 

en
 

la
 

se
ns

ib
il

iz
ac

ió
n,

 
50

%
 

de
 

pa
rt

ic
ip

an
te

s 
m

an
if

ie
st

an
 a

lt
o 

in
te

ré
s 

en
 e

l m
od

el
o.

 

 3.
  

R
es

ul
ta

do
s 

de
l 

es
tu

di
o 

lí
ne

a 
ba

se
 y

 d
e 

lí
ne

a 
fi

na
l d

el
 P

ro
ye

ct
o 

 4-
1 

R
es

ul
ta

do
s 

de
l 

es
tu

di
o 

lí
ne

a 
ba

se
 y

 d
e 

lí
ne

a 
fi

na
l d

el
 P

ro
ye

ct
o 

4-
2 

 I
nf

or
m

es
 d

e 
A

va
nc

e 
de

l P
ro

ye
ct

o 
  5-

1 
In

fo
rm

es
 d

e 
A

va
nc

e 
de

l P
ro

ye
ct

o 
 5-

2 
E

nc
ue

st
as

 

【
A

ct
iv

id
ad

es
】

 
  1-

1 
S

e 
se

le
cc

io
na

 u
na

 c
om

un
id

ad
 m

od
el

o 
po

r 
pr

ov
in

ci
a 

en
 b

as
e 

a 
lo

s 
cr

it
er

io
s 

el
ab

or
ad

os
 

de
sp

ué
s 

de
l i

ni
ci

o 
de

l P
ro

ye
ct

o 
pa

ra
 s

u 
se

le
cc

ió
n 

y 
se

 e
st

ab
le

ce
n 

co
nv

en
io

s.
 

1-
2 

S
e 

ej
ec

ut
a 

el
 e

st
ud

io
 d

e 
lín

ea
 b

as
e 

en
 la

s 
co

m
un

id
ad

es
 m

od
el

o.
 

1-
3 

Se
 e

xp
li

ca
 y

 s
en

si
bi

li
za

 e
l 

co
nt

en
id

o 
de

 l
as

 a
ct

iv
id

ad
es

 d
el

 P
ro

ye
ct

o 
a 

lo
s 

pr
od

uc
to

re
s 

de
 la

s 
co

m
un

id
ad

es
 m

od
el

o.
 

1-
4 

S
e 

es
ta

bl
ec

en
 o

rg
an

iz
ac

io
ne

s 
de

 p
ro

du
ct

or
es

 a
de

cu
ad

as
 p

ar
a 

la
s 

ac
ti

vi
da

de
s.

 
1-

5 
Se

 o
ri

en
ta

 y
 a

si
st

e 
a 

la
s 

or
ga

ni
za

ci
on

es
 d

e 
pr

od
uc

to
re

s 
so

br
e 

su
 g

es
ti

ón
 y

 la
 e

la
bo

ra
ci

ón
 

de
l p

la
n 

de
 a

ct
iv

id
ad

. 
1-

6 
S

e 
ej

ec
ut

a 
el

 e
st

ud
io

 d
e 

lín
ea

 f
in

al
 e

n 
la

s 
co

m
un

id
ad

es
 m

od
el

o.
 

 2-
1 

 
S

e 
pr

od
uc

en
 s

em
il

la
s 

m
ej

or
ad

as
 d

e 
lo

s 
cu

lt
iv

os
 o

bj
et

o 
en

 e
l 

IN
IA

 y
 s

e 
lo

s 
su

m
in

is
tr

a 
a 

lo
s 

pe
qu

eñ
os

 p
ro

du
ct

or
es

 d
e 

la
s 

co
m

un
id

ad
es

 m
od

el
o.

 
2-

2 
 

S
e 

es
ta

bl
ec

e 
la

 p
ar

ce
la

 d
em

os
tr

at
iv

a 
/ 

ob
se

rv
ac

ió
n 

en
 d

en
tr

o 
y 

ár
ea

 c
er

ca
na

 d
e 

la
 

co
m

un
id

ad
 m

od
el

o 
y 

po
r 

ca
da

 p
ro

vi
nc

ia
. 

2-
3 

 
S

e 
di

fu
nd

en
 l

as
 t

éc
ni

ca
s 

de
l 

pr
oc

es
o 

pr
od

uc
ti

vo
 d

e 
ca

da
 c

ul
ti

vo
 p

ar
a 

la
 s

ie
m

br
a,

 
fe

rt
il

iz
ac

ió
n,

 m
an

ej
o 

de
 s

ue
lo

 y
 m

an
ej

o 
de

 p
la

ga
s,

 m
ed

ia
nt

e 
el

 a
pr

ov
ec

ha
m

ie
nt

o 
de

 l
a 

pa
rc

el
a 

de
m

os
tr

at
iv

a 
y 

la
 v

is
it

a 
de

 i
ns

tr
uc

ci
ón

 p
ar

a 
lo

s 
pr

od
uc

to
re

s 
de

 c
om

un
id

ad
 

m
od

el
o.

 
2-

4 
S

e 
el

ab
or

a 
el

 m
an

ua
l d

e 
la

s 
té

cn
ic

as
 d

el
 p

ro
ce

so
 p

ro
du

ct
iv

o 
de

 c
ad

a 
cu

lti
vo

. 
 3-

1.
  

S
e 

el
ab

or
a 

el
 p

la
n 

pa
ra

 e
st

ab
le

ce
r 

la
 c

ad
en

a 
pr

od
uc

tiv
a 

de
 p

ro
du

ct
os

 a
gr

íc
ol

as
. 

3-
2.

  
S

e 
co

ns
tr

uy
en

 p
la

nt
as

 p
ar

a 
va

lo
r 

ag
re

ga
do

 (
se

le
cc

ió
n,

 p
ro

ce
sa

m
ie

nt
o 

et
c.

) 
pr

im
ar

io
 y

 
ag

ro
in

du
st

ri
al

 d
e 

pr
od

uc
to

s 
ag

rí
co

la
s 

en
 la

s 
ci

nc
o 

pr
ov

in
ci

as
. 

3-
3.

  
S

e 
or

ie
nt

a 
a 

ca
da

 o
rg

an
iz

ac
ió

n 
de

 p
ro

du
ct

or
es

 s
ob

re
 la

 a
dm

in
is

tr
ac

ió
n 

y 
op

er
ac

ió
n 

de
 la

 
pl

an
ta

 m
en

ci
on

ad
a 

en
 3

-2
  

3-
4.

  
S

e 
or

ie
nt

a 
y 

as
is

te
 

a 
la

s 
or

ga
ni

za
ci

on
es

 
de

 
pr

od
uc

to
re

s 
so

br
e 

la
 

ex
pl

ot
ac

ió
n 

de
 

m
er

ca
do

s 
y 

ve
nt

as
 p

ar
a 

lo
s 

pr
od

uc
to

s 
va

lo
r 

ag
re

ga
do

. 
 4-

1.
  

S
e 

or
ie

nt
a 

el
 m

an
ej

o 
de

 s
ue

lo
 a

 p
eq

ue
ño

s 
pr

od
uc

to
re

s 
de

l 
ár

ea
 d

el
 P

ro
ye

ct
o 

 y
 s

e 
le

s 
as

is
te

 e
n 

su
 im

pl
em

en
ta

ci
ón

. 
4-

2.
  

S
e 

or
ie

nt
a 

y 
as

is
te

 a
 l

as
 o

rg
an

iz
ac

io
ne

s 
de

 p
ro

du
ct

or
es

 s
ob

re
 e

l 
es

ta
bl

ec
im

ie
nt

o 
y 

ad
m

in
is

tr
ac

ió
n 

de
 v

iv
er

os
 y

 la
 p

la
ni

fi
ca

ci
ón

 f
or

es
ta

l. 
 5-

1.
  

S
e 

se
le

cc
io

na
n 

la
s 

ár
ea

s 
pa

ra
 d

if
un

di
r 

lo
s 

es
fu

er
zo

s 
de

sp
le

ga
do

s 
en

 l
as

 c
om

un
id

ad
es

 
m

od
el

o.
 

5-
2.

  
S

e 
el

ab
or

a 
el

 p
la

n 
de

 s
en

si
bi

li
za

ci
ón

 t
ra

s 
es

tu
di

ar
 l

as
 p

er
so

na
s 

in
te

re
sa

da
s 

co
m

o 
pr

od
uc

to
re

s,
 e

l 
m

ét
od

o,
 y

 e
l 

co
nt

en
id

o 
de

 l
a 

se
ns

ib
il

iz
ac

ió
n,

 e
n 

el
 á

re
a 

ob
je

to
 d

e 
se

ns
ib

il
iz

ac
ió

n.
 

5-
3.

  
S

e 
re

al
iz

a 
ac

ti
vi

da
d 

de
 s

en
si

bi
li

za
ci

ón
 s

eg
ún

 e
l p

la
n 

el
ab

or
ad

o.
  

【
In

su
m

o】
 

   1.
  

N
o 

oc
ur

re
n 

fe
nó

m
en

os
 a

no
rm

al
es

 c
om

o 
lo

s 
cl

im
at

ol
óg

ic
os

 
ni

 
pl

ag
as

 
o 

en
fe

rm
ed

ad
es

 
im

pr
ev

is
ta

s 
en

 la
s 

co
m

un
id

ad
es

 m
od

el
o.

 
        

<
P

ar
te

 J
ap

on
es

a>
 

  
 

1.
 

E
xp

er
to

s 
Ja

po
ne

se
s:

 
 

 
1)

  
Je

fe
 (

A
se

so
r 

P
ri

nc
ip

al
) 

/ C
ap

ac
it

ac
ió

n 
2)

 
S

ub
 

je
fe

 
/ 

P
ro

ce
sa

m
ie

nt
os

 
de

 
P

ro
du

ct
os

 
ag

rí
co

la
s/

D
is

tr
ib

uc
ió

n 
3)

 
D

if
us

ió
n 

de
 

té
cn

ic
as

 
ag

rí
co

la
s/

O
rg

an
iz

ac
ió

n 
de

 
pr

od
uc

to
re

s 
4)

 
C

on
se

rv
ac

ió
n 

de
 S

ue
lo

 y
 A

gu
a 

5)
 

Pr
oc

es
am

ie
nt

os
 d

e 
pr

od
uc

to
s 

ag
rí

co
la

s/
D

is
tr

ib
uc

ió
n 

6)
  

C
oo

rd
in

ad
or

 
/ 

A
si

st
en

te
 

de
 

D
if

us
ió

n 
de

 
m

od
el

o 
de

 
as

is
te

nc
ia

 p
ar

a 
el

  
de

sa
rr

ol
lo

. 
7)

 
E

xp
er

to
 d

e 
C

or
to

 P
la

zo
 

 
 

2.
 

C
ap

ac
it

ac
ió

n 
de

l 
pe

rs
on

al
 c

on
tr

ap
ar

te
 (

E
n 

Ja
pó

n 
y 

te
rc

er
os

 
pa

ís
es

, e
tc

. 
 3.

 
Pr

ov
is

ió
n 

de
 E

qu
ip

os
 y

 m
at

er
ia

le
s 

(E
qu

ip
os

, 
ve

hí
cu

lo
s,

 
et

c.
) 

 4.
 

F
on

do
s 

de
 c

on
so

lid
ac

ió
n 

de
 a

ct
iv

id
ad

es
 e

n 
el

 e
xt

er
io

r 
(p

ar
a 

ga
st

os
 d

e 
tr

ab
aj

o 
lo

ca
l)

 
 

 
 

A
de

m
ás

 d
e 

lo
 a

rr
ib

a 
m

en
ci

on
ad

o,
 s

e 
ll

ev
ar

án
 a

 c
ab

o 
la

 R
ev

is
ió

n 
In

te
rm

ed
ia

 y
 la

 E
va

lu
ac

ió
n 

F
in

al
, e

n 
la

 m
it

ad
 d

el
 p

er
io

do
 y

 e
n 

el
 

úl
ti

m
o 

añ
o 

de
l P

ro
ye

ct
o,

 r
es

pe
ct

iv
am

en
te

. 
E

l 
P

ro
ye

ct
o 

va
 m

on
it

or
ea

nd
o 

op
or

tu
na

m
en

te
 c

ad
a 

un
a 

de
 l

as
 

ac
ti

vi
da

de
s.

 
 

 
 

 
 

＜
Pa

rt
e 

P
er

ua
na
＞

 
  1.

 
A

si
gn

ac
ió

n 
de

l P
er

so
na

l 
 

 2.
 

In
st

al
ac

io
ne

s 
(e

di
fi

ci
os

, i
ns

ta
la

ci
on

es
, p

ar
ce

la
s 

de
m

os
tr

at
iv

as
, o

fi
ci

na
, e

sp
ac

io
 p

ar
a 

al
m

ac
en

ar
 

e 
in

st
al

ar
 e

qu
ip

os
 y

 o
tr

os
 e

sp
ac

io
s 

ne
ce

sa
ri

os
 

pa
ra

 la
 e

je
cu

ci
ón

 d
el

 P
ro

ye
ct

o)
 

 3.
 

In
st

al
ac

io
ne

s 
el

éc
tr

ic
as

, 
de

 
ag

ua
 

y 
co

m
un

ic
ac

io
ne

s.
 

 4.
  

C
os

to
s 

de
 o

pe
ra

ci
ón

 (
ga

st
os

 d
e 

el
ec

tr
ic

id
ad

, 
ag

ua
, 

co
m

un
ic

ac
io

ne
s,

 c
om

bu
st

ib
le

, 
co

st
o 

de
l 

pe
rs

on
al

 
y 

de
 

su
s 

vi
aj

es
, 

in
cl

uy
en

do
 

lo
s 

fo
nd

os
 p

ar
a 

la
s 

ac
tiv

id
ad

es
 c

om
o 

es
tu

di
o 

y 
se

ns
ib

il
iz

ac
ió

n)
. 

 5.
  

O
tr

os
 

 

 
(P

re
co

nd
ic

ió
n)

 
1.

 L
a 

si
tu

ac
io

n 
ec

on
óm

ic
a,

 e
sp

ec
ia

lm
en

te
 la

 
se

gu
ri

da
d 

ci
ud

ad
an

a 
en

 e
l á

re
a 

ob
je

to
 y

 e
l 

ár
ea

 d
e 

se
ns

ib
il

iz
ac

ió
n,

 e
s 

es
ta

bl
e.
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20
14

年
3
月

25
日
更
新

 
PD

M
 ペ

ル
ー

国
カ

ハ
マ

ル
カ

州
小

規
模

農
家

生
計

向
上

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
第

3
版

）
 

（
仮

和
訳

）
 

 協
力

期
間

 
2
0
1
1
年

7
月

3
1
日

～
2
0
1
6
年

7
月

3
0
日

（
6
0
か

月
）

 

対
象

地
域

 
カ

ハ
マ

ル
カ

州
の

カ
ハ

バ
ン

バ
郡

、
サ

ン
・

ミ
ゲ

ル
郡

、
サ

ン
・

パ
ブ

ロ
郡

、
イ

チ
ョ

カ
ン

町
（

サ
ン

マ
ル

コ
ス

郡
）
、

ナ
モ

ラ
町

及
び

マ
タ

ラ
町

（
カ

ハ
マ

ル
カ

郡
）

 

啓
発

対
象

地
域

 
対

象
地

域
の

モ
デ

ル
集

落
以

外
の

集
落

、
カ

ハ
マ

ル
カ

州
の

対
象

郡
以

外
の

郡
並

び
に

ア
マ

ソ
ナ

ス
州

、
ア

ン
カ

シ
ュ

州
、

ア
ヤ

ク
チ

ョ
州

、
ワ

ン
カ

ベ
リ

カ
州

、
ワ

ヌ
コ

州
、

フ
ニ

ン
州

、
ラ

･

リ
ベ

ル
タ

ッ
ド

州
及

び
ピ

ウ
ラ

州
の

8
州

 

直
接

裨
益

者
 

対
象

地
域

か
ら

選
定

さ
れ

た
モ

デ
ル

集
落

(
各

郡
1
集

落
の

計
5
集

落
)
の

小
規

模
農

家
約

50
0
戸

(各
モ

デ
ル

集
落

1
0
0
戸

) 

間
接

裨
益

者
 

啓
発

対
象

地
域

の
う

ち
モ

デ
ル

集
落

で
の

取
り

組
み

が
啓

発
可

能
な

小
規

模
農

家
等

 

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

機
関

 
国

立
農

業
研

究
所

(I
N
I
A
)、

地
域

農
産

物
生

産
性

向
上

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

A
G
RO
RU
R
A
L）

、
カ

ハ
マ

ル
カ

州
政

府
、

カ
ハ

バ
ン

バ
郡

、
カ

ハ
マ

ル
カ

郡
、

サ
ン

・
ミ

ゲ
ル

郡
、

サ
ン

・
パ

ブ
ロ

郡
政

府
、

イ
チ

ョ
カ

ン
町

（
サ

ン
マ

ル
コ

ス
郡

）
、

ナ
モ

ラ
町

及
び

マ
タ

ラ
町

（
カ

ハ
マ

ル
カ

郡
）

政
府

 

対
象

作
物

 
ニ

ン
ニ

ク
、

エ
ン

ド
ウ

豆
、

紫
ト

ウ
モ

ロ
コ

シ
、

そ
の

他
 

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
要

約
 

指
標

指
標

入
手

手
段

外
部

条
件

 

【
上

位
目

標
】

 

1
.
 
対

象
地

域
の

小
規

模
農

家
の

生
計

が
向

上
す

る
。

 

2
.
 
啓

発
対

象
地

域
に

お
い

て
モ

デ
ル

が
活

用
さ

れ
る

。
 

 

1
. 

直
接

受
益

農
家

の
農

業
所

得
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

時
に

比
較

し
3
0
％

上
回

る
。

 

2
. 

啓
発

対
象

地
域

の
2
7
集

落
が

モ
デ

ル
事

業
を

行

う
。

 

 1.
 

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

及
び

フ
ォ

ロ
ー

ア

ッ
プ

調
査

結
果

 

2.
 

I
N
I
A
及

び
 

AG
R
OR
U
R
A
L
報

告
書

 

  

【
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
】

 

対
象

地
域

に
お

い
て

小
規

模
農

家
の

生
計

向
上

に
向

け
た

モ
デ

ル
が

構
築

さ
れ

る
。

 
 1
. 

小
規

模
農

家
の

生
計

向
上

に
向

け
た

方
法

論
、

技
術

論
を

取
り

纏
め

た
文

書
が

作
成

さ
れ

る
。

 1
. 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
 

 

 1
. 

C
/
P
機

関
が

モ
デ

ル
の

成
果

を
活

用
し

、
農

業
促

進
支

援
を

継
続

し
て

実
施

す
る

。
 

2
. 

対
象

地
域

及
び

啓
発

対
象

地
域

に
お

い
て

異
常

気
象

や
予

期
せ

ぬ
病

虫
害

の
発

生
等

が
起

こ
ら

な
い

。
 

3
. 

有
償

資
金

協
力

｢
山

岳
地

域
小

中
規

模
灌

漑

整
備
事
業

｣
が

実
施
さ

れ
る
。
 

【
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
】

 

 

1
.
 
モ

デ
ル

集
落

に
お

い
て

、
農

民
組

織
の

活
動

実
施

体
制

が
整

備
・

強
化

さ
れ

る
。

 

       2
.
 
モ

デ
ル

集
落

農
家

の
対

象
作

物
の

農
業

生
産

性
及

び
質

が
向

上
す

る
。

 

    3
.
 
モ

デ
ル

集
落

の
農

民
組

織
に

よ
る

農
産

物
生

産
チ

ェ
ー

ン
が

整
備

さ
れ

る
。

 

  4
.
 
モ

デ
ル

集
落

の
水

土
保

全
が

促
進

さ
れ

る
。

 

 

  

1
-
1
. 

各
モ

デ
ル

集
落

に
お

い
て

、
適

切
な

農
民

組
織

が
形

成
さ

れ
る

。
 

1
-
2
. 

す
べ

て
の

農
民

組
織

に
お

い
て

、
毎

年
年

間
計

画
が

策
定

さ
れ

、
ま

た
活

動
報

告
が

行
わ

れ

る
。

 

1
-
3
. 

農
民

組
織

が
少

な
く

と
も

月
１

回
の

組
織

的

活
動

を
す

る
。

 

 2
-
1
.
 
 対

象
作

物
の

単
収

が
平

均
3
0
%
増

加
す

る
｡
 

2
-
2
.
 
 直

接
受

益
農

家
の

3
0
％

が
生

産
物

の
品

質
を

改
善

す
る

。
 

  3
 

 
付

加
価

値
化

に
よ

り
対

象
産

品
（

原
材

料
重

量

当
た

り
）

の
収

益
性

が
30
％

向
上

す
る

。
 

 
 

4
-
1
.
 
 モ

デ
ル

集
落

の
小

規
模

農
家

の
内

5
0
％

が
土

壌
保
全
対

策
を
適
用

す
る

｡
 

 

  

1
-
1
. 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

進
捗

報
告

書
、
農

民

組
織

定
款

 

1
-
2
 .
 農

民
組

織
活

動
関

連
書

類
（

会
議

議

事
録

等
）

 

 1
-
3
. 

農
民

組
織

活
動

関
連

書
類
（

会
議

議

事
録

等
）

 

 2
-
1
.
 
 ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
及

び
エ

ン
ド

ラ
イ

ン
調

査
結

果
 

2
-
2
.
 
 ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
及

び
エ

ン
ド

ラ
イ

ン
調

査
結

果
 

 3
.
 
 

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

及
び

エ
ン

ド
ラ

イ

ン
調

査
結

果
 

 4
-
1
.
 
 ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
及

び
エ

ン
ド

ラ
イ

ン
調

査
結

果
 

  

1
. 

対
象

作
物

の
価

格
が

極
端

に
下

落
し

な
い

。
 

 



－151－

20
14

年
3
月

25
日
更
新

 
    5
.
 
 啓

発
対

象
地

域
の

啓
発

対
象

者
に

お
い

て
、
モ

デ
ル

集
落

で
の

取
組

み
へ

の
理

解
が

深

化
す

る
。

 

4
-
2
.
 
 各

モ
デ

ル
集

落
に

お
い

て
植

林
計

画
が

策
定

さ
れ

、
計

画
に

沿
っ

た
植

林
活

動
が

実
施

さ
れ

る
。

 

 
 

5
-
1
.
 
 す

べ
て

の
啓

発
対

象
地

域
に

お
い

て
、
策

定
さ

れ
た

啓
発

計
画

が
達

成
さ

れ
る

。
 

5
-
2
.
 
 啓

発
活

動
対

象
者

の
う

ち
5
0
％

が
モ

デ
ル

に

高
い

関
心

を
示

す
。

 

 

4
-
2
.
 
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

   5
-
1
. 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

 5
-
2
. 
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

 

【
活

動
】

 

 

1
-
1
. 
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
後

に
策

定
さ

れ
た

モ
デ

ル
集

落
選

定
基

準
に

基
づ

き
各

郡
１

箇

所
の

モ
デ

ル
集

落
を

選
定

し
、

協
定

書
を

締
結

す
る

。
 

1
-
2
. 
モ

デ
ル

集
落

で
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
調

査
を

実
施

す
る

。
 

1
-
3
. 
モ

デ
ル

集
落

の
農

家
に

対
し

て
活

動
内

容
の

説
明

・
啓

発
を

行
う

。
 

1
-
4
. 
各

活
動

内
容

に
適

し
た

農
民

組
織

を
設

立
す

る
。

 

1
-
5
. 
農

民
組

織
に

対
す

る
組

織
運

営
や

活
動

計
画

策
定

に
係

る
指

導
･
支

援
を

行
う

。
 

1
-
6
. 
モ

デ
ル

集
落

で
エ

ン
ド

ラ
イ

ン
調

査
を

実
施

す
る

。
 

 2
-
1
. 

I
NI

A
に

お
い

て
対

象
作

物
の

優
良

種
子

を
生

産
し

、
モ

デ
ル

集
落

の
小

規
模

農
家

へ

の
供

給
を

行
う

。
 

2
-
2
. 
各

郡
の

モ
デ

ル
集

落
及

び
周

辺
地

区
に

展
示

・
観

察
圃

場
を

設
置

す
る

。
 

2
-
3
. 

展
示

圃
場

の
活

用
や

モ
デ

ル
集

落
の

農
家

へ
の

巡
回

指
導

等
を

通
し

て
、

播
種

、
施

肥
と

土
壌

管
理

、
病

害
虫

対
策

等
の

栽
培

技
術

を
普

及
す

る
。

 

2
-
4
. 
栽

培
技

術
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
す

る
。

 

 3
-
1
. 
農

産
物

生
産

チ
ェ

ー
ン

整
備

計
画

書
を

作
成

す
る

。
 

3
-
2
. 
対

象
5郡

に
農

産
物

付
加

価
値

化
の

た
め

の
選

果
・

加
工

な
ど

の
施

設
を

整
備

す
る

。

3
-
3
. 
3
-2
の

施
設

の
操

作
運

営
に

係
る

指
導

を
各

農
民

組
織

に
対

し
て

行
う

。
 

3
-
4
. 
農

民
組

織
に

よ
る

農
産

物
加

工
品

の
市

場
開

拓
と

販
売

を
指

導
・

支
援

す
る

。
 

 4
-
1
. 

対
象

地
域

の
小

規
模

農
家

に
対

す
る

土
壌

保
全

に
係

る
指

導
と

実
施

促
進

支
援

を
行

う
。

 

4
-
2
.
 
農

民
組

織
に

対
し

て
植

林
の

苗
畑

場
の

設
置

･
運

営
と

植
林

へ
の

指
導

･
支

援
を

行

う
。

 

 5
-
1
. 
モ

デ
ル

集
落

の
取

組
み

を
啓

発
す

る
対

象
地

域
を

選
定

す
る

。
 

5
-
2
. 

啓
発

対
象

地
域

の
範

囲
ご

と
に

適
し

た
啓

発
対

象
者

、
啓

発
方

法
及

び
啓

発
内

容
を

検
討

の
上

、
啓

発
計

画
を

策
定

す
る

。
 

5
-
3
. 
啓

発
対

象
地

域
の

啓
発

対
象

者
に

対
し

て
計

画
に

沿
っ

た
啓

発
活

動
を

行
う

。
 

  

【
投

入
】

 
 

1
.
  

モ
デ

ル
集

落
で

異
常

気
象

や
予

期
せ

ぬ
病

虫
害

の
発

生
等

が
起

こ
ら

な
い

。
 

  

 

<
日

本
側

> 

 
 

1
.
 
日

本
人

専
門

家
：

 

 
 

1
) 

チ
ー

フ
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
／

啓
蒙

 
 

2
) 

副
チ

ー
フ

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

／
農

産
物

加
工

／
流

通
 

3
) 

農
業

技
術

普
及

/
農

民
組
織

 
 

4
) 

農
産

物
加

工
/
流

通
 

5
) 

農
地

保
全

（
水

度
保

全
）

 
 

6
) 

業
務
調
整

/
研

修
 

 

7
) 

短
期

専
門

家
 

 

 
 

2
.
 
C/
Pの

技
術

研
修

（
本

邦
研

修
、

第
三

国
研

修
等

 

 3
.
 
供

与
機

材
(
機

材
・

車
両

等
)
 

 
 

4
.
 
在

外
事
業

強
化
費

(
現

地
業
務

費
)
 

 

 
 

"
上

記
の

他
、

中
間

年
度

に
中

間
評

価
、

終
了

年
度

に

終
了

時
評

価
を

実
施

す
る

。
 

各
活

動
に

関
し

て
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

内
で

モ
ニ

タ
リ

ン
グ
を
随

時
実
施
す

る
。

"
 

 

 

＜
ペ

ル
ー

側
＞

 

 
 

1
.
C
/P
の

配
置

  

2
. 
施

設
（

建
物

、
施

設
、

展
示

圃
場

，
事

務
所

、
機

材
の

設
置

保
管

場
所

、
そ

の

他
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

必
要

な
場

所
）

  

 

3
.
電

気
、

水
道

、
通

信
設

備
 
 

 4
. 
運

営
経

費
（

電
気

、
水

道
、

通
信

、
燃

料
の

他
、
施

設
の

維
持

に
か

か
る

経
費

、

職
員

の
人

件
費

及
び

旅
費

等
、

調
査

及

び
普
及
活

動
の
た
め

の
予
算

を
含
む

)
 

 5
.
 そ

の
他

  

 

 

(
前

提
条

件
) 
 

対
象

地
域

及
び

啓
発

対
象

地
域

に
お

け
る

経
済

社

会
状

況
、

特
に

治
安

が
安

定
し

て
い

る
。
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